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現金預け金 

コールローン及び買入手形 

買入金銭債権 

特定取引資産 

有価証券 

貸出金 

外国為替 

その他資産 

動産不動産 

有形固定資産 

　建物 

　土地 

　その他の有形固定資産 

無形固定資産 

　ソフトウェア 

　その他の無形固定資産 

繰延税金資産 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

投資損失引当金 

資産の部合計 

328,686 
137,495 
251,430 
41,744 

1,730,262 
3,531,314 
4,287 

210,551 
47,680 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

6,158 
45,723 

△32,802 
ー 

6,302,531

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

276,325 
66,551 
265,039 
26,170 

1,736,523 
4,021,886 

307 
204,536 

ー 
36,436 
15,413 
15,611 
5,411 
25,092 
19,931 
5,160 
17,370 
38,891 

△49,152 
△7 

6,665,974 
 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

（1）連結貸借対照表〈資産〉 （単位：百万円） 

710,629 
104,168 
109,363 
34,049 

1,622,399 
3,293,403 
1,366 

205,608 
50,526 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

58,398 
61,650 

△50,971 
ー 

6,200,592

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

■財務諸表等
※各資料は表記単位未満を切捨てて表示しています。
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預金 

譲渡性預金 

コールマネー及び売渡手形 

債券貸借取引受入担保金 

特定取引負債 

借用金 

外国為替 

社債 

信託勘定借 

その他負債 

賞与引当金 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

信託偶発損失引当金 

繰延税金負債 

支払承諾 

負債の部合計 

少数株主持分 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

自己株式 

資本の部合計 

負債、少数株主持分及び資本の部合計 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

自己株式 

株主資本合計 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

為替換算調整勘定 

評価・換算差額等合計 

少数株主持分 

純資産の部合計 

負債及び純資産の部合計 

2,895,807 
607,090 
597,443 
493,982 
25,079 
250,182 

10 
162,200 
996,495 
57,647 
2,322 
10,769 
472 

11,670 
451 

38,891 
6,150,516 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

247,231 
15,373 
107,063 
△110 
369,558 
142,109 
782 
153 

143,045 
2,854 

515,457 
6,665,974

2,852,033 
518,720 
680,370 
214,706 
40,381 
6,360 
6 

183,200 
1,149,320 
43,466 
1,787 
8,925 
ー 
ー 
841 

61,650 
5,761,770 
69,895 
247,231 
12,215 
49,041 
61,568 

△1,066 
△63 

368,926 
6,200,592 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

連結貸借対照表〈負債及び純資産（負債、少数株主持分及び資本）〉 

2,550,759 
577,940 
1,061,143 
169,806 
45,431 
23,315 

6 
177,500 
1,124,099 
48,598 
1,976 
10,417 

ー 
12,010 
918 

45,723 
5,849,647 
2,554 

247,231 
15,377 
80,486 
107,235 

83 
△84 

450,330 
6,302,531 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 
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（2）連結損益計算書 

277,058 
66,134 
87,102 
56,279 
24,489 
686 
0 

2,637 
3,008 
86,337 
893 
6,307 
30,283 
193,886 
33,874 
13,415 
1,681 
2,963 
6,492 
535 
3,231 
5,553 
15,957 

6 
98 

107,236 
36,713 
17,203 
19,509 
83,172 
1,344 
ー 
16 
987 
ー 
340 
ー 
566 
ー 
545 
21 
ー 

83,950 
1,921 
13,787 
496 

67,745

（単位：百万円） 

257,400 
77,948 
75,724 
52,865 
19,881 
238 
20 

1,348 
1,370 
81,855 
1,005 
3,125 
17,740 
185,129 
29,576 
7,284 
297 
883 
8,469 
94 

3,236 
9,311 
18,881 

3 
5,425 
96,909 
34,334 

ー 
34,334 
72,270 
15,491 
1,335 
ー 

4,808 
8,728 
ー 
619 

21,635 
916 
ー 

2,129 
18,590 
66,126 
1,757 
20,955 
639 

42,773

231,720 
62,802 
70,637 
54,254 
14,612 
81 
0 

909 
780 

70,564 
424 
7,962 
19,327 
184,288 
29,171 
8,780 
220 
74 

3,673 
398 
3,554 
12,468 
18,051 

ー 
1,056 
88,948 
47,061 
11,472 
35,588 
47,431 
5,409 
1,967 
ー 

2,404 
ー 
ー 

1,037 
2,796 
1,302 
ー 
348 
1,146 
50,044 
1,388 
22,454 
395 

25,805

経常収益 

　信託報酬 

　資金運用収益 

　　貸出金利息 

　　有価証券利息配当金 

　　コールローン利息及び買入手形利息 

　　債券貸借取引受入利息 

　　預け金利息 

　　その他の受入利息 

　役務取引等収益 

　特定取引収益 

　その他業務収益 

　その他経常収益 

経常費用 

　資金調達費用 

　　預金利息 

　　譲渡性預金利息 

　　コールマネー利息及び売渡手形利息　　 

　　債券貸借取引支払利息 

　　借用金利息 

　　社債利息 

　　その他の支払利息 

　役務取引等費用 

　特定取引費用 

　その他業務費用 

　営業経費 

　その他経常費用 

　　貸倒引当金繰入額　　 

　　その他の経常費用 

経常利益 

特別利益 

　動産不動産処分益 

　固定資産処分益 

　償却債権取立益 

　貸倒引当金取崩額 

　信託偶発損失引当金取崩額 

　その他の特別利益 

特別損失 

　動産不動産処分損 

　固定資産処分損 

　減損損失 

　その他の特別損失 

税金等調整前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

少数株主利益 

当期純利益 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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12,215 
3,162 
7 

3,154 
15,377 

 
49,041 
42,773 
42,773 
11,328 
8,174 
3,154 
80,486 

 

 
12,213 

1 
1 
ー 

12,215 
 

31,410 
25,805 
25,805 
8,174 
8,174 
ー 

49,041

（単位：百万円） 

（資本剰余金の部） 

資本剰余金期首残高 

資本剰余金増加高 

　自己株式処分差益 

　合併に伴う資本剰余金増加高 

資本剰余金期末残高 

（利益剰余金の部） 

利益剰余金期首残高 

利益剰余金増加高 

　当期純利益 

利益剰余金減少高 

　配当金 

　合併に伴う利益剰余金減少高 

利益剰余金期末残高 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

（3）連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 （単位：百万円） 

株主資本 評価・換算差額等 

平成１８年度 
（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

前連結会計年度末残高 

当連結会計年度変動額 

　剰余金の配当（注） 

　当期純利益 

　自己株式の取得 

　自己株式の処分 

　自己株式の消却 

株主資本以外の項目の当連結 
会計年度変動額（純額） 

当連結会計年度変動額合計 

当連結会計年度末残高 

247,231 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー
 
 
ー 

247,231

15,377 
 
ー 
ー 
ー 
1 

△5 

ー
 
 

△3 
15,373

80,486 
 

△8,174 
67,745 

ー 
ー 

△32,994 

ー
 
 

26,577 
107,063

△84 
 
ー 
ー 

△33,027 
2 

32,999 

ー
 
 

△25 
△110

343,010 
 

△8,174 
67,745 

△33,027 
4 
ー 

ー
 
 

26,547 
369,558

107,235 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

34,873 
 

34,873 
142,109

ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

782 
 

782 
782

83 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

69
 
 

69 
153

107,319 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

35,725 
 

35,725 
143,045

2,554 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

299
 
 

299 
2,854

452,884 
 

△8,174 
67,745 

△33,027 
4 
ー 

36,025 
 

62,572 
515,457

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本 合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数 
株主持分 

純資産 
合計 

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（次頁へ続く） 

（単位：百万円） （4）連結キャッシュ・フロー計算書 

 
83,950 
14,845 
21 

△66 
16,349 

7 
△340 
346 
351 
472 

△87,102 
33,874 

△25,388 
△8,013 

ー 
528 

15,573 
△20,352 
△490,571 
344,514 
29,150 
227,867 
△70,716 
57,380 

△463,699 
324,176 
3,979 
3 

△127,604 
86,044 

△32,672 
1,139 

△85,950 
△2,025 
△87,975 

 
△1,510,746 
1,082,771 
462,279 

ー 
△2,379 
△15,341 

ー 
199 
5,306 
22,088

 
66,126 
13,731 
2,129 
349 

△18,168 
ー 

12,010 
189 
1,492 
ー 

△75,724 
29,576 
△4,894 
△21,099 
△418 
ー 

△7,694 
5,050 

△237,911 
△314,859 
59,220 
△45 
53,232 

△174,839 
380,772 
△44,899 
△2,920 

0 
△25,220 
78,164 

△33,186 
3,914 

△255,922 
△1,775 

△257,697 
 

△1,715,362 
959,069 
751,514 
△18,820 

ー 
ー 

7,447 
ー 
ー 

△16,150

 
50,044 
9,159 
348 

△243 

△8,224 
△676 
ー 
126 

△151 
ー 

△70,637 
29,171 

△16,932 

△9,047 
△665 
ー 

24,670 

△23,868 
△98,785 
258,432 
25,230 

△8,062 
△29,409 
△18,773 
443,126 
32,874 
442 

△137 
△9,391 
73,198 

△32,940 
15,196 
634,073 

△2,190 
631,883 

 

△1,884,282 
998,023 
622,031 

△23,709 
ー 
ー 

10,510 
ー 
ー 

△277,426

Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フロー 

 　税金等調整前当期純利益 

 　減価償却費 

 　減損損失 

 　持分法による投資損益（△） 

 　貸倒引当金の増加額 

 　投資損失引当金の増加額 

 　信託偶発損失引当金の増加額 

 　賞与引当金の増加額 

 　退職給付引当金の増加額 

 　役員退職慰労引当金の増加額 

 　資金運用収益 

 　資金調達費用 

 　有価証券関係損益（△）　  

 　為替差損益（△） 

 　動産不動産処分損益（△） 

 　固定資産処分損益（△） 

 　特定取引資産の純増（△）減 

 　特定取引負債の純増減（△） 

 　貸出金の純増（△）減 

 　預金の純増減（△） 

 　譲渡性預金の純増減（△） 

 　借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 

 　預け金（日銀預け金等を除く）の純増（△）減 

 　コールローン等の純増（△）減 

 　コールマネー等の純増減（△） 

 　債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 

 　外国為替（資産）の純増（△）減 

 　外国為替（負債）の純増減（△） 

 　信託勘定借の純増減（△） 

 　資金運用による収入 

 　資金調達による支出 

 　その他 

 　小計 

 　法人税等の支払額 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅱ.投資活動によるキャッシュ・フロー 

 　有価証券の取得による支出 

 　有価証券の売却による収入 

 　有価証券の償還による収入 

 　動産不動産の取得による支出 

 　有形固定資産の取得による支出 

 　無形固定資産の取得による支出 

 　動産不動産の売却による収入 

 　有形固定資産の売却による収入 

 　無形固定資産の売却による収入 

 投資活動によるキャッシュ・フロー 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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（5）監査結果の報告（連結）

（1）会社法監査
当社の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表は、新日本監査法人より会社法第４４４条第４項の
規定に基づく監査を受け、適正である旨の報告書を受領しております。
（2）証券取引法監査
本誌に記載の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書は、新日本監査
法人より証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査を受け、適正である旨の報告書を受領しております。

（前頁より続く） （単位：百万円） 
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Ⅲ.財務活動によるキャッシュ・フロー 

　 　劣後特約付借入による収入 

　 　劣後特約付借入金の返済による支出 

　 　劣後特約付社債の発行による収入 

　 　劣後特約付社債の償還による支出 

　 　少数株主への払い戻しによる支出 

　　 配当金支払額 

　　 少数株主への配当金支払額 

　　 自己株式の取得による支出 

　　 自己株式の売却による収入 

　 財務活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差額 

Ⅴ.現金及び現金同等物の増加額 

Ⅵ.現金及び現金同等物の期首残高 

Ⅶ.現金及び現金同等物の期末残高 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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（6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（平成１８年度）

１.連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社 １２社

主要な連結子会社名は、５３ページに記載しているため省略しました。

なお、Global Fund Services (Luxembourg) S.A.は、解散により連結

の範囲から除外しております。

（２）非連結子会社 該当ありません。

２.持分法の適用に関する事項

（１）持分法適用の非連結子会社 該当ありません。

（２）持分法適用の関連会社

日本ペンション・オペレーション・サービス株式会社

（３）持分法非適用の非連結子会社 該当ありません。

（４）持分法非適用の関連会社 該当ありません。

３.連結子会社の事業年度等に関する事項

（１）連結子会社の決算日は次のとおりであります。

１２月末日 ５社

３月末日 ７社

（２）連結財務諸表の作成に当っては、いずれもそれぞれの決算日の財務

諸表により連結しております。

連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については

必要な調整を行っております。

４.会計処理基準に関する事項

（１）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る

短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下

「特定取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、

連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上すると

ともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」

及び「特定取引費用」に計上しております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等

については連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等

の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした

額により行っております。

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計

年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連結

会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生

商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末における

みなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、その他有価証券で時価のあるもののうち国内株式

については連結決算日前１ヵ月の市場価格の平均等、それ以外について

は連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動
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平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価

法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価

差額については、全部純資産直入法により処理しております。

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により

行っております。

（４）減価償却の方法

① 有形固定資産

当社の有形固定資産の減価償却は、建物については定額法(ただし、

建物附属設備については定率法)、動産については定率法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物：３～５０年

動産：２～２０年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に

基づき、主として定率法により償却しております。

② 無形固定資産

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、当社及び連結子会社で定める

利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。

（５）貸倒引当金の計上基準

当社及び一部の連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・

引当基準に則り、次のとおり計上しております。

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下

「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下

「実質破綻先」という）に係る債権については、以下のなお書きに記載

されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が

大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に係る債権に

ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に

判断し必要と認める額を計上しております。

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定

額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに

係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、

当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた

金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・

フロー見積法）により引き当てております。また、当該大口債務者のうち、

将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対する

債権については、個別的に予想損失額を算定し、引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から

算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海外債権について

は、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外

債権引当勘定として計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産

査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を

監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、

債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を

控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、

その金額は４１,３０５百万円であります。

上記以外の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の

貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれ

ぞれ引き当てております。

（６）投資損失引当金の計上基準

当社の投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の

発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

（７）賞与引当金の計上基準

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞

与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

（８）退職給付引当金の計上基準

退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

また、数理計算上の差異は、各発生連結会計年度における従業員の平均

残存勤務期間内の一定年数（主として１０年～１４年）による定額法に基づき

按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

（９）役員退職慰労引当金の計上基準

役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職により支給する

退職慰労金に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末の支給

見込額を計上しております。

（１０）信託偶発損失引当金の計上基準

信託偶発損失引当金は、信託取引に関して将来発生する可能性のある

損失を個別に合理的に見積もり、必要と認められる額を計上しております。

（１１）外貨建資産・負債の換算基準

当社の外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を

付す関連会社株式を除き、主として連結決算日の為替相場による円

換算額を付しております。

連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の

為替相場により換算しております。

（１２）リース取引の処理方法

当社及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に準じた会計処理によっております。

（１３）重要なヘッジ会計の方法

（イ）金利リスク・ヘッジ

当社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の

方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び

監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

２４号。以下「業種別監査委員会報告第２４号」という）に規定する繰延

ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場

変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等と

ヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルー

ピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定

するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の

相関関係の検証により有効性の評価をしております。

また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ

損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の

会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第１５号）を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から

生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の

「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定した

それぞれのヘッジ手段等の残存期間にわたって、資金調達費用又は

資金運用収益として期間配分しております。

なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ

損失は２３,７６２百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は２３,１５２

百万円（同前）であります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ

当社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ

会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計
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上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第２５号。以下「業種別監査委員会報告第２５号」という）に規定する

繰延ヘッジによっております。

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替

変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ

取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に

見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認する

ことによりヘッジの有効性を評価しております。

（ハ）連結会社間取引等

デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以外の

勘定との間（又は内部部門間）の内部取引については、ヘッジ手段と

して指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、

業種別監査委員会報告第２４号及び同第２５号に基づき、恣意性を排除

し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に

準拠した運営を行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨

スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は

繰延処理を行っております。

（１４）消費税等の会計処理

当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、

主として税抜方式によっております。

５.連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用

しております。

６.のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんは、発生年度に一括償却しております。

７.連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照

表上の「現金預け金」のうち現金及び中央銀行への預け金であります。

８.連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（役員退職慰労引当金計上基準の変更）

当社及び国内連結子会社の役員退職慰労金は、従来、支給時の費用

として処理しておりましたが、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号平成１７年１１月２９日）の公表等を機に「租税特別措置法上

の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当

金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務

委員会報告第４２号平成１９年４月１３日）が公表されたことを踏まえ、

当連結会計年度より内規に基づく当連結会計年度末の支給見込額を

役員退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしました。

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は４７２百万円減少しております。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号平成１７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成

１７年１２月９日）を当連結会計年度から適用しております。

当連結会計年度末における従来の「資本の部」に相当する金額は

５１１,８２０百万円であります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則及び銀行法施行規則の改正に伴い、改正後の

連結財務諸表規則及び銀行法施行規則により作成しております。

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準)

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準

第１号平成１４年２月２１日）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２号平成１４年２月

２１日）が平成１７年１２月２７日付及び平成１８年８月１１日付で一部改正

され、会社法の定めが適用される処理に関して適用されることになった

ことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指針を適用して

おります。これによる連結貸借対照表等に与える影響は軽微であります。

９.表示方法の変更

「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が「無尽業法

施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第６０号平成１８年

４月２８日）により改正され、平成１８年４月１日以後開始する事業年度

から適用されることになったこと等に伴い、当連結会計年度から以下

のとおり表示を変更しております。

(連結貸借対照表関係)

（１）「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本、評価・換算差額等

及び少数株主持分に区分のうえ表示しております。

（２）純額で繰延ヘッジ利益として「その他負債」に含めて計上していた

ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、税効果額を控除のうえ

評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しております。

（３）負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に

表示しております。

（４）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他

資産」に区分して表示しております。

①これにより、従来の「動産不動産」中の土地建物動産については、

「有形固定資産」中の「建物」「土地」「その他の有形固定資産」と

して表示しております。

また、「動産不動産」中の保証金権利金のうち権利金は、「無形

固定資産」中の「その他の無形固定資産」に、保証金は、「その他

資産」として表示しております。

②「その他資産」に含めて表示していたソフトウェア等は、「無形

固定資産」中の「ソフトウェア」及び「その他の無形固定資産」に

含めて表示しております。

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

「動産不動産処分損益（△）」は、連結貸借対照表の「動産不動産」が

「有形固定資産」、「無形固定資産」等に区分されたことに伴い、「固定

資産処分損益（△）」等として表示しております。また、「動産不動産の

取得による支出」は「有形固定資産の取得による支出」等として、「動産

不動産の売却による収入」は、「有形固定資産の売却による収入」等

として表示しております。

注記事項（平成１８年度）

1.連結貸借対照表関係

（１）有価証券には、関連会社の株式４４４百万円を含んでおります。

（２）貸出金のうち、破綻先債権額は２,６３８百万円、延滞債権額は４４,２０９

百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続

していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の

見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を

行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、法人

税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金

であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権

及び債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の

支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
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（３）貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は４６８百万円であります。

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の

翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に

該当しないものであります。

（４）貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６１,４３６百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権

放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

（５）破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和

債権額の合計額は１０８,７５２百万円であります。

なお、上記（２）から（５）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。

（６）手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上

及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第２４号）に基づき、金融取引として処理しております。これにより受け

入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、

売却または（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており

ますが、その額面金額は３,１４８百万円であります。

（７）担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券 ８９１,４２９百万円

貸出金 ７４２,７７８百万円

担保資産に対応する債務

預金 １,６２１百万円

コールマネー及び売渡手形 １００,０００百万円

債券貸借取引受入担保金 ４９３,９８２百万円

借用金 ２２７,９００百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保として、有価証券

１６３,２３９百万円を差し入れております。

関連会社の借入金等の担保として提供している資産はありません。

また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は２,５００百万円、保証金

は９,７４１百万円であります。

（８）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの

融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について

違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約

であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、８９８,４２３百万円

であります。このうち原契約期間が１年以内のものまたは任意の時期に

無条件で取消可能なものが６６９,９１９百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものである

ため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社及び連結子会社の

将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これら

の契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由

があるときは、当社及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の

拒絶または契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付け

られております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券

等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め定めている

社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、

与信保全上の措置等を講じております。

（９）有形固定資産の減価償却累計額 ２６,８７５百万円

（１０）有形固定資産の圧縮記帳額 １,２９５百万円

（当連結会計年度圧縮記帳額 ー百万円）

（１１）借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が

付された劣後特約付借入金２０,０００百万円が含まれております。

（１２）社債は、全額劣後特約付社債であります。

（１３）当社の受託する元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託

９８７,９０２百万円、貸付信託１７２,０５５百万円であります。

２.連結損益計算書関係

（１）「その他経常収益」には、株式等売却益２０,８２１百万円を含んでおります。

（２）「その他の経常費用」には、貸出金償却３,８０５百万円及び株式等償却

１,２０２百万円を含んでおります。

３.連結株主資本等変動計算書関係

（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

（２）自己株式の種類及び株式数に関する事項

（３）配当に関する事項

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が

当連結会計年度の末日後となるもの

４.連結キャッシュ・フロー計算書関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

平成１９年３月３１日現在

現金預け金勘定 ２７６,３２５百万円

前連結 
会計年度末 
株式数（千株） 

当連結 
会計年度増加 
株式数（千株） 

当連結 
会計年度減少 
株式数（千株） 

当連結 
会計年度末 
株式数（千株） 

摘要 

普通株式 
第一回第一種 
優先株式 
第二回第三種 
優先株式 
合計 

５，０２４，７５５ 

３００，０００ 
 

８００，０００  
６，１２４，７５５ 

─ 

─ 
 

─ 
 

─ 

─ 

１９，４３４ 
 

─ 
 

１９，４３４ 

５，０２４，７５５ 

２８０，５６５ 
 

８００，０００  
６，１０５，３２１ 

  

（注） 

（注）第一回第一種優先株式の減少は、自己株式（第一回第一種優先株式）
の取得及び消却（１９，４３４千株）によるものであります。 

前連結 
会計年度末 
株式数(千株)

当連結 
会計年度増加 
株式数(千株)

当連結 
会計年度減少 
株式数(千株)

当連結 
会計年度末 
株式数（千株） 

摘要 

普通株式 
第一回第一種 
優先株式 
合計 

６０７ 

─  
６０７ 

９８ 

１９，４３４ 
 

１９，５３３ 

１４ 

１９，４３４  
１９，４４８ 

６９１ 

─  
６９１ 

（注）１ 

（注）２ 

（注１）普通株式の増加は単元未満株式の買取（９８千株）によるものであ
り、減少は単元未満株式の買増請求に応じたこと（１４千株）による
ものであります。 

（注２）第一回第一種優先株式の増加及び減少は、取得及び消却（１９，４３４
千株）によるものであります。 

株式の 
種類 （決議） 

配当金の 
総額 

（百万円） 

１株 
当たりの 
金額（円） 

基準日 
効力 
発生日 

平成１８年
６月２７日 
定時株主
総会 

普通株式 
第一回第一種
優先株式 
第二回第三種
優先株式 

５，０２４ 

１，９５０ 
 

１，２００ 

１．００ 

６．５０ 
 

１．５０ 

平成１８年３月３１日 
平成１８年 
３月３１日 
平成１８年 
３月３１日 

 

平成１８年
６月２７日 

株式の 
種類 （決議） 

配当金の 
総額 

（百万円） 

１株 
当たりの 
金額（円） 

基準日 
効力 
発生日 

平成１９年
６月２６日 
定時株主
総会 

普通株式 
第一回第一種
優先株式 
第二回第三種
優先株式 

５，０２４ 

１，８２３ 
 

１，２００ 

１．００ 

６．５０ 
 

１．５０ 

平成１９年３月３１日 
平成１９年 
３月３１日 
平成１９年 
３月３１日 

 
平成１９年
６月２７日 

配当の 
原資 

利益剰余金 

利益剰余金 
 
利益剰余金 
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定期預け金 △１５１,８３０百万円

その他預け金 △４３,４２９百万円

現金及び現金同等物 ８１,０６５百万円

５.リース取引関係

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

（借主側）
●リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び年度末

残高相当額

動産 その他 合計

取得価額相当額 ８,８９６百万円１,６２５百万円 １０,５２２百万円

減価償却累計額相当額 ５,７２８百万円１,３２１百万円 ７,０４９百万円

年度末残高相当額 ３,１６８百万円 ３０４百万円 ３,４７２百万円
●未経過リース料年度末残高相当額

１年内 １年超 合計

１,７８０百万円３,７８６百万円 ５,５６７百万円
●支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 ２,３４２百万円

減価償却費相当額 ２,１２２百万円

支払利息相当額 １９４百万円
●減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を１０％として計算した減

価償却費相当額に１０/９を乗じた額を各連結会計年度の減価償

却費相当額とする定率法によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各連結会計年度への配分方法については、利息法によって

おります。

（２）オペレーティング・リース取引

（借主側）
●未経過リース料 １年内 １年超 合計

１７９百万円 ４００百万円 ５７９百万円

６.有価証券の時価等

「有価証券の時価等」、「金銭の信託の時価等」及び「その他有価証券

評価差額金」につきましては１０３～１０７ページに記載しております。

７.デリバティブ取引関係

（１）デリバティブ取引の内容

当社グループ（当社及び連結子会社）は、主として次に掲げるデリ

バティブ取引を行っております。

① 先物外国為替取引

② 通貨オプション取引

③ 通貨スワップ取引

④ 金利スワップ取引

⑤ 金利オプション取引

⑥ 金利先物取引および同オプション取引

⑦ 債券先物取引および同オプション取引

⑧クレジットデリバティブ

なお、上記⑤金利オプション取引には、キャップ、フロアー、スワップ

ション等の取引を含んでおります。

（２）デリバティブ取引に対する取組方針と目的

金融の自由化、国際化の流れに伴い、金融市場の発展・整備および

金融商品の多様化が進み、取引手法も高度化しています。当社グループ
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においては、主に自らのリスク調整などを行う手段として、上に掲げる

ようなデリバティブ取引を活用しております。

デリバティブ取引の運営に際しては、経営戦略および収益力等を勘案

の上、ALM・マーケットリスク委員会の審議を経て市場関連取引の

方針とそれに基づく全社ベースの取引管理ルールを制定し、そこで

定める一定のリスク限度額、損失限度額および商品別保有限度額等

の範囲内で取引を行っております。なお、ALM・マーケットリスク委員

会とは、資産、負債の総合的管理を円滑に運営することを目的として、

担当役員および本部部長により当社内で組織しているものです。

以上のような方針のもと、当社は主として次の目的で、デリバティブ

取引を利用しております。

①当社の資産負債総合管理（ALM）の一環として行うヘッジ等の取引

②トレーディング業務として行う取引

（３）デリバティブ取引に係るリスクの内容

デリバティブ取引を行うことに伴う主要なリスクとして、次のようなもの

があります。

①市場リスク

金利、有価証券等の価格、為替等の様々な市場のリスク・ファクターの

変動により、保有する資産・負債（オフバランスを含む）の価値が変動し

当社グループが損失を被るリスク（市場の混乱等により市場において

取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀

なくされることにより当社グループが損失を被るリスク（市場流動性

リスク）を含む）。

②信用リスク

信用を供与している先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス

項目を含む）の価値が減少または消失し、当社グループ各社が損失を

被るリスク。

③流動性リスク

必要な資金が確保できなくなり、資金繰りがつかなくなる場合や、

資金の確保に通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なく

されることにより当社グループが損失を被るリスク。

④その他のリスク

当社の格付が引下げられた場合に追加担保の提供によりコスト

が発生するリスク。

（４）デリバティブ取引に係るリスク管理体制

①信用リスク管理体制

信用リスクに関する重要事項は「信用リスク管理の基本方針」に則り、

取締役会が決定しております。また、信用リスク管理に関する経営政策

委員会として「ポートフォリオマネジメント委員会」を設置し、当社グルー

プのクレジットポートフォリオ運営について総合的に審議、調整を行って

おります。与信企画部は、信用リスク管理に関する基本的な事項の企画

立案、推進を行っております。デリバティブ取引についてもその他の

与信と同一の信用リスク管理を行っております。

②市場リスク管理体制

「市場リスク管理の基本方針」を取締役会で定め、市場リスクのモニタ

リング・報告と分析・提言、諸リミットの設定等を担い、市場リスクに

関する企画立案・推進を行う専門部署として総合リスク管理部を

設置しております。

当社は、金利リスク等の総合管理（ALM）を含めた市場リスクについて

の盤石な管理体制を構築し、リスクを総合的に把握・管理し、リスク

を適切にコントロールしながら安定的な収益を確保できる運営を

行っております。

市場リスク管理について、総合的に審議・調整を行う経営施策委員会

として「ALM・マーケットリスク委員会」を設置し、同委員会において、

ALMに係る基本方針・資金運用調達に関する事項・リスク計画・市場

リスクに関する事項の審議・調整や、マーケットの急変等緊急時に
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おける対応策の提言等を行っております。

報告については、総合リスク管理部が、市場リスクの状況、リミットの

遵守状況等について、日次で社長に、また、定期的および必要に応じて

都度、取締役会および経営会議等に報告しております。

また、連結子会社の行うデリバティブ取引については、リスクヘッジ

目的のものに限定し、当社の総合リスク管理部が定期的にその状況

を把握しております。

（５）契約額・時価等についての補足説明

契約額または時価等に関して補足する事項につきましては、１１４～

１１６ページに記載しております。

８.退職給付関係

（１）採用している退職給付制度の概要

①当社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職

年金制度及び退職一時金制度を設けているほか、確定拠出年金

制度を設けております。

②国内連結子会社の一部は、規約型企業年金制度、確定拠出年金制

度及び退職一時金制度を設けているほか、複数事業主制度による

厚生年金基金制度にも加入しております。

③当社は、退職給付信託を設定しております。

（２）退職給付債務に関する事項

退職給付債務 （A） △１２３,７９３百万円

年金資産 （B） １５８,８５０百万円

未積立退職給付債務 （C）＝（A）＋（B） ３５,０５６百万円

未認識数理計算上の差異 （D） ５,６４４百万円

連結貸借対照表計上額純額（E）＝（C）＋（D） ４０,７０１百万円

前払年金費用 （F） ５１,４７０百万円

退職給付引当金 （E）－（F） △１０,７６９百万円

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を

採用しております。

（３）退職給付費用に関する事項

勤務費用（注１、２、３） △２,４８６百万円

利息費用 △２,９５６百万円

期待運用収益 ５,４０１百万円

数理計算上の差異の費用処理額 △３,４９１百万円

その他 △２４７百万円

退職給付費用 △３,７８０百万円

（注１）企業年金基金に対する従業員拠出額は「勤務費用」より控除して

おります。

（注２）一部の連結子会社における複数事業主制度による厚生年金基

金に対する拠出額は、「勤務費用」に計上しております。

（注３）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「勤務

費用」に計上しております。

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①割引率 主として２.５％

②期待運用収益率 主として３.７％

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④数理計算上の差異の処理年数

主として１０年～１４年(各発生連結会計年度における従業員の平均

残存勤務期間内の一定年数による定額法に基づき按分した額を、

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。)

９.税効果会計関係

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金等損金算入限度超過額 １５,１９５百万円

有価証券有税償却 ５７,４２３百万円

退職給付引当金 ７,９９０百万円

繰越欠損金 １５７,４２４百万円

その他有価証券評価差額金 ３,６２７百万円

その他 ２０,８０１百万円

繰延税金資産小計 ２６２,４６２百万円

評価性引当額 △１８８,７０５百万円

繰延税金資産合計 ７３,７５７百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △４５,６６６百万円

退職給付信託設定益 △６,２５５百万円

その他 △４,９１５百万円

繰延税金負債合計 △５６,８３７百万円

繰延税金資産の純額 １６,９１９百万円

（２）連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

法定実効税率 ４０.６％

（調整）

評価性引当額の増減によるもの △２３.９％

受取配当金益金不算入等の永久差異 △１.３％

その他 ３.３％

税効果会計適用後の法人税等負担率 １８.７％

１０.セグメント情報

８９ページに記載しております。

１１.関連当事者との取引

兄弟会社等

１２.１株当たり情報

１株当たり純資産額 ４９.６２円

１株当たり当期純利益 １２.８８円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ７.７７円

（注１）「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第４号平成１４年９月２５日)が平成１８年１月

３１日付で改正され、会社法施行日以後終了する連結会計

年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計

年度から同適用指針を適用し、１株当たり純資産額は「繰延

ヘッジ損益」を含めて算出しております。これによる影響は

軽微であります。

（注２）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

純資産の部の合計額 ５１５,４５７百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 ２６６,１６０百万円

属性 
会社等 
の名称 

住所 資本金 
事業の 
内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
割合 

関係内容 
役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の 
内容 

取引金額 科目 期末残高 

親会社 
の 

子会社 

株式会社 
みずほ 
コーポ 
レート銀行 

東京都 
千代田区 

１,０７０,９６５ 銀行業務 銀行業務 ー ー 

銀行業務 ー ー 

資金の 
預入 

現金 
預け金 ８７,１２９ ８７,１２９ 

親会社 
の 

子会社 

株式会社 
みずほ 
銀行 

東京都 
千代田区 

６５０,０００ 銀行業務 資金の 
借入 

コール 
マネー ９０,０００ ９０,０００ 

百万円 ％ 百万円 百万円 

（注１）取引金額は、短期的な市場性の取引等であるため、期末残高を
記載しております。 

（注２）約定利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。 
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(うち優先株式払込金額 ２６０,２８２百万円)

(うち優先株式配当金総額 ３,０２３百万円)

(うち少数株主持分 ２,８５４百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 ２４９,２９７百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数

５,０２４,０６４千株

（注３）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

１株当たり当期純利益 １２.８８円

当期純利益 ６７,７４５百万円

普通株主に帰属しない金額 ３,０２３百万円

(うち利益処分による優先配当額 ３,０２３百万円)

普通株式に係る当期純利益 ６４,７２１百万円

普通株式の期中平均株式数 ５,０２４,１１１千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ７.７７円

当期純利益調整額 ３,０２３百万円

(うち優先配当額 ３,０２３百万円)

普通株式増加数 ３,６８９,８７４千株

(うち第一回第一種優先株式 １,７５１,４７４千株)

(うち第二回第三種優先株式 １,９３８,４００千株)

１３.重要な後発事象

当社は、平成１９年６月２６日の定時株主総会において、以下のとおり６００

億円を上限とする自己の株式（優先株式）の取得枠の設定を決議いた

しました。本件は、当社の財務健全性の改善を背景に、現在取得請求

期間内にある優先株式の転換に伴う普通株式の希薄化の可能性を抑

制すると共に、資本の質の向上を推進する観点から設定したものです。

取得枠の内容

①取得する株式の種類

第一回第一種優先株式

②取得する株式の数

上限２８０,５６５,３７２株

③株式の取得価額の総額

上限６００億円

④取得することができる期間

平成１９年６月２６日から１年を超えない期間内

⑤取得方法

株主との相対取引

⑥優先株式の株主

株式会社みずほフィナンシャルグループ

（7）最近3連結会計年度における主要な経営指標等の推移 

277,058 
83,172 
67,745 
515,457 
6,665,974 
49.62円 
12.88円 
7.77円 
15.69％ 

（単位：百万円） 

257,400 
72,270 
42,773 
450,330 
6,302,531 
35.26円 
7.88円 
4.86円 
14.42％ 

231,720 
47,431 
25,805 
368,926 
6,200,592 
19.06円 
4.50円 
2.93円 
13.19％ 

連結経常収益 

連結経常利益 

連結当期純利益 

連結純資産額 

連結総資産額 

連結ベースの１株当たり純資産額 

連結ベースの１株当たり当期純利益 

連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

連結自己資本比率（国際統一基準） 

 

平成１６年度 
（２００４年度） 

平成１７年度 
（２００５年度） 

平成１８年度 
（２００６年度） 
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225,832 
26,084 
199,748 
60,000 

ー 
265,039 
26,170 
455 
0 
ー 

25,715 
1,719,550 
842,502 
11,717 
128,651 
425,498 
311,179 
4,026,203 
3,148 

159,557 
3,498,609 
364,887 
307 
307 

192,993 
177 
604 

35,350 
2,500 
3 

4,670 
ー 

149,687 
ー 
ー 
ー 

32,781 
13,825 
14,576 
4,379 
17,227 
16,932 
294 

18,804 
48,460 

△46,957 
△7 

6,586,407

293,321 
26,388 
266,932 
70,000 
62,300 
251,430 
41,744 
749 
4 
2 

40,988 
1,715,086 
900,282 
13,058 
138,403 
439,177 
224,164 
3,532,645 
3,618 

169,323 
2,995,406 
364,296 
4,287 
4,287 

193,822 
209 
589 

30,579 
2,073 
ー 

2,282 
4,401 

153,686 
40,988 
33,249 
7,738 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

5,488 
61,191 

△30,527 
ー 

6,241,779

（8）貸借対照表〈資産〉 （単位：百万円） 

633,355 
30,458 
602,897 
100,000 

－ 
109,363 
34,049 
597 
－ 
－ 

33,451 
1,690,770 
699,661 
11,206 
156,734 
523,240 
299,927 
3,265,381 
2,643 

198,365 
2,794,130 
270,241 
1,366 
1,366 

157,035 
185 
575 

22,595 
2,086 
29 

1,021 
6,912 

123,629 
43,874 
35,932 
7,942 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

58,133 
140,085 
△36,673 

－ 
6,196,743 

 

現金預け金 

　　現金 

　　預け金 

コールローン 

買入手形 

買入金銭債権 

特定取引資産 

　　商品有価証券 

　　商品有価証券派生商品 

　　特定取引有価証券派生商品 

　　特定金融派生商品 

有価証券 

　　国債 

　　地方債 

　　社債 

　　株式 

　　その他の証券 

貸出金 

　　割引手形 

　　手形貸付 

　　証書貸付 

　　当座貸越 

外国為替 

　　外国他店預け 

その他資産 

　　未決済為替貸 

　　前払費用 

　　未収収益 

　　先物取引差入証拠金 

　　先物取引差金勘定 

　　金融派生商品 

　　繰延ヘッジ損失 

　　その他の資産 

動産不動産 

　　土地建物動産 

　　保証金権利金 

有形固定資産 

　　建物 

　　土地 

　　その他の有形固定資産 

無形固定資産 

　　ソフトウェア 

　　その他の無形固定資産 

繰延税金資産 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

投資損失引当金 

資産の部合計 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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2,821,861 
36,941 
545,919 
6,346 

2,192,798 
39,854 
611,890 
597,443 
493,982 

ー 
25,079 

ー 
25,079 
257,932 
257,932 

15 
6 
6 
2 

152,200 
996,495 
48,849 
177 
896 

17,339 
4,057 
0 
1 

4,025 
22,351 
1,505 
10,323 
322 

11,670 
48,460 

6,078,031 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

2,492,641 
46,884 
556,073 
6,542 

1,858,173 
24,967 
582,840 
661,543 
169,806 
399,600 
45,431 

ー 
45,431 
37,065 
37,065 
11 
5 
6 
ー 

161,500 
1,124,099 
37,954 
177 
660 

16,135 
4,440 
0 
39 

2,337 
14,162 
1,345 
10,007 

ー 
12,010 
61,191 

5,797,049 
247,231 
15,371 
15,367 

3 
3 

75,638 
3,269 
72,368 
106,573 
△84 

444,729 
6,241,779

2,786,569 
85,818 
603,664 
10,676 

1,781,903 
304,506 
578,220 
517,370 
214,706 
163,000 
40,381 
32 

40,349 
83,210 
83,210 

6 
1 
5 
ー 

104,100 
1,149,320 
37,161 
178 
1,018 
18,840 
4,474 
0 
32 
943 

11,673 
1,278 
8,555 
ー 
ー 

140,085 
5,823,966 
247,231 
12,215 
12,212 

2 
2 

52,785 
1,634 
51,150 
60,601 
△57 

372,776 
6,196,743

貸借対照表〈負債及び純資産（資本）〉 （単位：百万円） 

預金 

　　当座預金 

　　普通預金 

　　通知預金 

　　定期預金 

　　その他の預金 

譲渡性預金 

コールマネー 

債券貸借取引受入担保金 

売渡手形 

特定取引負債 

　　特定取引有価証券派生商品 

　　特定金融派生商品 

借用金 

　　借入金 

外国為替 

　　外国他店預り 

　　外国他店借 

　　未払外国為替 

社債 

信託勘定借 

その他負債 

　　未決済為替借 

　　未払法人税等 

　　未払費用 

　　前受収益 

　　従業員預り金 

　　先物取引差金勘定 

　　金融派生商品 

　　その他の負債 

賞与引当金 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

信託偶発損失引当金 

支払承諾 

負債の部合計 

資本金 

資本剰余金 

　　資本準備金 

　　その他資本剰余金 

　　　自己株式処分差益 

利益剰余金 

　　利益準備金 

　　当期未処分利益 

その他有価証券評価差額金 

自己株式 

資本の部合計 

負債及び資本の部合計 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

（次頁へ続く） 
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（9）損益計算書 

241,564 
66,134 
83,278 
55,793 
23,756 
344 
0 
2 

419 
668 
2,294 
63,154 
536 

62,617 
893 
5 
ー 
887 
6,144 
68 

5,977 
62 
35 

21,959 
20,125 
1,833

（単位：百万円） 

223,289 
77,948 
72,507 
52,237 
18,782 

3 
20 
0 

127 
ー 

1,336 
59,740 
504 

59,235 
1,005 
ー 
187 
817 
3,159 
173 
2,291 
554 
139 
8,927 
6,861 
2,065

200,418 
62,807 
66,619 
51,224 
14,544 

2 
0 
0 
78 
ー 
768 

50,222 
475 

49,746 
424 
7 
52 
364 
7,915 
80 

7,758 
ー 
75 

12,430 
10,552 
1,877

経常収益 

　　信託報酬 

　　資金運用収益 

　　　貸出金利息 

　　　有価証券利息配当金 

　　　コールローン利息 

　　　債券貸借取引受入利息 

　　　買入手形利息 

　　　預け金利息 

　　　金利スワップ受入利息 

　　　その他の受入利息 

　　役務取引等収益 

　　　受入為替手数料 

　　　その他の役務収益 

　　特定取引収益 

　　　商品有価証券収益 

　　　特定取引有価証券収益 

　　　特定金融派生商品収益 

　　その他業務収益 

　　　外国為替売買益 

　　　国債等債券売却益 

　　　金融派生商品収益 

　　　その他の業務収益 

　　その他経常収益 

　　　株式等売却益 

　　　その他の経常収益 
（次頁へ続く） 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

247,231 
15,367 
15,367 
103,287 
4,904 
98,383 
98,383 
△110 
365,776 
141,816 
782 

142,599 
508,375 
6,586,407

（単位：百万円） 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

資本金 

資本剰余金 

　　資本準備金 

利益剰余金 

　　利益準備金 

　　その他利益剰余金 

　　　繰越利益剰余金 

自己株式 

株主資本合計 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額等合計 

純資産の部合計 

負債及び純資産の部合計 

（前頁より続く） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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161,766 
31,085 
10,552 
1,699 
2,951 
6,492 
11 

1,017 
2,807 
ー 

5,553 
14,545 
292 

14,252 
6 
ー 
6 
98 
90 
0 
ー 
7 

91,833 
24,197 
16,717 
3,615 
7 

138 
1,202 
2,517 
79,797 
1,344 
ー 
16 
987 
ー 
ー 
340 
ー 
555 
ー 
534 
21 
ー 

80,586 
25 

11,743 
68,817 

ー 
ー 

156,095 
27,883 
5,735 
308 
870 
8,469 
11 
974 
2,203 
3,993 
5,317 
17,219 
251 

16,967 
3 
3 
ー 

5,425 
5,415 
9 
ー 
0 

83,968 
21,594 

ー 
1,424 
ー 
91 
545 

19,532 
67,193 
7,612 
1,334 
ー 

1,085 
5,192 
ー 
ー 
ー 

22,518 
891 
ー 

2,129 
19,497 
52,288 
39 

21,222 
31,027 
41,341 
72,368

149,951 
28,163 
7,944 
254 
68 

3,673 
3 

1,413 
2,336 
7,313 
5,155 
16,450 
241 

16,209 
ー 
ー 
ー 

1,044 
589 
6 

449 
ー 

77,147 
27,145 
16,334 
1,976 
ー 
90 

1,683 
7,060 
50,467 
4,370 
1,929 
ー 

1,403 
ー 
644 
ー 
393 
2,690 
1,258 
ー 
348 
1,083 
52,147 
54 

21,151 
30,941 
20,209 
51,150

経常費用 

　　資金調達費用 

　　　預金利息 

　　　譲渡性預金利息 

　　　コールマネー利息 

　　　債券貸借取引支払利息 

　　　売渡手形利息 

　　　借用金利息 

　　　社債利息 

　　　金利スワップ支払利息 

　　　その他の支払利息 

　　役務取引等費用 

　　　支払為替手数料 

　　　その他の役務費用 

　　特定取引費用 

　　　商品有価証券費用 

　　　特定取引有価証券費用 

　　その他業務費用 

　　　国債等債券売却損 

　　　国債等債券償却 

　　　金融派生商品費用 

　　　その他の業務費用 

　　営業経費 

　　その他経常費用 

　　　貸倒引当金繰入額 

　　　貸出金償却 

　　　投資損失引当金繰入額 

　　　株式等売却損 

　　　株式等償却 

　　　その他の経常費用 

経常利益 

特別利益 

　　動産不動産処分益 

　　固定資産処分益 

　　償却債権取立益 

　　貸倒引当金取崩額 

　　投資損失引当金取崩額 

　　信託偶発損失引当金取崩額 

　　その他の特別利益 

特別損失 

　　動産不動産処分損 

　　固定資産処分損 

　　減損損失 

　　その他の特別損失 

税引前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

当期純利益 

前期繰越利益 

当期未処分利益 

 

（単位：百万円） （前頁より続く） 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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（単位：百万円） 

72,368 
9,808 
1,634 
1,950 
1,200 
5,024 
62,559

51,150 
9,809 
1,634 
1,950 
1,200 
5,024 
41,341

当期未処分利益 

利益処分額 

　　利益準備金 

　　第一回第一種優先株式配当金（1株につき6円50銭） 

　　第二回第三種優先株式配当金（1株につき1円50銭） 

　　普通株式配当金（1株につき1円00銭） 

次期繰越利益 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

（10）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書 

利益処分計算書 

株主資本等変動計算書 

前事業年度末残高 

当事業年度変動額 

　剰余金の配当（注） 

　当期純利益 

　自己株式の取得 

　自己株式の処分 

　自己株式の消却 

　株主資本以外の項目の 
　当事業年度変動額（純額） 

当事業年度変動額合計 

当事業年度末残高 

247,231 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
 
ー 

247,231

15,367 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
 
ー 

15,367

3 
 
ー 
ー 
ー 
1 

△5 

ー
 
 

△3 
ー 

15,371 
 
ー 
ー 
ー 
1 

△5 

ー
 
 

△3 
15,367

3,269 
 

1,634 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー
 
 

1,634 
4,904

72,368 
 

△9,808 
68,817 

ー 
ー 

△32,994 

ー
 
 

26,014 
98,383

75,638 
 

△8,174 
68,817 

ー 
ー 

△32,994 

ー
 
 

27,649 
103,287

△84 
 
ー 
ー 

△33,027 
2 

32,999 

ー 
 

△25 
△110

338,156 
 

△8,174 
68,817 

△33,027 
4 
ー 

ー
 
 

27,619 
365,776

106,573 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

35,243
 
 

35,243 
141,816

ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

782 
 

782 
782

106,573 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

36,025
 
 

36,025 
142,599

444,729 
 

△8,174 
68,817 

△33,027 
4 
ー 

36,025 
 

63,645 
508,375

（単位：百万円） 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 その他資本 剰余金 
資本剰余金 
合計 利益準備金 

株主資本 評価・換算差額等 

その他利益 
剰余金 
繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

自己株式 株主資本 合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等 
合計 

純資産 
合計 

平成１８年度 
（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

（11）監査結果の報告

（1）会社法監査
当社の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表は、新日本監査法人より会社法第４３６条第２項第１号の規定
に基づく監査を受け、適正である旨の報告書を受領しております。
（2）証券取引法監査
本誌に記載の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、新日本監査法人より証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査
を受け、適正である旨の報告書を受領しております。
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１. 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る

短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下

「特定取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借

対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、

当該取引からの損益を損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引

費用」に計上しております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等

については決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の

派生商品については決算日において決済したものとみなした額に

より行っております。

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当事業年度中の

受払利息等に、有価証券、金銭債権等については、前事業年度末と

当事業年度末における評価損益の増減額を、派生商品については

前事業年度末と当事業年度末におけるみなし決済からの損益相当

額の増減額を加えております。

２.有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移動平均

法による原価法、その他有価証券で時価のあるもののうち国内株式に

ついては決算日前１ヵ月の市場価格の平均等、それ以外については

決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均

法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価

法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の

評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

３.デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法に

より行っております。

４.固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

有形固定資産の減価償却は、建物については定額法（ただし、建物附属

設備については定率法）、動産については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～５０年

動産 ２～２０年

（２）無形固定資産

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいて償却しております。

５.繰延資産の処理方法

社債発行費は発生時に全額費用として処理しております。

６.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社

株式を除き、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

７.引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者

（以下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者

（以下「実質破綻先」という）に係る債権については、以下のなお書きに

記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が

大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に係る債権に

ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に

判断し必要と認める額を計上しております。

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が

一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取り

に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権について

は、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で

割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法

（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。また、当該大口

債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難

な債務者に対する債権については、個別的に予想損失額を算定し、

引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等

から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海外債権に

ついては、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を

特定海外債権引当勘定として計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産

査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を

監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、

債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を

控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、

その金額は３９,４２５百万円であります。

（２）投資損失引当金

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行

会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

（３）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する

賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（４）退職給付引当金

退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発生していると認める額を計上しており

ます。また、数理計算上の差異は、各発生年度における従業員の平均

残存勤務期間内の一定年数（１０年～１４年）による定額法に基づき

按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（５）役員退職慰労引当金

役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職により支給する

退職慰労金に備えるため、内規に基づく当事業年度末の支給見込額

を計上しております。

（６）信託偶発損失引当金

信託偶発損失引当金は、信託取引に関して将来発生する可能性の

ある損失を個別に合理的に見積もり、必要と認められる額を計上して

おります。

（12）重要な会計方針（平成１８年度）
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８.リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理

によっております。

９.ヘッジ会計の方法

（イ）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上

の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。以下

「業種別監査委員会報告第２４号」という）に規定する繰延ヘッジによって

おります。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺する

ヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である

金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し

評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについて

は、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により

有効性の評価をしております。

また、当事業年度末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益の

うち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上

及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第１５号）を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から生じる

金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロ

ヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれ

のヘッジ手段等の残存期間にわたって、資金調達費用又は資金運用収

益として期間配分しております。

なお、当事業年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は

２３，７６２百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は２３，１５２百万円

（同前）であります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の

方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上

及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

２５号。以下「業種別監査委員会報告第２５号」という）に規定する繰延

ヘッジによっております。

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替

変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ

取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に

見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認する

ことによりヘッジの有効性を評価しております。

（ハ）内部取引等

デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間（又は

内部部門間）の内部取引については、ヘッジ手段として指定している

金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査委員会

報告第２４号及び同第２５号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ

運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行って

いるため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる

収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理を行っております。

１０.消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という）の会計処理は、税抜

方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税

等は当事業年度の費用に計上しております。

１１.会計方針の変更

（役員退職慰労引当金計上基準の変更）

役員退職慰労金は、従来、支給時の費用として処理しておりましたが、

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号平成１７年１１月２９日）

の公表等を機に「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金

又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第４２号平成１９年４月

１３日）が公表されたことを踏まえ、当事業年度より内規に基づく当

事業年度末の支給見込額を役員退職慰労引当金として計上する方法

に変更いたしました。

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常利益及び税引

前当期純利益は３２２百万円減少しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号平成１７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成１７年

１２月９日）を当事業年度から適用しております。

当事業年度末における従来の「資本の部」に相当する金額は５０７，５９３

百万円であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部については、財務

諸表等規則及び銀行法施行規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等

規則及び銀行法施行規則により作成しております。

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準）

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準

第１号平成１４年２月２１日）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２号平成１４年

２月２１日）が平成１７年１２月２７日付及び平成１８年８月１１日付で一部

改正され、会社法の定めが適用される処理に関して適用されることに

なったことに伴い、当事業年度から同会計基準および適用指針を適用

しております。これによる貸借対照表に与える影響は軽微であります。

１２.表示方法の変更

「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が「無尽業法

施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第６０号平成１８年４

月２８日）により改正され、平成１８年４月１日以後開始する事業年度から

適用されることになったことに伴い、当事業年度から下記のとおり表示

を変更しております。

（１）「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本及び評価・換算差額等

に区分のうえ表示しております。

（２）「利益剰余金」に内訳表示していた「当期未処分利益」は、「その他利益

剰余金」の「繰越利益剰余金」として表示しております。

（３）純額で「繰延ヘッジ利益」として「その他負債」に計上していたヘッジ

手段に係る損益又は評価差額は、税効果額を控除のうえ評価・換算

差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しております。

（４）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他

資産」に区分して表示しております。

①これにより、従来の「動産不動産」中の「土地建物動産」は、「有形

固定資産」中の「建物」「土地」「その他の有形固定資産」として

表示しております。

また、「動産不動産」中の「保証金権利金」のうち権利金は、「無形

固定資産」中の「その他の無形固定資産」として、保証金は、「その

他資産」中の「その他の資産」として表示しております。

②「その他資産」中の「その他の資産」に含めて表示していたソフト

ウェアは、「無形固定資産」中の「ソフトウェア」として表示しており

ます。
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フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、

金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当社

が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする

ことができる旨の条項が付けられております。

また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保の提供

を受けるほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき

顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の

措置等を講じております。

（９）有形固定資産の減価償却累計額 ２４,６３３百万円

（１０）有形固定資産の圧縮記帳額 １,２９５百万円

（当事業年度圧縮記帳額 ―百万円）

（１１）借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が

付された劣後特約付借入金３０,０００百万円が含まれております。

（１２）社債は全額、劣後特約付社債であります。

（１３）元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託９８７,９０２百万円、

貸付信託１７２,０５５百万円であります。

（１４）銀行法第１８条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。

剰余金の配当をする場合には、会社法第４４５条第４項(資本金の額

及び準備金の額)の規定に関わらず、当該剰余金の配当により減少

する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を利益準備金として計上

しております。

２.株主資本等変動計算書関係

自己株式の種類及び株式数に関する事項

３.リース取引関係

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

（借主側）
●リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

動産 その他 合計

取得価額相当額 １,８７６百万円 １７６百万円 ２,０５２百万円

減価償却累計額相当額１,２７２百万円 １０４百万円 １,３７７百万円

期末残高相当額 ６０３百万円 ７１百万円 ６７５百万円

●未経過リース料期末残高相当額

１年内 １年超 合計

３４１百万円 ８８２百万円 １,２２３百万円
●支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 ３７５百万円

減価償却費相当額 ４２３百万円

支払利息相当額 ３９百万円

注記事項（平成１８年度）

１.貸借対照表関係

（１）関係会社の株式総額 １３,１００百万円

（２）貸出金のうち、破綻先債権額は２,４３５百万円、延滞債権額は４３,３３２

百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続して

いることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが

ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、法人税法施行令

（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる

事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予

した貸出金以外の貸出金であります。

（３）貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は４６８百万円であります。

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日

の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権

に該当しないものであります。

（４）貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６１,４３６百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権

放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

（５）破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和

債権額の合計額は１０７,６７２百万円であります。

なお、上記（２）から（５）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額

であります。

（６）手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上

及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ

た銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却

または（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は３,１４８百万円であります。

（７）担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券 ８９１,４２９百万円

貸出金 ７４２,７７８百万円

担保資産に対応する債務

預金 １,６２１百万円

コールマネー １００,０００百万円

債券貸借取引受入担保金 ４９３,９８２百万円

借用金 ２２７,９００百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保として、有価証券

１３４,５６４百万円を差し入れております。なお、子会社及び関連会社の

借入金等の担保として提供している資産はありません。また、その他資産

のうち保証金は７,５６０百万円であります。

（８）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から

の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について

違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約

であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、９１３,３１５百万円

であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に

無条件で取消可能なものが６８４,８１１百万円であります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものである

ため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・

前事業年度末 
株式数 
(千株)

当事業年度 
増加株式数 
(千株)

当事業年度 
減少株式数 
(千株)

当事業年度末 
株式数 
(千株)

摘要 

自己株式 
  普通株式 
  第一回第一種 
  優先株式 
合計 

 
６０７ 

─ 
 

６０７ 

 
９８ 

１９,４３４ 
 

１９,５３３ 

 
１４ 

１９,４３４ 
 

１９,４４８ 

 
６９１ 

─  
６９１ 

 
（注）１ 

（注）２ 

（注１）自己株式（普通株式）の増加は単元未満株式の買取（９８千株）に
よるものであり、減少は単元未満株式の買増請求に応じたこと（１４
千株）によるものであります。 

（注２）自己株式（第一回第一種優先株式）の増加及び減少は取得及び
消却（１９,４３４千株）によるものであります。 
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●減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を１０％として計算した減

価償却費相当額に１０／９を乗じた額を各期の減価償却費相当額

とする定率法によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法については、利息法によってお

ります。

（２）オペレーティング・リース取引

（借主側）
●未経過リース料該当ありません。

４.有価証券関係

「有価証券の時価等」、「金銭の信託の時価等」及び「その他有価証券

評価差額金」につきましては１０８～１１３ページに記載しております。

５.税効果会計関係

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金等損金算入限度超過額 １３,６０７百万円

有価証券有税償却 ５９,５７７百万円

退職給付引当金 ７,９２０百万円

繰越欠損金 １５７,０９３百万円

その他有価証券評価差額金 ３,６２７百万円

その他 １９,６３９百万円

繰延税金資産小計 ２６１,４６５百万円

評価性引当額 △１８９,０８７百万円

繰延税金資産合計 ７２,３７７百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △４５,３４３百万円

退職給付信託設定益 △６,２５５百万円

繰延ヘッジ利益 △５３４百万円

その他 △１,４３９百万円

繰延税金負債合計 △５３,５７３百万円

繰延税金資産の純額 １８,８０４百万円

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要

な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 ４０.６％

（調整）

評価性引当額の増減によるもの △２４.８％

受取配当金益金不算入等の永久差異 △１.３％

その他 ０.１％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 １４.６％

６.１株当たり情報

１株当たり純資産額 ４８.７７円

１株当たり当期純利益 １３.０９円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ７.８９円

（注１）「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第４号平成１４年９月２５日)が平成１８年１月３１日

付で改正され、会社法施行日以後終了する事業年度から適用

されることになったことに伴い、当事業年度から同適用指針を

適用し、１株当たり純資産額は「繰延ヘッジ損益」を含めて算出

しております。これによる影響は軽微であります。

（注２）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

純資産の部の合計額 ５０８,３７５百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 ２６３,３０６百万円

（うち優先株式払込金額 ２６０,２８２百万円）

（うち優先株式配当金総額 ３,０２３百万円）

普通株式に係る期末の純資産額 ２４５,０６９百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数

５,０２４,０６４千株

（注３）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

１株当たり当期純利益 １３.０９円

当期純利益 ６８,８１７百万円

普通株主に帰属しない金額 ３,０２３百万円

（うち利益処分による優先配当額 ３,０２３百万円）

普通株式に係る当期純利益 ６５,７９４百万円

普通株式の期中平均株式数 ５,０２４,１１１千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ７.８９円

当期純利益調整額 ３,０２３百万円

（うち優先配当額 ３,０２３百万円）

普通株式増加数 ３,６８９,８７４千株

（うち第一回第一種優先株式 １,７５１,４７４千株）

（うち第二回第三種優先株式 １,９３８,４００千株）

７.重要な後発事象

当社は、平成１９年６月２６日の定時株主総会において、以下のとおり

６００億円を上限とする自己の株式(優先株式)の取得枠の設定を決議

いたしました。本件は、当社の財務健全性の改善を背景に、現在取得

請求期間内にある優先株式の転換に伴う普通株式の希薄化の可能性

を抑制すると共に、資本の質の向上を推進する観点から設定したもの

です。

取得枠の内容

①取得する株式の種類

第一回第一種優先株式

②取得する株式の数

上限２８０,５６５,３７２株

③株式の取得価額の総額

上限６００億円

④取得することができる期間

平成１９年６月２６日から１年を超えない期間内

⑤取得方法

株主との相対取引

⑥優先株式の株主

株式会社みずほフィナンシャルグループ
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（単位：百万円） 

267,262 
459 

267,722 
185,123 
82,598 

6,577,196

9,795 
608 

10,404 
9,364 
1,039 
99,021

277,058 
1,067 

278,126 
194,487 
83,638 

6,676,218

ー 
（1,067） 
（1,067） 
（601） 
（466） 

（10,243） 

277,058 
ー 

277,058 
193,886 
83,172 

6,665,974

日　本 

経常収益　外部顧客に対する経常収益 

　　　　　セグメント間の内部経常収益 

　　　　　計 

経常費用 

経常利益 

資産 

その他の地域 計 消去または全社 連　結 

（単位：百万円） 

248,658 
1 

248,659 
176,921 
71,738 

6,230,577

8,742 
1,218 
9,960 
9,427 
532 

88,331

257,400 
1,219 

258,620 
186,349 
72,270 

6,318,908

ー 
（1,219） 
（1,219） 
（1,219） 

ー 
（16,376） 

257,400 
ー 

257,400 
185,129 
72,270 

6,302,531

日　本 

経常収益　外部顧客に対する経常収益 

　　　　　セグメント間の内部経常収益 

　　　　　計 

経常費用 

経常利益 

資産 

その他の地域 計 消去または全社 連　結 

（注）１.当社の本支店及び連結子会社について、地理的近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と国又は地域ごとに区分の上、一般企業の売上高及び
営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。なお、日本以外の国又は地域（米州、欧州）における経常収益等は、いずれも全セグメントに占める割
合が僅少であるため、その他の地域に一括記載しております。 

２.信託報酬につきましては、従来は、原則として信託計算期間終了時に収益として計上しておりましたが、平成１７年度より、報酬算定において信託計算期間に直接対応しない
ものを除き、信託計算期間の経過に従って計上する方法に変更いたしました。この変更により、従来の方法によった場合と比較して「日本」について経常収益及び経常利益
が２,０５１百万円増加しております。 

３.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、役員退職慰労引当金につきましては、従来は、支出時の費用として処理しておりましたが、
平成１８年度より内規に基づく平成１８年度末の支給見込額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしました。この変更により、従来の方法によった場合と
比較して「日本」の経常費用は４７２百万円増加し、経常利益が同額減少しております。 
 

（15）国際業務経常収益 

（注）１.一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。 
２.国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取引、特別国際金融取引勘定における諸取引並びに海外連結子会社の取引に係る経
常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く）で、こうした膨大な取引を相手先別に区分していないため、国又は地域ごとのセグメント情報は記載しておりません。 

21,697 
277,058 
7.8％ 

21,433 
257,400 
8.3％ 

12,271 
231,720 
5.2％ 

（単位：百万円） 

国際業務経常収益 

連結経常収益 

国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合 

（14）所在地別セグメント情報 

平成１７年度 
（２００５年４月１日から２００６年３月３１日まで） 

（単位：百万円） 

225,193 
330 

225,524 
178,190 
47,333 

6,087,831

6,526 
1,391 
7,917 
7,497 
419 

192,323

231,720 
1,721 

233,441 
185,688 
47,753 

6,280,154

ー 
（1,721） 
（1,721） 
（1,399） 
（322） 

（79,562） 

231,720 
ー 

231,720 
184,288 
47,431 

6,200,592

日　本 

経常収益　外部顧客に対する経常収益 

　　　　　セグメント間の内部経常収益 

　　　　　計 

経常費用 

経常利益 

資産 

その他の地域 計 消去または全社 連　結 

平成１６年度 
（２００４年４月１日から２００５年３月３１日まで） 

平成１８年度 
（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

（13）事業の種類別セグメント情報

連結会社は信託銀行業以外に一部で信用保証業務等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少である
ため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。
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2,295,445 
10,470,165 
29,008,670 
738,358 

ー 
6,496,056 

ー 
4,960,030 

ー 
ー 

128,157 
747,846 
24,675 
996,495 
467,724 

56,333,625

1,246,260 
7,077,023 
24,656,667 
577,396 
72,166 

4,981,127 
3,263,141 

ー 
9,335 
83,008 

ー 
430,184 
21,248 

1,149,320 
425,442 

43,992,324

（16）信託財産残高表〈資産〉 （単位：百万円） 

貸出金 

有価証券 

信託受益権 

受託有価証券 

貸付有価証券 

金銭債権 

動産不動産 

有形固定資産 

地上権 

土地の賃借権 

無形固定資産 

その他債権 

コールローン 

銀行勘定貸 

現金預け金 

合計 

21,078,709 
3,767,015 
5,999 

173,424 
7,068,376 
3,127,937 
5,706,850 
6,410,824 
1,135 

459,864 
8,530,397 
3,089 

56,333,625

1,002,883 
8,128,796 
28,079,057 
843,807 
60,005 

5,901,688 
4,332,372 

ー 
9,152 

111,794 
ー 

1,452,952 
27,461 

1,124,099 
435,203 

51,509,274

18,429,450 
3,964,776 
6,298 

343,048 
6,852,718 
1,891,763 
5,682,235 
5,933,031 
1,528 

472,806 
7,928,636 
2,980 

51,509,274

16,238,745 
3,963,348 
6,701 

529,113 
5,766,417 
1,781,543 
3,543,310 
4,767,014 
1,945 

480,119 
6,911,487 
2,575 

43,992,324 
 

信託財産残高表〈負債〉 （単位：百万円） 

金銭信託 

年金信託 

財産形成給付信託 

貸付信託 

投資信託 

金銭信託以外の金銭の信託 

有価証券の信託 

金銭債権の信託 

動産の信託 

土地及びその定着物の信託 

包括信託 

その他の信託 

合計 

 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

（注）共同信託他社管理財産 ４,０８６,３４７ ３,７８６,７１１ ３,２３１,４９１ 
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21,078,709 
3,767,015 
5,999 

173,424 
25,025,148

16,238,745 
3,963,348 
6,701 

529,113 
20,737,908

（17）金銭信託等の受入残高 （単位：百万円） 

金銭信託 

年金信託 

財産形成給付信託 

貸付信託 

合計 

912,773 
10,424,956 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

912,773 
10,424,956

18,429,450 
3,964,776 
6,298 

343,048 
22,743,573

939,501 
8,067,769 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

939,501 
8,067,769

753,131 
6,971,110 

ー 
ー 
ー 
ー 

371,932 
745 

1,125,064 
6,971,856

（18）金銭信託等の運用残高 （単位：百万円） 

金銭信託　　　　　貸出金 

　　　　　　　　　有価証券 

年金信託　　　　　貸出金 

　　　　　　　　　有価証券 

財産形成給付信託　貸出金 

　　　　　　　　　有価証券 

貸付信託　　　　　貸出金 

　　　　　　　　　有価証券 

合計　　　　　　　貸出金 

　　　　　　　　　有価証券 

ー 
ー 

173,731 
173,731 
172,055 

ー 
1,136 
539 

173,731

52,869 
94,238 
841,461 
988,569 
987,902 
164 
ー 
502 

988,569

（19）元本補てん契約のある信託 （単位：百万円） 

資産　貸出金 

　　　有価証券 

　　　その他 

　　　計 

負債　元本 

　　　債権償却準備金 

　　　特別留保金 

　　　その他 

　　　計 

金銭信託 貸付信託 

ー 
ー 

344,423 
344,423 
340,605 

ー 
2,977 
840 

344,423

98,383 
87,304 
823,937 
1,009,625 
1,008,950 

313 
ー 
361 

1,009,625

371,932 
745 

343,483 
716,161 
708,684 

ー 
3,854 
3,622 

716,161

61,838 
194,978 
556,427 
813,244 
812,740 
193 
ー 
310 

813,244

金銭信託 貸付信託 金銭信託 貸付信託 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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（20）貸付信託勘定 
〈運用状況表〉 

〈収支状況表〉 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在）（単位：百万円） 

172,055 
1,136 
539 

173,731

貸出金 

有価証券 

銀行勘定貸 

合計 

信託元本 

特別留保金 

その他 

合計 

ー 
ー 

173,731 
173,731

資産 負債 

（注）貸付信託（収益分配型）及びビッグの合計額です。 

（単位：百万円） 

平成１８年度（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

3,514 
0 
ー 

1,609 
1,905 
3,365 
3,325 
ー 
39 
149

収入 

　　　貸出金利息 

　　　有価証券利息・配当 

　　　銀行勘定貸利息 

　　　その他の収入 

支出 

　　　信託報酬 

　　　貸出金償却 

　　　その他の支出 

信託配当 
（注）貸付信託（収益分配型）の１２個のユニットの１年間の決算結果を合算したものです。 
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（1）業務粗利益 

 
66,134 
50,506 
（726） 
73,773 
23,266 
48,671 
63,135 
14,464 
3,232 
3,232 
ー 

3,935 
4,076 
141 

172,481 
3.16％ 

 
ー 

1,685 
10,231 
（726） 
8,545 
△61 
18 
80 

△2,346 
ー 

2,346 
2,110 
2,110 
0 

1,388 
0.38％ 

（単位：百万円） 

 
77,948 
46,122 
（268） 
63,357 
17,234 
42,621 
59,712 
17,090 
△1,037 
135 
1,172 
1,383 
1,957 
574 

167,038 
3.27％ 

 
ー 

△1,498 
9,418 
（268） 
10,917 
△100 
28 
128 
2,039 
2,039 
ー 

△3,649 
1,201 
4,850 

△3,208 
△0.66％ 

 
62,807 
37,339 
（243） 
58,921 
21,581 
33,702 
50,075 
16,373 
3,397 
3,397 
ー 

6,408 
6,957 
549 

143,654 
3.10％ 

 
ー 

1,115 
7,941 
（243） 
6,825 
69 
146 
77 

△2,972 

△2,972 
ー 
462 
957 
494 

△1,324 

△0.32％ 

国内業務部門 

　信託報酬 

　資金運用収支 

 

　　資金運用収益 

　　資金調達費用 

　役務取引等収支 

　　役務取引等収益 

　　役務取引等費用 

　特定取引収支 

　　特定取引収益 

　　特定取引費用 

　その他業務収支 

　　その他業務収益 

　　その他業務費用 

　業務粗利益 

　業務粗利益率 

国際業務部門 

　信託報酬 

　資金運用収支 

　　資金運用収益 

 

　　資金調達費用 

　役務取引等収支 

　　役務取引等収益 

　　役務取引等費用 

　特定取引収支 

　　特定取引収益 

　　特定取引費用 

　その他業務収支 

　　その他業務収益 

　　その他業務費用 

　業務粗利益 

　業務粗利益率 
（次頁へ続く） 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

■損益の状況
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（2）業務純益 

89,270

（単位：百万円） 

業務純益 
（注）業務純益は、銀行の本来的な業務から発生する利益として、以下のように算出されます。すなわち「信託報酬」、貸出・有価証券及び預金などの利息収支からなる「資金運用

収支」、各種手数料などの収支からなる「役務取引等収支」、トレーディング目的で保有する債券、同目的で行うデリバティブ取引等による収支からなる「特定取引収支」及び
債券や外国為替の売買損益などからなる「その他業務収支」を合計した「業務粗利益」から「貸倒引当金繰入額」及び「経費」を控除したものです。 

（注）１．総資産経常（当期純）利益率＝
　　　 　経常（当期純）利益　　　　

×１００
 

　　　　　　　　　　　　　　　　 総資産（除く支払承諾見返）平均残高 

２．資本経常（当期純）利益率＝
 　　　　  経常（当期純）利益（優先株式配当金総額を除く）　　　 　 

×１００
 

　　　　　　　　　　　　　資本勘定平均残高（優先株式にて調達した金額に相当する部分を除く） 

（3）利益率 

1.34 
36.69 
1.16 
31.44

（単位：％） 

86,230

1.16 
46.15 
0.53 
20.09

70,401

0.93 
56.25 
0.57 
33.04

総資産経常利益率 

資本経常利益率 

総資産当期純利益率 

資本当期純利益率 

（注）１．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。 
　ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めています。 
２．（　　）内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息（内書）です。 
　　　　　　　　　     業務粗利益 
３．業務粗利益率＝

資金運用勘定平均残高
×１００ 

（前頁より続く） 

 
66,134 
52,192 
83,278 
31,085 
48,609 
63,154 
14,545 
886 
893 
6 

6,045 
6,144 
98 

173,869 
3.08％ 

（単位：百万円） 

 
77,948 
44,623 
72,507 
27,883 
42,521 
59,740 
17,219 
1,002 
1,005 
3 

△2,265 
3,159 
5,425 

163,830 
3.01％ 

 
62,807 
38,455 
66,619 
28,163 
33,771 
50,222 
16,450 
424 
424 
ー 

6,870 
7,915 
1,044 

142,329 
2.87％ 

合計 

　信託報酬 

　資金運用収支 

　　資金運用収益 

　　資金調達費用 

　役務取引等収支 

　　役務取引等収益 

　　役務取引等費用 

　特定取引収支 

　　特定取引収益 

　　特定取引費用 

　その他業務収支 

　　その他業務収益 

　　その他業務費用 

　業務粗利益 

　業務粗利益率 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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（4）資金運用・調達勘定 
〈国内業務部門〉 （単位：億円、％） 

 
（1,839） 
54,570 
36,028 
13,127 
1,402 
0 
47 
4 

53,640 
26,953 
5,271 
6,545 
1,655 
562 
767 
 

（7） 
737 
550 
148 
3 
0 
0 
0 

232 
100 
16 
19 
6 
0 
6 
 

1.35 
1.52 
1.13 
0.24 
0.08 
0.04 
0.09 
0.43 
0.37 
0.32 
0.29 
0.36 
0.02 
0.86

 
（1,440） 
50,957 
33,148 
13,693 
1,244 
ー 
60 
10 

50,778 
23,515 
5,696 
6,359 
41 

2,088 
29 
 

（2） 
633 
514 
103 
0 
ー 
0 
0 

172 
54 
3 
0 
0 
0 
0 
 

1.24 
1.55 
0.75 
0.00 
ー 

0.00 
0.00 
0.33 
0.23 
0.05 
0.01 
0.03 
0.00 
1.84

 
（866） 
46,299 
31,044 
12,126 
1,321 
25 
141 
14 

47,199 
24,926 
5,259 
3,376 
ー 

1,233 
71 
 

（2） 
589 
502 
77 
0 
0 
0 
0 

215 
77 
2 
0 
ー 
0 
2 
 

1.27 
1.61 
0.63 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.45 
0.31 
0.04 
0.00 
ー 

0.00 
3.57

平均残高 

 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

利息 

 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

利回り 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

（注）資金運用勘定の上段（　　）内は国内業務部門と国際業務部門の資金貸借の平均残高及び利息です。 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 財

務
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（単位：億円、％） 

（注）１．資金調達勘定の上段（　　）内は国内業務部門と国際業務部門の資金貸借の平均残高及び利息です。 
２.国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末のTTMを当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しています。 

〈国際業務部門〉 

 
3,606 
179 
2,544 
ー 
ー 
ー 
875 

（1,839） 
3,650 
170 
ー 
201 
1,334 
ー 
104 
 

102 
7 
89 
ー 
ー 
ー 
4 

（7） 
85 
5 
ー 
10 
58 
ー 
3 
 

2.83 
4.08 
3.50 
ー 
ー 
ー 
0.46 
2.34 
3.22 
ー 
5.13 
4.40 
ー 
3.40

 
4,826 
342 
3,604 
0 
4 
ー 
867 

（1,440） 
4,867 
140 
ー 
197 
2,426 
ー 
662 
 

94 
7 
84 
0 
0 
ー 
1 

（2） 
109 
2 
ー 
7 
84 
ー 
9 
 

1.95 
2.16 
2.33 
4.56 
4.42 
ー 

0.14 
2.24 
2.03 
ー 

3.96 
3.49 
ー 

1.38

平均残高 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

利息 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

利回り 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

 
4,056 
487 
2,664 
0 
ー 
ー 
889 

（866） 
4,090 
179 
ー 
14 

2,193 
ー 
837 
 

79 
9 
68 
0 
ー 
ー 
0 

（2） 
68 
1 
ー 
0 
36 
ー 
11 
 

1.95 
1.98 
2.56 
2.04 
ー 
ー 

0.08 
1.66 
1.04 
ー 

2.42 
1.67 
ー 

1.38

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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（単位：億円、％） 

 
56,336 
36,207 
15,671 
1,402 
0 
47 
880 

55,450 
27,123 
5,271 
6,746 
2,989 
562 
871 
 

832 
557 
237 
3 
0 
0 
4 

310 
105 
16 
29 
64 
0 
10 
 

1.47 
1.54 
1.51 
0.24 
0.08 
0.04 
0.45 
0.56 
0.38 
0.32 
0.43 
2.17 
0.02 
1.16

 
54,343 
33,490 
17,297 
1,244 
4 
60 
878 

54,205 
23,656 
5,696 
6,557 
2,468 
2,088 
692 
 

725 
522 
187 
0 
0 
0 
1 

278 
57 
3 
8 
84 
0 
9 
 

1.33 
1.55 
1.08 
0.00 
4.42 
0.00 
0.13 
0.51 
0.24 
0.05 
0.13 
3.43 
0.00 
1.40

 
49,489 
31,531 
14,790 
1,321 
25 
141 
903 

50,423 
25,105 
5,259 
3,391 
2,193 
1,233 
908 
 

666 
512 
145 
0 
0 
0 
0 

281 
79 
2 
0 
36 
0 
14 
 

1.34 
1.62 
0.98 
0.00 
0.00 
0.00 
0.08 
0.55 
0.31 
0.04 
0.02 
1.67 
0.00 
1.55

平均残高 

資金運用勘定 

　うち貸出金 

　　有価証券 

　　コールローン 

　　債券貸借取引支払保証金 

　　買入手形 

　　預け金 

資金調達勘定 

　うち預金 

　　譲渡性預金 

　　コールマネー 

　　債券貸借取引受入担保金 

　　売渡手形 

　　借用金 

利息 

資金運用勘定 

　うち貸出金 

　　有価証券 

　　コールローン 

　　債券貸借取引支払保証金 

　　買入手形 

　　預け金 

資金調達勘定 

　うち預金 

　　譲渡性預金 

　　コールマネー 

　　債券貸借取引受入担保金 

　　売渡手形 

　　借用金 

利回り 

資金運用勘定 

　うち貸出金 

　　有価証券 

　　コールローン 

　　債券貸借取引支払保証金 

　　買入手形 

　　預け金 

資金調達勘定 

　うち預金 

　　譲渡性預金 

　　コールマネー 

　　債券貸借取引受入担保金 

　　売渡手形 

　　借用金 

〈合計〉 

（注）国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末のTTMを当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しています。 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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46 
44 
△4 
0 
0 

△0 
△0 
10 
8 

△0 
0 
5 

△0 
6 
 

57 
△8 
48 
3 
0 
0 
0 
50 
36 
14 
18 
1 
0 

△0 
 

104 
35 
44 
3 
0 
0 
0 
60 
45 
13 
18 
6 
0 
6

（単位：億円） 

 
57 
32 
10 
△0 
△0 
△0 
0 
12 
△3 
0 
0 
0 
0 

△1 
 

△13 
△20 
15 
0 
ー 
0 
0 

△55 
△19 
0 
0 
ー 
0 

△0 
 

44 
12 
26 
0 

△0 
△0 
0 

△43 
△23 
0 
0 
0 
0 

△1

 
12 
10 
12 

△0 

△0 
0 
0 
2 

△4 
0 
0 

△0 
0 

△6 
 

△24 

△13 

△5 

△0 

△0 

△0 
0 

△16 

△12 
0 
0 
ー 

△0 
1 
 

△12 

△3 
6 

△0 

△0 

△0 
0 

△14 

△16 
0 
0 

△0 

△0 

△5

残高による増減 

受取利息 

　うち貸出金 

　　有価証券 

　　コールローン 

　　債券貸借取引支払保証金 

　　買入手形 

　　預け金 

支払利息 

　うち預金 

　　譲渡性預金 

　　コールマネー 

　　債券貸借取引受入担保金 

　　売渡手形 

　　借用金 

利率による増減 

受取利息 

　うち貸出金 

　　有価証券 

　　コールローン 

　　債券貸借取引支払保証金 

　　買入手形 

　　預け金 

支払利息 

　うち預金 

　　譲渡性預金 

　　コールマネー 

　　債券貸借取引受入担保金 

　　売渡手形 

　　借用金 

純増減 

受取利息 

　うち貸出金 

　　有価証券 

　　コールローン 

　　債券貸借取引支払保証金 

　　買入手形 

　　預け金 

支払利息 

　うち預金 

　　譲渡性預金 

　　コールマネー 

　　債券貸借取引受入担保金 

　　売渡手形 

　　借用金 

（5）受取利息・支払利息の分析 
〈国内業務部門〉 

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分する方法に基づき算出しています。 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 財

務
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△23 
△3 
△24 
△0 
△0 
ー 
0 

△27 
0 
ー 
0 

△38 
ー 
△7 
 

31 
3 
29 
ー 
ー 
ー 
2 
3 
1 
ー 
2 
12 
ー 
2 
 
8 

△0 
5 

△0 
△0 
ー 
2 

△23 
2 
ー 
2 

△25 
ー 
△5

（単位：億円） 

 
15 
△2 
21 
△0 
0 
ー 
△0 
14 
△0 
ー 
7 
4 
ー 
△2 
 

△0 
0 

△6 
0 
0 
ー 
0 
26 
1 
ー 
0 
43 
ー 
0 
 

14 
△2 
15 
△0 
0 
ー 
0 
40 
0 
ー 
7 
47 
ー 
△2

〈国際業務部門〉 

 

△32 

△0 

△26 

△0 
ー 
ー 

△0 

△33 

△1 
ー 
0 

△13 
ー 

△0 
 
1 

△2 
1 
0 
ー 
ー 

△1 

△8 

△0 
ー 
0 
6 
ー 
0 
 

△30 

△3 

△25 

△0 
ー 
ー 

△1 

△41 

△1 
ー 
0 

�△7 
ー 

△0

残高による増減 

受取利息 

　うち貸出金 

　　有価証券 

　　コールローン 

　　債券貸借取引支払保証金 

　　買入手形 

　　預け金 

支払利息 

　うち預金 

　　譲渡性預金 

　　コールマネー 

　　債券貸借取引受入担保金 

　　売渡手形 

　　借用金 

利率による増減 

受取利息 

　うち貸出金 

　　有価証券 

　　コールローン 

　　債券貸借取引支払保証金 

　　買入手形 

　　預け金 

支払利息 

　うち預金 

　　譲渡性預金 

　　コールマネー 

　　債券貸借取引受入担保金 

　　売渡手形 

　　借用金 

純増減 

受取利息 

　うち貸出金 

　　有価証券 

　　コールローン 

　　債券貸借取引支払保証金 

　　買入手形 

　　預け金 

支払利息 

　うち預金 

　　譲渡性預金 

　　コールマネー 

　　債券貸借取引受入担保金 

　　売渡手形 

　　借用金 

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分する方法に基づき算出しています。 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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27 
41 

△17 
0 

△0 
△0 
△0 
6 
9 

△0 
0 
11 
△0 
2 
 

80 
△6 
67 
3 

△0 
0 
2 
25 
38 
14 
20 

△31 
0 

△1 
 

107 
35 
49 
3 

△0 
0 
2 
32 
48 
13 
20 

△19 
0 
0

（単位：億円） 

 
64 
30 
26 
△0 
△0 
△0 
△0 
19 
△3 
0 
1 
5 
0 

△3 
 

△5 
△20 
16 
0 
0 
0 
0 

△22 
△18 
0 
6 
42 
0 

△1 
 

58 
10 
42 
0 
0 

△0 
0 

△2 
△22 
0 
8 
47 
0 

△4

 

△0 
9 
8 

△0 

△0 
0 

△0 

△3 

△4 
0 
0 

△13 
0 

△6 
 

△39 

△16 

△27 

△0 

△0 

△0 

△1 

△48 

△13 
0 
0 
6 

△0 
0 
 

△39 

△6 

△19 

△0 

△0 

△0 

△1 

△52 

△18 
0 
0 

△7 

△0 

△5

残高による増減 

受取利息 

　うち貸出金 

　　有価証券 

　　コールローン 

　　債券貸借取引支払保証金 

　　買入手形 

　　預け金 

支払利息 

　うち預金 

　　譲渡性預金 

　　コールマネー 

　　債券貸借取引受入担保金 

　　売渡手形 

　　借用金 

利率による増減 

受取利息 

　うち貸出金 

　　有価証券 

　　コールローン 

　　債券貸借取引支払保証金 

　　買入手形 

　　預け金 

支払利息 

　うち預金 

　　譲渡性預金 

　　コールマネー 

　　債券貸借取引受入担保金 

　　売渡手形 

　　借用金 

純増減 

受取利息 

　うち貸出金 

　　有価証券 

　　コールローン 

　　債券貸借取引支払保証金 

　　買入手形 

　　預け金 

支払利息 

　うち預金 

　　譲渡性預金 

　　コールマネー 

　　債券貸借取引受入担保金 

　　売渡手形 

　　借用金 

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分する方法に基づき算出しています。 

〈合計〉 
平成１６年度 

２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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（6）資金粗利鞘 

 
1.35 
0.43 
0.91 
 

2.83 
2.34 
0.49 
 

1.47 
0.56 
0.91

（単位：%） 

 
1.24 
0.33 
0.91 
 

1.95 
2.24 

△0.29 
 

1.33 
0.51 
0.82

国内業務部門 

　資金運用利回り 

　資金調達利回り 

　資金粗利鞘 

国際業務部門 

　資金運用利回り 

　資金調達利回り 

　資金粗利鞘 

合計 

　資金運用利回り 

　資金調達利回り 

　資金粗利鞘 

（7）役務取引の状況 

 
63,135 
50,242 
155 
531 
231 
5,922 
292 
32 

14,464 
273 
 

18 
ー 
3 
5 
ー 
ー 
ー 
4 
80 
19

（単位：百万円） 

 
59,712 
44,361 
169 
492 
525 
6,062 
314 
38 

17,090 
250 
 

28 
ー 
ー 
12 
ー 
ー 
ー 
14 
128 
0

 
1.27 
0.45 
0.82 
 

1.95 
1.66 
0.29 
 

1.34 
0.55 
0.79

 
50,075 
36,213 
174 
458 
307 
5,339 
314 
69 

16,373 
239 
 

146 
ー 
ー 
16 
ー 
ー 
ー 
28 
77 
1

国内業務部門 

　役務取引等収益 

　　うち信託関連業務 

　　　預金・貸出業務 

　　　為替業務 

　　　証券関連業務 

　　　代理業務 

　　　保護預り・貸金庫業務 

　　　保証業務 

　役務取引等費用 

　　うち為替業務 

国際業務部門 

　役務取引等収益 

　　うち信託関連業務 

　　　預金・貸出業務 

　　　為替業務 

　　　証券関連業務 

　　　代理業務 

　　　保護預り・貸金庫業務 

　　　保証業務 

　役務取引等費用 

　　うち為替業務 

 （次頁へ続く） 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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（8）その他業務利益の内訳 

3,935 
ー 

4,101 
△165 
2,110 
68 

2,041 
ー 

6,045 
68 

6,143 
△165

（単位：百万円） 

国内業務部門 

　うち外国為替売買損益 

　　　国債等債券関係損益 

　　　その他 

国際業務部門 

　うち外国為替売買損益 

　　　国債等債券関係損益 

　　　その他 

合計 

　うち外国為替売買損益 

　　　国債等債券関係損益 

　　　その他 

（9）営業経費の内訳 

25,055 
3,266 
4,985 
12,749 
7,472 
218 
1,329 
441 
507 
1,833 
1,061 
2,961 
29,953 
91,833

（単位：百万円） 

給料・手当 

退職給付費用 

福利厚生費 

減価償却費 

土地建物機械賃借料 

営繕費 

消耗品費 

給水光熱費 

旅費 

通信交通費 

広告宣伝費 

租税公課 

その他 

合計 

63,154 
50,242 
159 
536 
231 
5,922 
292 
36 

14,545 
292

合計 

　役務取引等収益 

　　うち信託関連業務 

　　　預金・貸出業務 

　　　為替業務 

　　　証券関連業務 

　　　代理業務 

　　　保護預り・貸金庫業務 

　　　保証業務 

　役務取引等費用 

　　うち為替業務 

（単位：百万円） 

1,383 
ー 

1,244 
139 

△3,649 
173 

△3,822 
ー 

△2,265 
173 

△2,578 
139

23,720 
6,776 
4,870 
3,727 
7,174 
298 
1,389 
434 
475 
1,813 
1,219 
3,124 
28,945 
83,968

59,740 
44,361 
169 
504 
525 
6,062 
314 
53 

17,219 
251

6,408 
ー 

6,332 
75 
462 
80 
382 
ー 

6,870 
80 

6,714 
75

21,951 
7,369 
4,740 
2,513 
7,690 
117 
884 
430 
480 
1,786 
701 
2,624 
25,854 
77,147

50,222 
36,213 
174 
475 
307 
5,339 
314 
97 

16,450 
241

（前頁より続く） 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

財
務
デ
ー
タ
 



103

連結 

1 有価証券の時価等 

306,140 

825,454 

699,661 

11,206 

114,586 

251,676 

1,383,271

197,563 

824,640 

699,654 

10,872 

114,113 

257,128 

1,279,331

108,577 

814 

7 

333 

473 

△5,451 

103,940

110,335 

1,748 

901 

370 

476 

417 

112,501

1,757 

934 

894 

37 

3 

5,868 

8,560

平成１７年３月末（２００５年３月３１日現在） 

取得原価 連結貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損 

株式 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

597

（単位：百万円） 

平成１７年３月末（２００５年３月３１日現在） 

連結貸借対照表計上額 当該連結会計年度の損益に含まれた評価差額 

売買目的有価証券 

（1）満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当ありません。 

（6）保有目的を変更した有価証券 
該当ありません。 

（3）その他有価証券で時価のあるもの 

（2）売買目的有価証券 

△9

983,437

（単位：百万円） 

平成１６年度（２００４年４月１日から２００５年３月３１日まで） 

売却額 売却損の合計額 売却益の合計額 

その他有価証券 

（4）平成１６年度（２００４年度）中に売却したその他有価証券 

67918,326

（単位：百万円） 

（注）連結貸借対照表計上額は、国内株式については、平成１６年度末日前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額等により、また、それ以外については、平成１６年度末
日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。ただし、減損処理に際して基準となる時価の算定は、平成１６年度末日における市場価格等に基
づき行なっております。 

291,909 

142,243 

8,345 

141,320 

265,525 

557,434

201,055 

190,538 

252 

10,264 

19,109 

220,164

33,264 

25,506 

2,608 

5,149 

30,031 

63,295

341,373 

341,373 

ー 
ー 

ー 

341,373

平成１７年３月末（２００５年３月３１日現在） 

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

（7）その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額 

 

 

128,479 

42,147 

61,297 

4,353

平成１７年３月末（２００５年３月３１日現在） 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

　非上場株式 

　非上場債券 

　非上場外国証券 

　当社貸付信託受益証券 

（5）時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 （単位：百万円） 

（単位：百万円） 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券および「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載しております。 

該当ありません。 

平成16年度（2004年度） 

■有価証券の時価等
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413,092 

998,184 

900,282 

13,058 

84,843 

162,610 

1,573,887

194,668 

1,032,058 

933,369 

13,116 

85,572 

166,004 

1,392,731

218,424 

△33,874 

△33,086 

△57 

△729 

△3,393 

181,155

218,589 

172 

0 

141 

30 

1,246 

220,008

165 

34,046 

33,086 

199 

760 

4,640 

38,852

平成１８年３月末（２００６年３月３１日現在） 

取得原価 連結貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損 

株式 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

749

（単位：百万円） 

平成１８年３月末（２００６年３月３１日現在） 

連結貸借対照表計上額 当該連結会計年度の損益に含まれた評価差額 

売買目的有価証券 

（1）満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当ありません。 

（6）保有目的を変更した有価証券 
該当ありません。 

（3）その他有価証券で時価のあるもの 

（2）売買目的有価証券 

△23

953,971

（単位：百万円） 

平成１７年度（２００５年４月１日から２００６年３月３１日まで） 

売却額 売却損の合計額 売却益の合計額 

その他有価証券 

（4）平成１７年度（２００５年度）中に売却したその他有価証券 

5,50710,917

（単位：百万円） 

（注）連結貸借対照表計上額は、国内株式については、平成１７年度末日前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額等により、また、それ以外については、平成１７年度末
日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。ただし、減損処理に際して基準となる時価の算定は、平成１７年度末日における市場価格等に基
づき行なっております。 

297,798 

198,327 

8,339 

91,131 

101,781 

399,580

227,601 

199,926 

418 

27,257 

22,328 

249,929

216,686 

192,371 

4,300 

20,014 

86,335 

303,022

309,657 

309,657 

ー 

ー 

ー 

309,657

平成１８年３月末（２００６年３月３１日現在） 

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

（7）その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額 

 

23,817 

53,560 

66,548 

6,887

平成１８年３月末（２００６年３月３１日現在） 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

　非上場株式 

　非上場債券 

　非上場外国証券 

　当社貸付信託受益証券 

（5）時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 （単位：百万円） 

（単位：百万円） 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券および「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載しております。 

該当ありません。 

平成17年度（2005年度） 
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410,298 

915,473 

842,502 

11,717 

61,253 

275,389 

1,601,161

190,592 

941,835 

868,375 

11,785 

61,674 

278,902 

1,411,330

219,705 

△26,362 

△25,873 

△67 

△421 

△3,512 

189,831

221,011 

56 

0 

52 

4 

1,307 

222,376

1,306 

26,418 

25,873 

119 

425 

4,819 

32,544

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

取得原価 連結貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損 

株式 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

455

（単位：百万円） 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

連結貸借対照表計上額 当該連結会計年度の損益に含まれた評価差額 

売買目的有価証券 

（1）満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当ありません。 

（6）保有目的を変更した有価証券 
該当ありません。 

（3）その他有価証券で時価のあるもの 

（2）売買目的有価証券 

△6

1,080,813

（単位：百万円） 

平成１８年度（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

売却額 売却損の合計額 売却益の合計額 

その他有価証券 

（4）平成１８年度（２００６年度）中に売却したその他有価証券 

22826,799

（単位：百万円） 

（注）連結貸借対照表計上額は、国内株式については、平成１８年度末日前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額等により、また、それ以外については、平成１８年度末
日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。ただし、減損処理に際して基準となる時価の算定は、平成１８年度末日における市場価格等に基
づき行なっております。 

383,889 

317,401 

6,606 

59,882 

98,793 

482,682

48,403 

3 

1,541 

46,858 

16,031 

64,435

284,526 

266,374 

3,569 

14,582 

143,918 

428,445

266,052 

258,723 

ー 

7,328 

ー 

266,052

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

（7）その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額 

 

11,847 

67,398 

43,618

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

　非上場株式 

　非上場債券 

　非上場外国証券 

（5）時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 （単位：百万円） 

（単位：百万円） 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券および「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載しております。 

該当ありません。 

平成18年度（2006年度） 

財
務
デ
ー
タ
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2 金銭の信託の時価等 

（1）運用目的の金銭の信託 
該当ありません。 

（2）満期保有目的の金銭の信託 
該当ありません。 

（3）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 
該当ありません。 

（1）運用目的の金銭の信託 
該当ありません。 

（2）満期保有目的の金銭の信託 
該当ありません。 

（3）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 
該当ありません。 

（1）運用目的の金銭の信託 
該当ありません。 

（2）満期保有目的の金銭の信託 
該当ありません。 

（3）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 
該当ありません。 

平成16年度（2004年度） 

平成17年度（2005年度） 

平成18年度（2006年度） 

財
務
デ
ー
タ
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3 その他有価証券評価差額金 
 

（単位：百万円） 

103,941 
103,941 
42,211 
61,729 
160 

61,568

評価差額   

　　その他有価証券   

（△）繰延税金負債  

　　その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）  

（△）少数株主持分相当額 

　　その他有価証券評価差額金 

連結貸借対照表に計上されている、その他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

（注）時価評価されていない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。 

（単位：百万円） 

181,156 
181,156 
73,573 
107,582 
347 

107,235

評価差額   

　　その他有価証券   

（△）繰延税金負債  

　　その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）  

（△）少数株主持分相当額 

　　その他有価証券評価差額金 

連結貸借対照表に計上されている、その他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

（注）時価評価されていない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。 

（単位：百万円） 

189,833 
189,833 
47,571 
142,262 
153 

142,109

評価差額   

　　その他有価証券   

（△）繰延税金負債  

　　その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）  

（△）少数株主持分相当額 

　　その他有価証券評価差額金 

連結貸借対照表に計上されている、その他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

（注）時価評価されていない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。 

平成16年度（2004年度） 

平成17年度（2005年度） 

平成18年度（2006年度） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

財
務
デ
ー
タ
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単体 

1 有価証券の時価等 

302,355 

825,454 

699,661 

11,206 

114,586 

223,316 

1,351,126

195,696 

824,640 

699,654 

10,872 

114,113 

228,767 

1,249,104

106,658 

814 

7 

333 

473 

△5,451 

102,021

108,416 

1,748 

901 

370 

476 

417 

110,582

1,757 

934 

894 

37 

3 

5,868 

8,560

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損 

株式 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

（1）満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当ありません。 

（3）その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

（注）貸借対照表計上額は、国内株式については、平成１６年度末日前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額等により、また、それ以外については、平成１６年度末日にお
ける市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものです。ただし、減損処理に際して基準となる時価の算定は、平成１６年度末日における市場価格等に基づき行なって
おります。 

 

112,127 

750 

 

116,848 

42,147 

61,297 

4,353 

 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

満期保有目的の債券 

子会社・関連会社株式 

　子会社株式 

　関連会社株式 

その他有価証券 

　非上場株式 

　非上場債券 

　非上場外国証券 

　当社貸付信託受益証券 

（5）時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 （単位：百万円） 

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価差額 

597 △9

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

 

売買目的有価証券 

（2）売買目的有価証券 （単位：百万円） 

（4）子会社・関連会社株式で時価のあるもの 
該当ありません。 

貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券を含めて記載しております。 

該当ありません。 

平成16年度（2004年度） 財
務
デ
ー
タ
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411,191 

998,184 

900,282 

13,058 

84,843 

136,707 

1,546,082

194,506 

1,032,058 

933,369 

13,116 

85,572 

140,101 

1,366,666

216,684 

△33,874 

△33,086 

△57 

△729 

△3,393 

179,416

216,850 

172 

0 

141 

30 

1,246 

218,268

165 

34,046 

33,086 

199 

760 

4,640 

38,852

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損 

株式 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

（1）満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当ありません。 

（3）その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

（注）貸借対照表計上額は、国内株式については、平成１７年度末日前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額等により、また、それ以外については、平成１７年度末日にお
ける市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものです。ただし、減損処理に際して基準となる時価の算定は、平成１７年度末日における市場価格等に基づき行なって
おります。 

 

12,350 

750 

 

23,726 

53,560 

66,548 

6,887

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

満期保有目的の債券 

子会社・関連会社株式 

　子会社株式 

　関連会社株式 

その他有価証券 

　非上場株式 

　非上場債券 

　非上場外国証券 

　当社貸付信託受益証券 

（5）時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 （単位：百万円） 

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価差額 

749 △23

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

 

売買目的有価証券 

（2）売買目的有価証券 （単位：百万円） 

（4）子会社・関連会社株式で時価のあるもの 
該当ありません。 

貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券を含めて記載しております。 

該当ありません。 

平成17年度（2005年度） 

財
務
デ
ー
タ
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409,482 

915,473 

842,502 

11,717 

61,253 

246,671 

1,571,627

190,544 

941,835 

868,375 

11,785 

61,674 

250,183 

1,382,564

218,937 

△26,362 

△25,873 

△67 

△421 

△3,512 

189,063

220,244 

56 

0 

52 

4 

1,307 

221,608

1,306 

26,418 

25,873 

119 

425 

4,819 

32,544

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損 

株式 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

（1）満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当ありません。 

（3）その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

（注）貸借対照表計上額は、国内株式については、平成１８年度末日前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額等により、また、それ以外については、平成１８年度末日にお
ける市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものです。ただし、減損処理に際して基準となる時価の算定は、平成１８年度末日における市場価格等に基づき行なって
おります。 

 

12,350 

750 

 

11,756 

67,398 

43,618

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

満期保有目的の債券 

子会社・関連会社株式 

　子会社株式 

　関連会社株式 

その他有価証券 

　非上場株式 

　非上場債券 

　非上場外国証券 

（5）時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 （単位：百万円） 

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価差額 

455 △6

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

 

売買目的有価証券 

（2）売買目的有価証券 （単位：百万円） 

（4）子会社・関連会社株式で時価のあるもの 
該当ありません。 

貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券を含めて記載しております。 

該当ありません。 

平成18年度（2006年度） 

財
務
デ
ー
タ
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2 金銭の信託の時価等 

（1）運用目的の金銭の信託 
該当ありません。 

（2）満期保有目的の金銭の信託 
該当ありません。 

（3）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 
該当ありません。 

（1）運用目的の金銭の信託 
該当ありません。 

（2）満期保有目的の金銭の信託 
該当ありません。 

（3）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 
該当ありません。 

（1）運用目的の金銭の信託 
該当ありません。 

（2）満期保有目的の金銭の信託 
該当ありません。 

（3）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 
該当ありません。 

平成16年度（2004年度） 

平成17年度（2005年度） 

平成18年度（2006年度） 

財
務
デ
ー
タ
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3 その他有価証券評価差額金 

貸借対照表に計上されている、その他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 （単位：百万円） 

平成１８年３月末（２００６年３月３１日現在） 

179,416 
179,416 
72,843 
106,573

評価差額   

　　その他有価証券   

（△）繰延税金負債  

　　その他有価証券評価差額金  

貸借対照表に計上されている、その他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 （単位：百万円） 

平成１７年３月末（２００５年３月３１日現在） 

102,022 
102,022 
41,420 
60,601

評価差額   

　　その他有価証券   

（△）繰延税金負債  

　　その他有価証券評価差額金  

4 貸付信託勘定の有価証券の時価等（単体） 

有価証券　　　　株式 

　　　　　　　　債券 

　　　　　　　　その他 

合計 

（注）上場有価証券及び非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものについて時価を付しております。 

（注）時価評価されていない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。 

（注）時価評価されていない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。 

（注）時価評価されていない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。 

（単位：百万円） 

平成１７年３月末（２００５年３月３１日現在） 

うち評価益相当額 評価差額 時価 帳簿価額 うち評価損相当額 

745 

ー 

ー 

745

745 

ー 

ー 

745

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

貸借対照表に計上されている、その他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 （単位：百万円） 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

189,065 
189,065 
47,248 
141,816

評価差額   

　　その他有価証券   

（△）繰延税金負債  

　　その他有価証券評価差額金  

平成16年度（2004年度） 

平成16年度（2004年度） 

平成17年度（2005年度） 

平成17年度（2005年度） 

平成18年度（2006年度） 

該当ありません。 

該当ありません。 

平成18年度（2006年度） 

財
務
デ
ー
タ
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5 指定金銭信託（一般口）勘定の有価証券の時価等（単体） 

有価証券　　　　株式 

　　　　　　　　債券 

　　　　　　　　その他 

合計 

（注）上場有価証券及び非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものについて時価を付しております。 

（単位：百万円） 

平成１８年３月末（２００６年３月３１日現在） 

うち評価益相当額 評価差額 時価 帳簿価額 うち評価損相当額 

114 

31,986 

55,203 

87,304

114 

31,476 

53,006 

84,597

ー 

△510 

△2,196 

△2,707

ー 

10 

225 

235

ー 

521 

2,421 

2,942

有価証券　　　　株式 

　　　　　　　　債券 

　　　　　　　　その他 

合計 

（注）上場有価証券及び非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものについて時価を付しております。 

（単位：百万円） 

平成１７年３月末（２００５年３月３１日現在） 

うち評価益相当額 評価差額 時価 帳簿価額 うち評価損相当額 

114 

49,076 

45,687 

94,878

114 

49,347 

44,274 

93,736

ー 

271 

△1,413 

△1,141

ー 

311 

474 

785

ー 

39 

1,887 

1,927

有価証券　　　　株式 

　　　　　　　　債券 

　　　　　　　　その他 

合計 

（注）上場有価証券及び非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものについて時価を付しております。 

（単位：百万円） 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

うち評価益相当額 評価差額 時価 帳簿価額 うち評価損相当額 

10 

22,277 

71,949 

94,238

10 

22,024 

70,574 

92,609

ー 

△253 

△1,375 

△1,628

ー 

ー 

30 

30

ー 

253 

1,406 

1,659

平成16年度（2004年度） 

平成17年度（2005年度） 

平成18年度（2006年度） 
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連結 

（単位：百万円） 

うち１年超 契約額等 時価 評価損益 

取引所 

　金利先物 

　　売建 

　　買建 

　金利オプション 

　　売建 

　　買建 

店頭 

　金利先渡契約 

　　売建 

　　買建 

　金利スワップ 

　　受取固定・支払変動 

　　受取変動・支払固定 

　　受取変動・支払変動 

　金利オプション 

　　売建 

　　買建 

　その他 

　　売建 

　　買建 

合計 

（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）等に基づき、ヘッジ会計を適用
しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 
２.時価の算定 
取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定
しております。 

 
 

54,545 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

5,422,761 
5,454,863 
1,056,544 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

3,398,041 
2,947,559 
835,244 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 

△6 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

△6,822 
5,676 
△315 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 

△6 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

△6,822 
5,676 
△315 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

△1,467

 
 

280 
1,393 

 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

4,012,992 
4,193,914 
669,344 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

3,109,739 
2,684,222 
560,344 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
1 

△2 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

△37,028 
32,430 
△1,037 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
1 

△2 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

△37,028 
32,430 
△1,037 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

△5,636

 
 

8,474 
1,290 

 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

4,359,010 
4,249,695 
626,400 

 
5,640 
10,000 

 
ー 
ー 

 
 
ー 

1,290 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

2,843,598 
2,413,095 
538,500 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 

 
 

△0 

△10 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

14,938 

△22,793 
2,314 

 

△0 
ー 
 
ー 
ー 

 
 

△0 

△10 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

14,938 

△22,793 
2,314 

 
13 

△27 
 
ー 
ー 

△5,565

1 金利関連取引 

うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

■デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益　
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2 通貨関連取引 

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）等に基づき、ヘッジ会計を適
用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨建金
銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 

２．時価の算定 
割引現在価値等により算定しております。 

取引所 

　通貨先物 

　　売建 

　　買建 

　通貨オプション 

　　売建 

　　買建 

店頭 

　通貨スワップ 

　為替予約 

　　売建 

　　買建 

　通貨オプション 

　　売建 

　　買建 

　その他 

　　売建 

　　買建 

合計 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 

296,812 
321,609 

 
1,180 
1,180 

 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 

△2,402 
3,125 

 
5 
5 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 

△2,402 
3,125 

 
0 
1 
 
ー 
ー 
724

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 

182,428 
193,774 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 

△2,708 
2,658 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 

△2,708 
2,658 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

△49

（単位：百万円） 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 

32,581 
 

120,327 
131,371 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
0 
 

△796 
900 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
0 
 

△796 
900 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
104

うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

3 株式関連取引 
該当ありません。 

取引所 

　債券先物 

　　売建 

　　買建 

　債券先物オプション 

　　売建 

　　買建 

店頭 

　債券店頭オプション 

　　売建 

　　買建 

合計 

 
 

134 
670 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 
0 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 
0 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
0

 
 

404 
2,666 

 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

 
 
4 
2 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 
4 
2 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
6

（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２.時価の算定 
取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。 

（単位：百万円） 

 
 

3,035 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 

△32 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 

△32 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

△32

うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 

4 債券関連取引 
平成１９年３月末 

（２００７年３月３１日現在） 
平成１８年３月末 

（２００６年３月３１日現在） 
平成１７年３月末 

（２００５年３月３１日現在） 
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5 商品関連取引 
該当ありません。 

6 クレジットデリバティブ取引 

店頭 

　クレジットデリバティブ 

　　売建 

　　買建 

合計 

 
 
ー 

20,000

 
 
ー 

20,000

 
 
ー 

△72

 
 
ー 

△72 
△72

 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
ー 

うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２．時価の算定 
割引現在価値により算定しております。 

３．「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引であります。 

（単位：百万円） 財
務
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単体 

取引所 

　金利先物 

　　売建 

　　買建 

　金利オプション 

　　売建 

　　買建 

店頭 

　金利先渡契約 

　　売建 

　　買建 

　金利スワップ 

　　受取固定・支払変動 

　　受取変動・支払固定 

　　受取変動・支払変動 

　金利オプション 

　　売建 

　　買建 

　その他 

　　売建 

　　買建 

合計 

（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。 
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）等に基づき、ヘッジ会計を適用
しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 
２.時価の算定 
取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により
算定しております。 

 
 

54,545 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

5,422,761 
5,454,863 
1,056,544 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

3,398,041 
2,947,559 
835,244 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 

△6 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

△6,822 
5,676 
△315 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 

△6 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

△6,822 
5,676 
△315 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

△1,467

 
 

280 
1,393 

 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

4,012,992 
4,193,914 
669,344 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

3,109,739 
2,684,222 
560,344 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
1 

△2 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

△37,028 
32,430 
△1,037 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
1 

△2 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

△37,028 
32,430 
△1,037 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

△5,636

1 金利関連取引 
（単位：百万円）

 
 

8,474 
1,290 

 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

4,359,010 
4,249,695 
626,400 

 
5,640 
10,000 

 
ー 
ー 

 
 
ー 

1,290 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

2,843,598 
2,413,095 
538,500 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 

△0 

△10 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

14,938 

△22,793 
2,314 

 

△0 
ー 
 
ー 
ー 

 
 

△0 

△10 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

14,938 

△22,793 
2,314 

 
13 

△27 
 
ー 
ー 

△5,565

うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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2 通貨関連取引 

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。 
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）等に基づき、ヘッジ会計を適
用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載
から除いております。 

２．時価の算定 
割引現在価値等により算定しております。 

取引所 

　通貨先物 

　　売建 

　　買建 

　通貨オプション 

　　売建 

　　買建 

店頭 

　通貨スワップ 

　為替予約 

　　売建 

　　買建 

　通貨オプション 

　　売建 

　　買建 

　その他 

　　売建 

　　買建 

合計 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 

237,903 
262,699 

 
1,180 
1,180 

 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 

△1,953 
2,677 

 
5 
5 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 

△1,953 
2,677 

 
0 
1 
 
ー 
ー 
725

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 

106,623 
117,974 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 

△2,027 
1,972 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 

△2,027 
1,972 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

△55

（単位：百万円） 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 

32,581 
 

70,278 
81,321 

 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
0 
 

△232 
335 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
0 
 

△232 
335 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
103

うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

3 株式関連取引 
該当ありません。 

取引所 

　債券先物 

　　売建 

　　買建 

　債券先物オプション 

　　売建 

　　買建 

店頭 

　債券店頭オプション 

　　売建 

　　買建 

合計 

 
 

134 
670 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 
0 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 
0 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
0

 
 

404 
2,666 

 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

 
 
4 
2 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 
4 
2 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
6

（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。 
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２.時価の算定 
取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。 

4 債券関連取引 （単位：百万円） 

 
 

3,035 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 
 

 
 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 

△32 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

 
 

△32 
ー 
 
ー 
ー 
 
 
ー 
ー 

△32

うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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5 商品関連取引 
該当ありません。 

6 クレジットデリバティブ取引 

店頭 

　クレジットデリバティブ 

　　売建 

　　買建 

合計 

 
 
ー 

20,000

 
 
ー 

20,000

 
 
ー 

△72

 
 
ー 

△72 
△72

 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 

 
 
ー 
ー 
ー 

うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 うち１年超 契約額等 時価 評価損益 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。 
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２．時価の算定 
割引現在価値により算定しております。 

３．「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引であります。 

（単位：百万円） 財
務
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（単位：億円） 

契約金額・想定元本 信用リスク相当額 

93,636 
ー 

5,555 
ー 
11 
ー 
ー 

99,204

553 
ー 
108 
ー 
0 
ー 

△373 
288

83,532 
0 

2,847 
0 
0 
ー 
ー 

86,379

786 
0 
60 
0 
0 
ー 

△617 
230

（注）１．上記計数は自己資本比率基準に基づきます。また、信用リスク相当額の算出にあたっては、カレントエクスポージャー方式を採用しています。 
２．なお、自己資本比率基準の対象になっていない取引所取引及び原契約期間が14日以内の外国為替関連取引などの契約金額・想定元本は次のとおりです。 

（単位：億円） 

先物外国為替取引 

金利オプション（売） 

通貨オプション（売） 

その他の金融派生商品 

合計 

58 
0 
11 

2,206 
2,276

契約金額・想定元本 

コミットメント 

保証取引 

その他 

合計 

8,990 
388 
ー 

9,379

金利スワップ 

通貨スワップ 

先物外国為替取引 

金利オプション（買） 

通貨オプション（買） 

その他の金融派生商品 

ネッティング契約によるリスク削減効果 

合計 

契約金額・想定元本 信用リスク相当額 契約金額・想定元本 信用リスク相当額 

289 
0 
0 
90 
379

9,748 
457 
ー 

10,205

85,928 
161 
1,861 
100 
0 
ー 
ー 

88,051

691 
4 
34 
0 
0 
ー 

△476 
254

137 
116 
0 

2,322 
2,576

9,777 
616 
ー 

10,393

（単位：億円） 

金融派生商品取引及び先物外国為替取引 

与信関連取引（契約金額） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

■オフバランス取引の状況
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預金 

譲渡性預金 

金銭信託 

年金信託 

財産形成給付信託 

貸付信託 

総資金量 

28,218 
6,118 

210,787 
37,670 
59 

1,734 
284,589

24,926 
5,828 

184,294 
39,647 
62 

3,430 
258,190

（1）総資金量の推移 （単位：億円） 

（注）総資金量は預金、譲渡性預金及び金銭信託、年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の信託財産の合計額です。 

国内業務部門 

　預金 

　　流動性預金 

　　　うち有利息預金 

　　定期性預金 

　　　うち固定金利定期預金 

　　　うち変動金利定期預金 

　　その他の預金 

　合計 

　譲渡性預金 

総合計 

国際業務部門 

　預金 

　　流動性預金 

　　　うち有利息預金 

　　定期性預金 

　　　うち固定金利定期預金 

　　　うち変動金利定期預金 

　　その他の預金 

　合計 

　譲渡性預金 

総合計 

合計 

　預金 

　　流動性預金 

　　　うち有利息預金 

　　定期性預金 

　　　うち固定金利定期預金 

　　　うち変動金利定期預金 

　　その他の預金 

　合計 

　譲渡性預金 

総合計 

 
 

5,892 
4,923 
21,927 
20,939 
988 
201 

28,021 
6,118 
34,140 

 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
196 
196 
ー 
196 
 
 

5,892 
4,923 
21,927 
20,939 
988 
398 

28,218 
6,118 
34,337

 
 

6,095 
4,779 
18,481 
16,684 
1,797 
146 

24,723 
5,828 
30,551 

 
 
ー 
ー 
100 
100 
ー 
103 
203 
ー 
203 
 
 

6,095 
4,779 
18,581 
16,784 
1,797 
249 

24,926 
5,828 
30,754

27,865 
5,782 

162,387 
39,633 
67 

5,291 
241,026

 
 

7,001 
5,689 
17,819 
15,184 
2,634 
2,857 
27,678 
5,782 
33,460 

 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
187 
187 
ー 
187 
 
 

7,001 
5,689 
17,819 
15,184 
2,634 
3,045 
27,865 
5,782 
33,647

（2）預金・譲渡性預金 
〈期末残高〉 （単位：億円） 

（注）流動性預金＝当座預金＋普通預金＋通知預金 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

■営業の概況／資金部門

財
務
デ
ー
タ
 



122

国内業務部門 

　預金 

　　流動性預金 

　　　うち有利息預金 

　　定期性預金 

　　　うち固定金利定期預金 

　　　うち変動金利定期預金 

　　その他の預金 

　合計 

　譲渡性預金 

総合計 

国際業務部門 

　預金 

　　流動性預金 

　　　うち有利息預金 

　　定期性預金 

　　　うち固定金利定期預金 

　　　うち変動金利定期預金 

　　その他の預金 

　合計 

　譲渡性預金 

総合計 

合計 

　預金 

　　流動性預金 

　　　うち有利息預金 

　　定期性預金 

　　　うち固定金利定期預金 

　　　うち変動金利定期預金 

　　その他の預金 

　合計 

　譲渡性預金 

総合計 

 
 

5,680 
4,678 
21,043 
19,634 
1,408 
230 

26,953 
5,271 
32,225 

 
 
ー 
ー 
7 
7 
ー 
162 
170 
ー 
170 
 
 

5,680 
4,678 
21,050 
19,641 
1,408 
392 

27,123 
5,271 
32,395

 
 

6,074 
4,744 
17,240 
15,066 
2,173 
200 

23,515 
5,696 
29,212 

 
 
ー 
ー 
1 
1 
ー 
139 
140 
ー 
140 
 
 

6,074 
4,744 
17,241 
15,068 
2,173 
339 

23,656 
5,696 
29,352

 
 

5,971 
5,551 
18,721 
15,537 
3,184 
232 

24,926 
5,259 
30,185 

 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
179 
179 
ー 
179 
 
 

5,971 
5,551 
18,721 
15,537 
3,184 
411 

25,105 
5,259 
30,364

〈平均残高〉 （単位：億円） 

（注）１.流動性預金＝当座預金＋普通預金＋通知預金 
２.国際業務部門及び合計の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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6,593 
6,168 
424 
2,327 
2,064 
262 
3,055 
2,999 
56 

3,661 
3,636 
25 

3,613 
3,473 
140 
2,675 
2,596 
78 

21,927 
20,939 
988

（3）定期預金の残存期間別残高 （単位：億円） 

３カ月未満 定期預金 

 　うち固定金利定期預金 

 　うち変動金利定期預金 

３カ月以上６カ月未満 定期預金 

 　うち固定金利定期預金 

 　うち変動金利定期預金 

６カ月以上１年未満 定期預金 

 　うち固定金利定期預金 

 　うち変動金利定期預金 

１年以上２年未満 定期預金 

 　うち固定金利定期預金 

 　うち変動金利定期預金 

２年以上３年未満 定期預金 

 　うち固定金利定期預金 

 　うち変動金利定期預金 

３年以上 定期預金 

 　うち固定金利定期預金 

 　うち変動金利定期預金 

合計 定期預金 

 　うち固定金利定期預金 

 　うち変動金利定期預金 

 
3 

156,573 
4,551 
29,202 
11,774 
202,105 

 
ー 
ー 
182 
1,535 
ー 

1,717

3,585 
3,440 
144 
1,625 
1,379 
245 
3,505 
2,932 
573 
4,441 
3,696 
744 
2,257 
2,223 
34 

3,166 
3,111 
54 

18,581 
16,784 
1,797

 
2,595 

132,574 
3,834 
23,400 
11,254 
173,658 

 
ー 
ー 
435 
2,956 
ー 

3,392

（4）信託期間別元本残高 （単位：億円） 

3,498 
3,280 
218 
1,506 
1,229 
276 
2,250 
1,930 
320 
4,829 
3,837 
992 
3,180 
2,385 
795 
2,553 
2,521 
31 

17,819 
15,184 
2,634

 
349 

120,954 
3,196 
24,294 
10,723 
159,520 

 
ー 
ー 
650 
4,576 
ー 

5,226

金銭信託 

　１年未満 

　１年以上２年未満 

　２年以上５年未満 

　５年以上 

　その他のもの 

　合計 

貸付信託 

　１年未満 

　１年以上２年未満 

　２年以上５年未満 

　５年以上 

　その他のもの 

　合計 

（注）その他のものは、金銭信託（１カ月据置型）、金銭信託（新１年据置型）その他です。 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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（ ） 
（ ） 
（ ） 

（ ） 
（ ） 
（ ） 

（ ） 
（ ） 
（ ） 

（1）貸出金の残高 
〈銀行勘定〉 

1,595 
34,693 
3,648 
31 

39,969

ー 
292 
ー 
ー 
292

1,595 
34,986 
3,648 
31 

40,262

期末残高 

国内業務部門 国際業務部門 合計 

手形貸付 

証書貸付 

当座貸越 

割引手形 

計 

〈信託勘定〉 

9,007 
42 
78 

9,127

期末残高 

証書貸付 

手形貸付 

当座貸越 

計 

（単位：億円） 

1,713 
30,358 
3,927 
29 

36,028

ー 
179 
ー 
ー 
179

1,713 
30,537 
3,927 
29 

36,207

平均残高 

国内業務部門 国際業務部門 合計 

手形貸付 

証書貸付 

当座貸越 

割引手形 

計 

（注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 

（単位：億円） 

1,693 
29,777 
3,642 
36 

35,149

ー 
176 
ー 
ー 
176

1,693 
29,954 
3,642 
36 

35,326

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計 

（単位：億円） 

9,116 
278 
ー 

9,395

1,931 
28,131 
3,056 
29 

33,148

ー 
342 
ー 
ー 
342

1,931 
28,474 
3,056 
29 

33,490

1,983 
27,534 
2,702 
26 

32,247

ー 
406 
ー 
ー 
406

1,983 
27,941 
2,702 
26 

32,653

10,949 
300 
ー 

11,250

2,698 
26,165 
2,153 
27 

31,044

ー 
487 
ー 
ー 
487

2,698 
26,652 
2,153 
27 

31,531

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計 

（2）貸出金の使途別内訳 
〈銀行勘定〉 

（注）（　　）内は構成比です。 

設備資金 

運転資金 

計 

（ ） 
（ ） 
（ ） 

11,145 
29,116 
40,262

27.7 
72.3 
100.0

〈信託勘定〉 （単位：億円、％） 

（注）１.（　　）内は構成比です。 
２.ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 

設備資金 

運転資金 

計 

（ ） 
（ ） 
（ ） 

1,049 
8,078 
9,127

11.5 
88.5 
100.0

12.3 
87.6 
100.0

（単位：億円、％） 

（ ） 
（ ） 
（ ） 

（ ） 
（ ） 
（ ） 

11,197 
24,129 
35,326

1,164 
8,230 
9,395

（ ） 
（ ） 
（ ） 

10,542 
22,111 
32,653

32.3 
67.7 
100.0

3,594 
7,655 
11,250

31.9 
68.0 
100.0

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

31.6 
68.3 
100.0

■営業の概況／投融資部門
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（3）貸出金の残存期間別残高 
〈銀行勘定〉 （単位：億円） 

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしていません。 

１年以下 貸出金 

  うち変動金利 

  うち固定金利 

１年超３年以下 貸出金 

  うち変動金利 

  うち固定金利 

３年超５年以下 貸出金 

  うち変動金利 

  うち固定金利 

５年超７年以下 貸出金 

  うち変動金利 

  うち固定金利 

７年超 貸出金 

  うち変動金利 

  うち固定金利 

期間の定めないもの 貸出金 

  うち変動金利 

  うち固定金利 

合計 貸出金 

  うち変動金利 

  うち固定金利 

20,590 
ー 
ー 

7,944 
4,946 
2,998 
4,896 
3,672 
1,224 
1,940 
1,275 
664 
4,890 
4,598 
291 
ー 
ー 
ー 

40,262 
ー 
ー 

（4）貸出金の担保別内訳 
〈銀行勘定〉 （単位：億円） 

234 
3,660 
10,113 

7 
629 
65 
158 

14,869 
1,197 
24,194 
40,262 
200

有価証券 

債権 

土地建物 

工場 

財団 

船舶 

その他 

計 

保証 

信用 

合計 

　（うち劣後特約付貸出金） （　　　） 

16,520 
ー 
ー 

7,340 
4,828 
2,511 
4,135 
2,767 
1,368 
2,485 
1,905 
579 
4,844 
4,637 
207 
ー 
ー 
ー 

35,326 
ー 
ー 

98 
4,361 
10,600 

9 
841 
67 
185 

16,165 
1,416 
17,744 
35,326 
200

11,783 
ー 
ー 

7,434 
6,930 
503 
5,309 
4,832 
477 
2,741 
2,276 
464 
5,150 
1,607 
3,542 
234 
234 
ー 

32,653 
ー 
ー 

150 
5,071 
9,918 
11 
898 
38 
143 

16,234 
1,847 
14,572 
32,653 
200（　　　） （　　　） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
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（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
 

（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
 

〈信託勘定〉 

0 
680 
244 
ー 
33 
ー 
1 

960 
7,806 
360 
9,127 
ー 

有価証券 

債権 

土地建物 

工場 

財団 

船舶 

その他 

計 

保証 

信用 

合計 

　（うち劣後特約付貸出金） （　　　） （　　　） 

（単位：億円） 

0 
688 
290 
62 
17 
ー 
0 

1,060 
7,671 
663 
9,395 
ー 

8 
65 

2,409 
2 

211 
1 
4 

2,704 
79 

8,466 
11,250 

ー 

（5）貸出金の業種別内訳 
〈銀行勘定〉 （単位：億円、％） 

40,199 
4,062 
ー 
63 

1,225 
957 
258 
1,992 
2,256 
5,024 
7,652 
2,740 
204 
7,000 
6,760 
63 
16 
4 
41 

40,262

100.0 
10.1 
ー 
0.2 
3.1 
2.4 
0.6 
5.0 
5.6 
12.5 
19.0 
6.8 
0.5 
17.4 
16.8 
100.0 
26.7 
7.7 
65.6

国内店分（除く特別国際金融取引勘定） 

　製造業 

　漁業 

　鉱業 

　建設業 

　電気・ガス・熱供給・水道業 

　情報通信業 

　運輸業 

　卸売・小売業 

　金融・保険業 

　不動産業 

　各種サービス業 

　地方公共団体 

　政府等　 

　その他 

海外店分及び特別国際金融取引勘定分 

　政府等 

　商工業 

　その他 

合計 

35,279 
3,708 
ー 
66 

1,126 
1,049 
144 
1,546 
1,979 
5,796 
8,503 
2,434 
193 
2,000 
6,729 
46 
17 
29 
ー 

35,326

100.0 
10.5 
ー 
0.1 
3.1 
2.9 
0.4 
4.3 
5.6 
16.4 
24.1 
6.9 
0.5 
5.7 
19.0 
100.0 
37.2 
62.7 
ー 

32,539 
3,296 
37 
56 
744 
693 
575 
2,001 
1,681 
4,912 
8,072 
2,321 
75 

1,235 
6,834 
114 
27 
87 
ー 

32,653

100.0 
10.1 
0.1 
0.1 
2.2 
2.1 
1.7 
6.1 
5.1 
15.1 
24.8 
7.1 
0.2 
3.8 
21.0 
100.0 
23.7 
76.2 
ー 

（　　　） 

（注）（　　）内は構成比です。 
 

（注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 

（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 

（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 

（注）１.（　　）内は構成比です。 
２.ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 

（注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 

〈信託勘定〉 （単位：億円、％） 

製造業 

鉱業 

建設業 

電気・ガス・熱供給・水道業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

不動産業 

各種サービス業 

地方公共団体 

その他 

合計 

46 
ー 
14 
0 
41 
40 
6 
88 
695 
14 
185 
7,993 
9,127

0.5 
ー 
0.1 
0.0 
0.5 
0.4 
0.1 
1.0 
7.6 
0.2 
2.0 
87.6 
100.0

100 
ー 
23 
0 
41 
70 
8 
27 
741 
34 
475 
7,872 
9,395

1.0 
ー 
0.2 
0.0 
0.4 
0.7 
0.1 
0.2 
7.8 
0.3 
5.0 
83.8 
100.0

206 
13 
19 
669 
72 
378 
32 
54 
153 
112 
483 
9,054 
11,250

1.8 
0.1 
0.1 
5.9 
0.6 
3.3 
0.2 
0.4 
1.3 
1.0 
4.2 
80.4 
100.0

（6）貸出金の契約期間別残高 
〈信託勘定〉 （単位：億円） 

１年以下 

１年超３年以下 

３年超５年以下 

５年超７年以下 

７年超 

合計 

125 
7 

148 
4,763 
4,083 
9,127

（7）中小企業等に対する貸出金 
〈銀行勘定〉 （単位：億円、％） 

総貸出金（Ａ） 

中小企業・個人への貸出金（Ｂ） 

比率（Ｂ／Ａ） 

40,199 
17,796 
44.2％ 

333 
16 
249 
5,051 
3,743 
9,395

356 
56 
365 
5,327 
5,144 
11,250

32,539 
17,309 
53.1％ 

（注）１．銀行勘定の貸出金残高には、海外店分及び特別国際金融取引勘定分を含んでいません。 
２．中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、 
サービス業は１００人）以下の会社及び個人です。 

３.ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 

〈信託勘定〉 （単位：億円、％） 

総貸出金（Ａ） 

中小企業・個人への貸出金（Ｂ） 

比率（Ｂ／Ａ） 

9,127 
8,785 
96.2％ 

35,279 
19,000 
53.8％ 

9,395 
8,646 
92.0％ 

11,250 
9,411 
83.6％ 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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（8）個人向け貸出金の残高 
〈銀行勘定・信託勘定合計〉 

2,755 
583 
2,990 
173 
6,503

住宅ローン 

消費者ローン　 

ビル・アパートローン等 

その他 

合計 

（9）支払承諾見返の担保別内訳 （単位：億円） 

ー 
4 
0 
ー 
0 

479 
484

有価証券 

債権 

動産不動産 

その他 

保証 

信用 

合計 

（単位：億円） 

2,876 
674 
2,782 
208 
6,541

ー 
7 
0 
0 
0 

603 
611

3,820 
889 
3,013 
566 
8,289

ー 
17 
1 
5 
0 

1,375 
1,400

（注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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8,425 
59.3 
117 
0.8 

1,286 
9.1 

4,254 
29.9 
129 
0.9 
ー 
ー 

14,213 
100.0 

 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

2,982 
100.0 
2,893 
88 

2,982 
100.0 

 
8,425 
49.0 
117 
0.7 

1,286 
7.5 

4,254 
24.7 
3,111 
18.1 
2,893 
88 

17,195 
100.0

 
9,002 
59.8 
130 
0.8 

1,384 
9.1 

4,391 
29.1 
145 
0.9 
ー 
ー 

15,054 
100.0 

 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

2,096 
100.0 
2,007 
88 

2,096 
100.0 

 
9,002 
52.4 
130 
0.7 

1,384 
8.0 

4,391 
25.6 
2,241 
13.0 
2,007 
88 

17,150 
100.0

（単位：億円、％） 

 
6,996 
49.9 
112 
0.8 

1,567 
11.2 
5,232 
37.3 
85 
0.6 
ー 
ー 

13,993 
100.0 

 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

2,914 
100.0 
2,825 
88 

2,914 
100.0 

 
6,996 
41.3 
112 
0.6 

1,567 
9.2 

5,232 
30.9 
2,999 
17.7 
2,825 
88 

16,907 
100.0

国内業務部門 

　国債 

 

　地方債 

 

　社債 

 

　株式 

 

　その他の証券 

 

　　うち外国債券 

　　うち外国株式 

　計 

 

国際業務部門 

　国債 

 

　地方債 

 

　社債 

 

　株式 

 

　その他の証券 

 

　　うち外国債券 

　　うち外国株式 

　計 

 

合計 

　国債 

 

　地方債 

 

　社債 

 

　株式 

 

　その他の証券 

 

　　うち外国債券 

　　うち外国株式 

　計 

（注）（　　）内は構成比です。 

（10）有価証券種類別残高 
〈銀行勘定〉 
期末残高 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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9,256 
70.5 
127 
1.0 

1,351 
10.3 
2,271 
17.3 
121 
0.9 
ー 
ー 

13,127 
100.0 

 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

2,544 
100.0 
2,455 
88 

2,544 
100.0 

 
9,256 
59.1 
127 
0.8 

1,351 
8.6 

2,271 
14.5 
2,665 
17.0 
2,455 
88 

15,671 
100.0

 
8,781 
64.1 
109 
0.8 

1,325 
9.6 

3,176 
23.1 
300 
2.1 
ー 
ー 

13,693 
100.0 

 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

3,604 
100.0 
3,516 
88 

3,604 
100.0 

 
8,781 
50.7 
109 
0.6 

1,325 
7.6 

3,176 
18.3 
3,905 
22.5 
3,516 
88 

17,297 
100.0

（単位：億円、％） 

 
6,140 
50.6 
122 
1.0 

1,532 
12.6 
4,266 
35.1 
64 
0.5 
ー 
ー 

12,126 
100.0 

 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

2,664 
100.0 
2,575 
88 

2,664 
100.0 

 
6,140 
41.5 
122 
0.8 

1,532 
10.3 
4,266 
28.8 
2,729 
18.4 
2,575 
88 

14,790 
100.0

国内業務部門 

　国債 

 

　地方債 

 

　社債 

 

　株式 

 

　その他の証券 

 

　　うち外国債券 

　　うち外国株式 

　計 

 

国際業務部門 

　国債 

 

　地方債 

 

　社債 

 

　株式 

 

　その他の証券 

 

　　うち外国債券 

　　うち外国株式 

　計 

 

合計 

　国債 

 

　地方債 

 

　社債 

 

　株式 

 

　その他の証券 

 

　　うち外国債券 

　　うち外国株式 

　計 

 

 

 

平均残高 

（注）１．（　　）内は構成比です。 
２．国際業務部門及び合計の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

計 

43,951 
2,848 
11,694 
21,095 
24,659 
104,249

（単位：億円） 

〈信託勘定〉 
期末残高 

0 
15 
468 
ー 
61 
38 
ー 

2,592 
44 
331 
ー 
325 
286 
ー 
581 
21 
267 
ー 
472 
443 
ー 
247 
7 
1 
ー 
233 
231 
ー 

38,009 
2,288 
10,725 
13,102 
16,552 
80,677

1,999 
4 

272 
ー 
125 
56 
ー 
302 
50 
657 
ー 
213 
186 
ー 

1,680 
32 
253 
ー 
642 
626 
ー 
370 
3 
52 
ー 
143 
135 
ー 
 

（単位：億円） 

（11）有価証券残存期間別残高 
〈銀行勘定〉 

１年以下 

 

 

 

 

 

 

１年超３年以下 

 

 

 

 

 

 

３年超５年以下 

 

 

 

 

 

 

５年超７年以下 

 

 

 

 

 

 

 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

 （次頁へ続く） 

31,751 
1,884 
9,230 
12,269 
14,582 
69,718

1,905 
2 

102 
ー 
115 
71 
ー 
351 
22 

1,124 
ー 

1,474 
1,462 
ー 

1,070 
60 
289 
ー 
972 
968 
ー 
237 
7 
35 
ー 
107 
104 
ー 
 

（注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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（前頁より続く） 

2,415 
27 
144 
ー 

1,205 
1,205 
ー 

2,587 
ー 
73 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

4,254 
812 
687 
88 

8,425 
117 
1,286 
4,254 
3,111 
2,893 
88

1,552 
39 
147 
ー 
720 
719 
ー 

3,096 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

4,391 
396 
283 
88 

9,002 
130 
1,384 
4,391 
2,241 
2,007 
88

（単位：億円）

17 
18 
16 
ー 
192 
192 
ー 

3,413 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

5,232 
136 
26 
88 

6,996 
112 
1,567 
5,232 
2,999 
2,825 
88

７年超１０年以下 

 

 

 

 

 

 

１０年超 

 

 

 

 

 

 

期間の定めないもの 

 

 

 

 

 

 

合計 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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（13）リスク管理債権の残高 
当社は銀行勘定に対するⅣ分類相当額の引当額を帳簿残高から控除する部分直接償却を実施しています。 

銀行勘定 

破綻先債権 

延滞債権 

３カ月以上延滞債権 

貸出条件緩和債権 

合計 

24 
433 
4 

614 
1,076

単　体 

（単位：億円） 

（単位：億円） 

破綻先債権 

延滞債権 

３カ月以上延滞債権 

貸出条件緩和債権 

合計 

ー 
77 
1 
ー 
78

元本補てん契約のある信託勘定 

（単位：億円、％） 

34,140 
39,969 

117.0（111.8） 
14,213 

41.6（40.7） 

196 
292 

148.4（105.3） 
2,982 

1,514.2（1,495.1） 

34,337 
40,262 

117.2（111.7） 
17,195 

50.0（48.3） 

30,551 
35,149 

115.0（113.4） 
15,054 

49.2（46.8） 

203 
176 

86.8（243.7） 
2,096 

1,031.3（2,563.8） 

30,754 
35,326 

114.8（114.0） 
17,150 

55.7（58.9） 

（12）貸出金及び有価証券の預金に対する割合 
〈銀行勘定〉 

単　体 

ー 
ー 
ー 
0 
0

12 
32 
0 
51 
96

26 
442 
4 

614 
1,087

連　結 

16 
118 
3 

675 
814

18 
126 
3 

675 
824

9 
432 
3 

299 
744

32 
665 
3 

299 
1,001

（単位：億円） 

33,460 
32,247 

96.3（102.8） 
13,993 

41.8（40.1） 

187 
406 

216.6（272.2） 
2,914 

1,553.4（1,488.0） 

33,647 
32,653 

97.0（103.8） 
16,907 

50.2（48.7） 

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計 

預金（Ａ） 

貸出金（Ｂ） 

預貸率（Ｂ／Ａ） 

有価証券（Ｃ） 

預証率（Ｃ／Ａ） 

（注）１.預金は譲渡性預金を含みます。 
２.（　　）内は期中平均残高預貸率、預証率です。 

開示する内容については以下のとおりです。 
なお、これらの貸出金残高は、差し入れられた担保等を控除する前の金額であり、回収不能となり得る金額を表示しているわけではありません。 
（注）１．「破綻先債権」とは元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計

上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、次のいずれかの事由が生じている貸出金をいいます。 
（１）会社更生法又は金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続開始の申立て 
（２）民事再生法の規定による再生手続開始の申立て 
（３）破産法の規定による破産手続開始の申立て 
（４）会社法の規定による特別清算開始の申立て 
（５）手形交換所による取引停止処分 
（６）外国の政府、中央銀行又は地方公共団体に対する金銭債権のうち、これらの者の長期にわたる債務の履行遅滞によりその経済的な価値が著しく減少し、かつ、その弁済

を受けることが著しく困難であると認められるもの 
２．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金を
いいます。 

３．「３カ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で「破綻先債権」及び「延滞債権」に該当しないものをいいます。 
４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金で「破綻先債権」、「延滞債権」及び「３カ月以上延滞債権」に該当しないものをいいます。 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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本表に開示する内容は、以下のとおりです。なお、これらの貸出金残高は、差し入れられた担保等を控除する前の金額であり、回収不能となり得る金額を表示しているわけではあり
ません。 
（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれら

に準ずる債権をいいます。 
２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状況には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の
高い債権をいいます。 

３．「要管理債権」とは３カ月以上延滞債権（元金又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３カ月以上延滞している貸出債権をいう）及び貸出条件緩和債権（経済
的困難に陥った債務者の再建又は支援を図り、当該債権の回収を促進すること等を目的に、債務者に有利な一定の譲歩を与える約定条件の改定等を行った貸出債権をい
う）をいいます。 

４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上に掲げる債権に該当しないものをいいます。 

305 
434 
620 
1,361 
40,168 
41,529

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

危険債権 

要管理債権 

小計 

正常債権 

合計 

316 
434 
620 
1,372 
40,018 
41,390

（単位：億円） 元本補てん契約のある信託勘定 

ー 
77 
1 
78 
450 
528

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

危険債権 

要管理債権 

小計 

正常債権 

合計 

単　体 

銀行勘定 
単　体 

（単位：億円） 

ー 
ー 
0 
0 

983 
983

連　結 

35 
103 
682 
822 

35,646 
36,468

45 
103 
682 
831 

35,468 
36,300

42 
428 
305 
775 

33,344 
34,120

163 
563 
305 
1,032 
32,583 
33,616

28 
15 
53 
96 

4,240 
4,337

（単位：億円） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

（14）金融再生法施行規則に基づく開示債権の残高

当社は銀行勘定に対するⅣ分類相当額の引当額を帳簿残高から控除する部分直接償却を実施しております。
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（16）貸出金の償却額 
〈銀行勘定〉 （単位：百万円） 

（注）特定海外債権は、貸倒引当金（特定海外債権引当勘定）の引当対象とされる貸出金です。 

3,615

　インドネシア 

　その他（2カ国） 

　合計 

　資産の総額に対する割合 

16 
0 
16 

（0.02％） 

償却額 

（17）特定海外債権残高 

30 
0 
30 

（0.04％） 

　インドネシア 

　その他（2カ国） 

　合計 

　資産の総額に対する割合 

43 
0 
43 

（0.06％） 

　インドネシア 

　その他（2カ国） 

　合計 

　資産の総額に対する割合 

1,4241,976

（単位：億円） 

 
22,486 
22,486 
25,643 

 
24,289 
24,289 
289 
4,218 

 
181 
181 
378 

46,957

 
25,643 
26,450 
18,000 

 
4,507 
8,720 
6,021 
17,162 

 
376 
376 
556 

30,527

 
17,193 
17,193 
15,933 

 
18,970 
18,970 
3,223 
3,680 

 
509 
509 
725 

36,673

（15）貸倒引当金内訳 
〈銀行勘定〉 （単位：百万円） 

（注）１．外貨建計上分については、各期末日の為替相場により円換算しています。なお、為替相場の変動により為替換算差が生じるため、各期末残高と前期末残高との差額は期中増
減額とは一致しません。 

２.平成１８年３月末の一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の「期中増加額」には（株）みずほアセットとの合併によるものがそれぞれ８０６百万円、４,２１３百万円含まれています。 

一般貸倒引当金 

　　残高 

　　期中増加額 

　　期中減少額 

個別貸倒引当金 

　　残高 

　　期中増加額 

　　期中減少額（目的使用） 

　　期中減少額（その他） 

特定海外債権引当勘定 

　　残高 

　　期中増加額 

　　期中減少額 

貸倒引当金残高合計 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１６年度 
２００４年４月１日から 
２００５年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度 
２００６年４月１日から 
２００７年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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（単位：千円） 

２００３年（平成１５年）

３月１２日 
ー 247,231,913 旧みずほアセット信託銀行（注）と旧みずほ信託銀行との合併 

年月日 異動額 異動後資本金 摘　要 

（1）資本金の推移 

みずほ信託銀行 

（単位：千円） 

２００２年（平成１４年）

３月５日 

２００２年（平成１４年）

３月２６日 

△150,000,000 
 

60,000,000

187,231,913 
 

247,231,913

減資（資本金額のみを減少する方法による） 

 

第三者割当増資（第二回第三種優先株式）800,000千株  発行価格150円  資本組入額75円 

年月日 異動額 異動後資本金 摘　要 

（2）発行済株式数の推移 
（単位：千株） 

（単位：千円） 

１９９９年（平成１１年）   

３月３１日 

１９９９年（平成１１年） 

４月１日 

１９９９年（平成１１年） 

１０月１日 

２０００年（平成１２年） 

１０月１日 

5,000,000 
 

20,000,000 
 

60,000,000 
 

15,000,000

20,000,000 
 

40,000,000 
 

100,000,000 
 

115,000,000

有償　第三者割当 

 

富士信託銀行と合併 

 

有償　第三者割当 

 

興銀信託銀行と合併 

年月日 異動額 異動後資本金 摘　要 

普通株式 

優先株式 

5,024,755 
1,080,565

旧安田信託銀行 

旧みずほ信託銀行 

5,024,755 
1,100,000

5,024,755 
1,100,000

（注）２００２年４月に旧安田信託銀行から改称 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

■資本金・株式の状況等

財
務
デ
ー
タ
 



137

 247,231 
135,000 

ー 
12,215 
40,867 
1,625 
ー 
ー 
ー 
63 

△1,066 
0 
 
ー 
 
 

300,808 
ー 

46,773 
ー 

23,769 
187,200 
42,700 
144,500 
257,743 
257,743 

ー 
ー 

1,621 
556,930 
4,058,717 
138,052 
4,196,769 
23,859 
1,908 

4,220,629 
13.19％ 

基本的項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補完的項目 

 

 

 

 

 

 

 

準補完的項目 

 

控除項目 

自己資本額 

リスク・アセット等 

 

 

 

 

 

連結自己資本比率（国際統一基準）＝（E）／（I）×１００ 

資本金 

　うち非累積的永久優先株 

新株式払込金 

資本剰余金 

利益剰余金 

連結子会社の少数株主持分 

　うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 

その他有価証券の評価差損（△） 

自己株式払込金 

自己株式（△） 

為替換算調整勘定 

営業権相当額（△） 

企業結合により計上される無形固定資産相当額（△） 

連結調整勘定相当額（△） 

繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額） 

繰延税金資産の控除金額（△） 

計　 （A） 

　うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券　 （注1） 

その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の45％ 

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 

一般貸倒引当金 

負債性資本調達手段等 

　うち永久劣後債務　 （注2） 

　うち期限付劣後債務及び期限付優先株　 （注3） 

計 

　うち自己資本への算入額　 （B） 

短期劣後債務 

　うち自己資本への算入額 （C） 

控除項目　 （注4）（D） 

（A）＋（B）＋（C）－（D）　 （E） 

資産（オン・バランス）項目 

オフ・バランス取引項目 

信用リスク・アセットの額 （F） 

マーケット・リスク相当額に係る額（（H）／8％） （G） 

（参考）マーケット・リスク相当額 （H） 

計（（F）＋（G）） （ I） 

 

（単位：百万円） 

（3）自己資本比率 

（国際統一基準） 

（注）１.告示第４条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。）です。 
２.告示第５条第１項第４号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものです。 
  （１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること 
  （２）一定の場合を除き、償還されないものであること 
  （３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること 
  （４）利払い義務の延期が認められるものであること 
３.告示第５条第１項第５号及び第６号に掲げるものです。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られています。 
４.告示第７条第１項第１号に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第２号に規定するものに対する投資に相当する額です。 
５.当社の連結自己資本比率の算定に関して、「自己資本比率の算定に関する外部監査を「金融機関の内部管理体制に対する外部監査に関する実務指針」に基づき実施する
場合の当面の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第３０号）に基づき、監査法人による「合意された調査手続業務」を受けています。なお、これは、当社の
連結財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。 

６.平成１８年３月３１日における「繰延税金資産の純額に相当する額」は５,２３９百万円であり、「繰延税金資産の算入上限額」は１３４,８５０百万円であります。 
 

①連結自己資本比率　平成１９年３月末の連結自己資本比率（国際統一基準）については、１４４ページをご覧下さい。 

247,231 
135,000 

ー 
15,377 
72,312 
2,204 
ー 
ー 
ー 
84 
83 
0 
ー 
ー 

337,125 
ー 

337,125 
ー 

81,520 
ー 

26,847 
198,500 
42,700 
155,800 
306,867 
306,867 

ー 
ー 

1,445 
642,547 
4,223,642 
220,710 
4,444,352 
10,043 
803 

4,454,396 
14.42％ 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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247,231 
135,000 

ー 
15,367 

3 
4,904 
ー 

62,559 
ー 
ー 
ー 
84 
ー 
ー 

329,982 
ー 

329,982 
ー 

80,737 
ー 

25,643 
198,500 
42,700 
155,800 
304,880 
304,880 

ー 
ー 

1,067 
633,795 
4,204,932 
219,494 
4,424,426 
9,174 
733 

4,433,601 
14.29％ 

247,231 
135,000 

ー 
12,212 

2 
3,269 
ー 

41,341 
ー 
ー 
ー 
57 
ー 
 
 
 

304,000 
ー 

45,909 
ー 

17,193 
187,200 
42,700 
144,500 
250,303 
250,303 

ー 
ー 
893 

553,411 
4,062,812 
137,182 
4,199,995 
23,032 
1,842 

4,223,027 
13.10％ 

基本的項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補完的項目 

 

 

 

 

 

 

 

準補完的項目 

 

控除項目 

自己資本額 

リスク・アセット等 

 

 

 

 

 

単体自己資本比率（国際統一基準）＝（E）／（I）×１００ 

資本金 

　うち非累積的永久優先株 

新株式払込金 

資本準備金 

その他資本剰余金 

利益準備金 

任意積立金 

次期繰越利益 

その他 

その他有価証券の評価差損（△） 

自己株式払込金 

自己株式（△） 

営業権相当額（△） 

企業結合により計上される無形固定資産相当額（△） 

繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額） 

繰延税金資産の控除金額（△） 

計　 （A） 

　うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券　 （注1） 

その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の45％ 

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 

一般貸倒引当金 

負債性資本調達手段等 

　うち永久劣後債務　 （注2） 

　うち期限付劣後債務及び期限付優先株　 （注3） 

計 

　うち自己資本への算入額　 （B） 

短期劣後債務 

　うち自己資本への算入額 （C） 

控除項目　 （注4）（D） 

（A）＋（B）＋（C）－（D）　 （E） 

資産（オン・バランス）項目 

オフ・バランス取引項目 

信用リスク・アセットの額 （F） 

マーケット・リスク相当額に係る額（（H）／8％） （G） 

（参考）マーケット・リスク相当額 （H） 

計（（F）＋（G）） （ I） 

（単位：百万円）

②単体自己資本比率　平成１９年３月末の単体自己資本比率（国際統一基準）については、１６８ページをご覧下さい。 

（注）１.告示第１４条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含
む。）です。 

２.告示第１５条第１項第４号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものです。 
  （１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること 
  （２）一定の場合を除き、償還されないものであること 
  （３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること 
  （４）利払い義務の延期が認められるものであること 
３.告示第１５条第１項第５号及び第６号に掲げるものです。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られています。 
４.告示第１７条第１項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額です。 
５.当社の自己資本比率の算定に関して、「自己資本比率の算定に関する外部監査を「金融機関の内部管理体制に対する外部監査に関する実務指針」に基づき実施する場合
の当面の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第３０号）に基づき、監査法人による「合意された調査手続業務」を受けています。なお、これは、当社の財務
諸表に対する会計監査の一部ではありません。 

６.平成１８年３月３１日における「繰延税金資産に相当する額」は５,４８８百万円であり、「繰延税金資産の算入上限額」は１３１,９９２百万円であります。 
 

（国際統一基準） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 
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（4）株式の所有者別状況 

株主数 

所有株式数 

　割合 

政府及び 
地方公共団体 

外国法人等 
（うち個人） 

単元未満 
株式の状況 金融機関 証券会社 その他の法人 個人その他 計 

（注）１．自己株式６９３,７９５株は「個人その他」に６９３単元、「単元未満株式の状況」に７９５株含まれています。 
なお、自己株式６９３,７９５株は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は６９１,７９５株であります。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１９１単元含まれております。 

人 
単元 
％ 

人 

単元 

％ 

人 

単元 
％ 

人 

単元 

％ 

人 
株 
％ 

人 
単元 

％ 

人 
単元 

％ 

人 
単元 

％ 

（１単元の株式数：千株）

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在）

普通株式 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在）

株主数 

所有株式数 

　割合 

   人 
単元 
 ％ 

 人 
単元 
 ％ 

 人 
単元 
％ 

 人 
単元 
 ％ 

   人 
株 
％ 

 人 
単元 
 ％ 

人 
単元 
％ 

人 
単元 
％ 

（１単元の株式数：千株）

政府及び 
地方公共団体 

外国法人等 
（うち個人） 

単元未満 
株式の状況 金融機関 証券会社 その他の法人 個人その他 計 

第一回第一種優先株式 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在）

株主数 

所有株式数 

　割合 

 人 
単元 
 ％ 

    人 
 単元 

％ 

 人 
単元 
 ％ 

人 
単元 
 ％ 

人 
株 
％ 

人 
単元 
％ 

人 
単元 
％ 

人 
単元 
％ 

（１単元の株式数：千株）

政府及び 
地方公共団体 

外国法人等 
（うち個人） 

単元未満 
株式の状況 金融機関 証券会社 その他の法人 個人その他 計 

第二回第三種優先株式 

 ー 
ー 

ー 

104 

242,712 

4.83

90 

79,088 

1.57

1,733 

3,862,043 

76.89

237（50） 

112,551（535） 

2.24（0.01） 

119,783 

726,158 

14.45

121,947 

5,022,552 

100.00

ー 

2,203,829 

ー 

ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 

1 
280,565 
100.00

ー（ー） 
ー（ー） 
ー（ー） 

ー 
ー 
ー 

1 
280,565 
100.00

ー 
372 

ー 

ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 

1 
800,000 
100.00

ー（ー） 
ー（ー） 
ー（ー） 

ー 
ー 
ー 

1 
800,000 
100.00

ー 
ー 
ー 
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（単位：円） （6）１株当たり情報（単体） 

１株当たり当期純利益 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 

１株当たり純資産額 

13.09 
7.89 
48.77

5.54 
3.52 
34.15

5.53 
3.51 
19.82

（注）１．１株当たり当期純利益は、当期純利益から当期優先株式配当金総額を控除した金額を期中平均発行済普通株式数で除しています。 
２．１株当たり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数で除しています。 

（5）株式の所有数別状況 

（１単元の株式数：千株） 普通株式 

株主数 

　割合 

所有株式数 

　割合 

１，０００ 
単元以上 

５ 
単元以上 

単元未満 
株式の状況 

１００ 
単元以上 

５００ 
単元以上 

５０ 
単元以上 

１０ 
単元以上 

１ 
単元以上 計 

（注）１．自己株式６９３,７９５株は「５００単元以上」に６９３単元、「単元未満株式の状況」に７９５株含まれています。 
なお、自己株式６９３,７９５株は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は６９１,７９５株であります。 

２.「１００単元以上」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、１９１単元含まれています。 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（１単元の株式数：千株） 第一回第一種優先株式 

株主数 

　割合 

所有株式数 

　割合 

１，０００ 
単元以上 

５ 
単元以上 

単元未満 
株式の状況 

１００ 
単元以上 

５００ 
単元以上 

５０ 
単元以上 

１０ 
単元以上 

１ 
単元以上 計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（１単元の株式数：千株） 第二回第三種優先株式 

株主数 

　割合 

所有株式数 

　割合 

１，０００ 
単元以上 

５ 
単元以上 

単元未満 
株式の状況 

１００ 
単元以上 

５００ 
単元以上 

５０ 
単元以上 

１０ 
単元以上 

１ 
単元以上 計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 
株 
％ 

平成１６年度 
（２００４年度） 

平成１７年度 
（２００５年度） 

平成１８年度 
（２００６年度） 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 
株 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

株 
％ 

167 

0.13 

4,153,326 

82.69

104 

0.08 

71,449 

1.42

825 

0.67 

144,612 

2.87

1,274 

1.04 

80,406 

1.60

19,702 

16.15 

315,333 

6.27

18,659 

15.30 

110,229 

2.19

81,216 

66.59 

147,197 

2.93

121,947 

100.00 

5,022,552 

100.00

ー 

ー 

2,203,829 

ー 

1 

100.00 

280,565 

100.00

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

1 

100.00 

280,565 

100.00

ー 

ー 

372 

ー 

1 

100.00 

800,000 

100.00

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

1 

100.00 

800,000 

100.00

ー 

ー 

ー 

ー 
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（単位：千株、％） 

（7）大株主の状況 

普通株式 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 

明治安田生命保険相互会社 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 

三菱UFJ信託銀行株式会社（信託口） 

大成建設株式会社 

モルガン ホワイトフライヤーズ エキュイティ ディリヴェイティヴ 

みずほインベスターズ証券株式会社 

ビ－・エヌ・ピー・パリバ・プライベート バンク シンガポール ブランチ 

芙蓉総合リース株式会社 

株式会社武富士 

アイフル株式会社 

ヒューリック株式会社（旧日本橋興業株式会社） 

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託B口） 

みずほ信託銀行株式会社（信託Z口） 

株式会社損害保険ジャパン 

東武シェアードサービス株式会社 

野村信託銀行株式会社（投信口） 

クレデイツト スイス チューリツヒ 

太平洋セメント株式会社 

みずほ信託銀行持株会 

京浜急行電鉄株式会社 

日本油脂株式会社 

西松建設株式会社 

住友信託銀行株式会社（信託B口） 

指定単 受託者 三井アセット信託銀行株式会社 1口 

日本精工株式会社 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分 トヨタ自動車退職給付信託口） 

野村證券株式会社 

その他共計 

 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

69.66 
0.99 
0.60 
0.46 
0.29 
0.26 
0.26 
0.25 
0.24 
0.21 
0.20 
0.20 
0.20 
0.18 
0.18 
0.17 
0.17 
0.17 
0.16 
0.15 
0.14 
0.14 
0.14 
0.14 
0.13 
0.13 
0.13 
0.12 
0.12 
0.12 

100.00

3,500,391 
50,000 
30,205 
23,389 
14,849 
13,162 
13,140 
12,862 
12,179 
10,687 
10,354 
10,206 
10,050 
9,500 
9,206 
9,029 
9,005 
9,000 
8,537 
7,871 
7,399 
7,350 
7,238 
7,096 
6,960 
6,785 
6,694 
6,458 
6,157 
6,125 

5,024,755

持株数 持株比率 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

株主名 順位 

（単位：千株、％） 第一回第一種優先株式 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 100.00280,565
持株数 持株比率 株主名 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（単位：千株、％） 第二回第三種優先株式 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 100.00800,000
持株数 持株比率 株主名 
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バーゼル銀行監督委員会が検討してきた新しい自己資本比率規制（以下、バーゼルⅡ）が、平成１９年３月末より実施されました。自己資本比率の算出方

法は従前のものに比べて大幅に変更され、信用リスク・アセット算出の精緻化やオペレーショナル・リスクの導入などが盛り込まれています。

本邦では、銀行法施行規則（昭和５７年大蔵省令第１０号）第１９条の２第１項第５号二等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金融庁長官が

別に定める事項（平成１９年告示第１５号）に記載された項目について、開示することが求められています。

なお、「単体の自己資本の充実の状況」にかかる定性的な項目については、「連結の自己資本の充実の状況」にかかる各該当項目に記載しています。
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連結の範囲 

（１）連結自己資本比率の算出における連結の範囲 

（A）連結財務諸表規則に基づき連結の範囲に含まれる会社との相違点  

連結財務諸表規則に基づき、連結の範囲に含まれる会社との相違点はありません。 

 

（B）連結子会社の数 

（D）自己資本比率告示第８条第１項第２号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社等 

（E）銀行法第１６条の２第１項第１１号に掲げる会社のうち従属業務を専ら営むものまたは同項第１２号に掲げる会社であって連結グループに属していない会社 

該当ありません。 

 

（F）連結グループ内の資金および自己資本の移動にかかる制限等  

該当ありません。 

 

（注）「自己資本比率告示」とは、銀行法第１４条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを

判断するための基準（平成１８年金融庁告示第１９号）を示します。 

（C）自己資本比率告示第９条が適用される金融業務を営む関連法人等 

該当ありません。 

主な連結子会社は、Mizuho Trust & Banking Co. (USA)、Mizuho Trust & Banking (Luxembourg) S.A.、みずほトラスト保証株式会社、みずほトラストファイナンス株式
会社、みずほ信不動産販売株式会社等です。 
各連結子会社の主要な業務の内容については、５３ページをご覧ください。  

連結子会社 12社 
平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

控除項目の対象となる会社   

　うち規制上の所要自己資本を下回った会社 

ー  社 
ー  社 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 
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247,231 
130,141 

ー 
15,373 
107,063 
110 
ー 

8,047 
ー 
153 
ー 

2,698 
ー 
ー 
ー 
ー 

4,522 
ー 

359,840 
ー 

359,840 
ー 
ー 

85,337 
ー 
930 
3,174 

182,200 
42,700 
139,500 
271,642 
271,642 

ー 
ー 

1,417 
630,064 
2,970,090 
194,089 
3,164,180 
28,262 
2,260 

332,513 
26,601 
490,244 
4,015,201 
15.69％ 
8.96％ 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

基本的項目 

（TierⅠ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補完的項目 

（TierⅡ） 

 

 

 

 

 

 

 

準補完的項目 

（TierⅢ） 

控除項目 

自己資本額 

リスク・アセット等 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結自己資本比率（国際統一基準）＝（Ｆ）／（Ｍ）×１００ 

TierⅠ比率＝（Ａ）／（Ｍ）×１００   

資本金   

　うち非累積的永久優先株  

新株式申込証拠金   

資本剰余金   

利益剰余金   

自己株式（△）   

自己株式申込証拠金   

社外流出予定額（△）   

その他有価証券の評価差損（△）   

為替換算調整勘定   

新株予約権   

連結子法人等の少数株主持分   

　うち海外ＳＰＣの発行する優先出資証券  

営業権相当額（△）   

のれん相当額（△）   

企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△）    

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額（△）   

内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当金を上回る額の５０％相当額（△）   

繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額）   

繰延税金資産の控除金額（△）   

計 （Ａ） 

　うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （B） 

　　TierⅠに対する割合＝（Ｂ）／（Ａ）×１００ 

その他有価証券の連結貸借対照表計上額から帳簿価額を控除した額の４５％相当額   

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額   

一般貸倒引当金   

内部格付手法採用行において、適格引当金が期待損失額を上回る額   

負債性資本調達手段等   

　うち永久劣後債務 

　うち期限付劣後債務および期限付優先株 

計   

　うち自己資本への算入額 （C） 

短期劣後債務   

　うち自己資本への算入額 （D） 

控除項目 （E） 

（Ａ）＋（C）＋（D）－（E）  （F） 

資産（オン・バランス）項目   

オフ・バランス取引等項目   

信用リスク・アセットの額  （G） 

マーケット・リスク相当額に係る額（（I）／８％）  （H） 

（参考）マーケット・リスク相当額  （ I ） 

オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（K）／８％）  （J） 

（参考）オペレーショナル・リスク相当額  （K） 

フロア調整額  （L） 

計（（Ｇ）＋（Ｈ）＋（Ｊ）＋（Ｌ）） （M） 

（単位：百万円） 

（注）１．上記は銀行法第１４条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適切であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示
第１９号。以下、「告示」という。）に基づいて算出したものであり、国際統一基準を採用した、連結ベースの計数となっています。 

２．当社の連結自己資本比率の算定に関して、「自己資本比率の算定に関する合意された手続による調査業務を実施する場合の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査
委員会報告第３０号）に基づき、監査法人による合意された手続による調査業務を受けています。なお、これは、当社の連結財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。 

３．平成１９年３月３１日における当社の「繰延税金資産の純額に相当する額」は１６,９１９百万円であり、「繰延税金資産の算入上限額」は１０７,９５２百万円です。       
４．「フロア調整額」は旧所要自己資本の額に告示に定める率を乗じて得た額が新所要自己資本の額を上回る額に１２．５倍を乗じて得た額です。当社は旧所要自己資本の
額に告示に定める率を乗じて得た額が新所要自己資本を上回っているため、当該上回った額をリスク・アセット等に加えています。      

連結自己資本比率 

（2）連結自己資本比率総括表  
〈国際統一基準〉 
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14.44%  
8.04%  
3,643  
2,910  
13  

6,540  
45,270 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

連結自己資本比率   

　TierⅠ比 率  

TierⅠ   

TierⅡ   

控除項目   

自己資本額   

リスク・アセット等 

（単位：億円） 〈参考〉バーゼルⅠベース　連結自己資本比率　（国際統一基準） 

自己資本 

（3）自己資本調達手段について 

当社グループにおける主な自己資本調達手段は、普通株式、優先株式、永久劣後債務、期限付劣後債務、および期限付優先株となっています。 

優先株式 

当社は、当社が発行する下記の優先株式を、当社の「連結自己資本比率」および「単体自己資本比率」の「基本的項目（TierⅠ）」に算入しています。 

 

事業年度末発行残高 

優先配当金 

 

非累積条項 

 

 

非参加条項 

 

優先中間配当金 

 

残余財産の分配 

 

取得請求 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一回第一種優先株式 

１４０,２８２,６８６,０００円 

普通株主に先立ち、優先株式１株につき６円５０銭の配

当を行う。 

ある事業年度において、優先配当金の全部または

一部を支払わないときは、その不足額は翌事業年度

以降に累積しない。 

優先株主に対しては、優先配当金を超えて剰余金の

配当を行わない。 

中間配当を行う場合、普通株主に先立ち、優先株式

１株につき３円２５銭の配当を行う。 

普通株主に先立ち、優先株式１株につき５００円を支払

い、それ以外の残余財産の分配を行わない。 

平成１１年７月１日から平成３１年１月３１日まで 

取得比率は、６.０９８とする。 

取得比率は、平成１２年７月１日以降平成３０年７月１日

まで毎年７月１日（以下「修正日」という。）に、下記

算式により計算される取得比率（以下「修正後取得

比率」という。）が当該修正日の前日現在有効な取得

比率を上回る場合に修正される。（上限：６.０９８） 

修正後取得比率＝５００円÷時価 

「時価」…各修正日に先立つ４５取引日目に始まる３０

取引日の東京証券取引所におけるみずほ信託銀行

株式会社の普通株式の普通取引の毎日の終値の

平均値。 

取得比率は、時価を下回る払込金額をもって普通株

式を発行する場合その他一定の場合には、調整される。

（上限：６.０９８） 

以下の算式にて得られる数 

交付すべき普通株式数＝優先株主が取得請求のため

に提出した優先株式数×取得比率 

 

第二回第三種優先株式 

１２０,０００,０００,０００円 

普通株主に先立ち、優先株式１株につき１円５０銭の配

当を行う。 

ある事業年度において、優先配当金の全部または

一部を支払わないときは、その不足額は翌事業年度

以降に累積しない。 

優先株主に対しては、優先配当金を超えて剰余金の

配当を行わない。 

中間配当を行う場合、普通株主に先立ち、優先株式

１株につき７５銭の配当を行う。 

普通株主に先立ち、優先株式１株につき１５０円を支払

い、それ以外の残余財産の分配を行わない。 

平成１４年７月１日から平成３１年１月３１日まで 

取得比率は、２.４２３とする。 

取得比率は、平成１５年７月１日以降平成３０年７月１日

まで毎年７月１日（以下「修正日」という。）に、下記

算式により計算される取得比率（以下「修正後取得

比率」という。）が当該修正日の前日現在有効な取得

比率を上回る場合に修正される。（上限：３.３１１） 

修正後取得比率＝１５０円÷時価 

「時価」…各修正日に先立つ４５取引日目に始まる３０

取引日の東京証券取引所におけるみずほ信託銀行

株式会社の普通株式の普通取引の毎日の終値の

平均値。 

取得比率は、時価を下回る払込金額をもって普通株

式を発行する場合その他一定の場合には、調整される。 

 

以下の算式にて得られる数 

交付すべき普通株式数＝優先株主が取得請求のため

に提出した優先株式数×取得比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取得請求期間 

取得比率 

取得比率の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取得比率の 

調整 

 

取得と引換えに

交付すべき 

普通株式数 

（次頁へ続く） 
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負債性資本調達手段等  

「補完的項目（TierⅡ）」に算入する「負債性資本調達手段等」には、永久劣後債務、期限付劣後債務、および期限付優先株が含まれています。 

このうち、永久劣後債務および期限付劣後債務は、劣後特約が付された劣後債（劣後特約付社債）または劣後ローン（劣後特約付金銭消費貸借に

よる借入れ）（以下併せて「劣後債等」といいます。）であり、具体的には、次の手段により調達されます。 

・国内又は海外における公募劣後債 

・ユーロMTNプログラム等を利用した劣後債（私募） 

・劣後ローン 

劣後債等は、当社または当社の海外連結子会社SPCが発行、または借入れを行いますが、以下にその概要を示す条件が付されており、金融庁の告示

および監督指針に基づき、「TierⅡ」としての適格性が確保されています。 

 

○劣後特約 

劣後債等には、一定の劣後事由が発生した場合に、当該劣後債等にかかる元利金の支払いについて、当該劣後債等およびそれと同順位または劣後

する債権以外の上位債権にかかる債務の履行よりも、後順位におく旨の劣後特約が付されており（劣後債等の債権者の支払い請求権について、破産

手続における配当の順位は、破産法に規定する劣後的破産債権に後れることになります。）、これにより、破産手続、会社更生手続、民事再生手続等の場合

には、劣後債等の債権者よりも上位債権者が優先されます。 

 

○永久劣後債務 

永久劣後債務とは、負債性資本調達手段のうち、次に掲げる性質をすべて有するものです。 

・無担保で、かつ、他の債務に劣後する性質の払込済のものであること。  

・債務者の任意によるものであり、かつ、当該償還または返済を行った後において債務者が十分な自己資本比率を維持することができると見込まれる

場合または当該償還または返済の額以上の額の資本調達を行う場合を除き、償還または返済されないものであること。 

・業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること。 

・利払いの義務の延期が認められるものであること。 

 

○期限付劣後債務 

期限付劣後債務とは、劣後債等のうち、確定期限の定めがない永久劣後債務とは異なり、５年超の償還期間または弁済期間が定められたものをいいます。 

なお、永久劣後債務、期限付劣後債務に、ステップ・アップ金利等を上乗せする特約を付す場合には、ステップ・アップ金利等が過大なものとされない

よう、発行または借入れから５年後以降にステップ・アップ金利等が上乗せされることとし、またステップ・アップ金利等の上乗せ幅も関連する金融庁の

監督指針所定の値以下となるようにしています。 

 

なお、現在、当社グループは期限付優先株を発行していません。 

 

優先株式の一斉取得 

 

 

 

 

 

 

 

 

取得条項 

議決権条項 

 

 

 

 

 

優先順位 

第一回第一種優先株式 

平成３１年１月３１日までに取得請求のなかった優先

株式は、平成３１年２月１日をもって当社が取得し、これ

と引換えに優先株主に対して５００円を平成３１年２月

１日に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日の東京

証券取引所におけるみずほ信託銀行株式会社の

普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値で除して

得られる数の普通株式を交付する。 

なお、この普通株式の数は、５００円を８０円で除して

得られる株式の数を上限とする。 

－ 

優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

ただし、優先株主は、優先配当金を受ける旨の議案が

定時株主総会に提出されないときはその総会より、

その議案が定時株主総会において否決されたときは

その総会の終結の時より優先配当金を受ける旨の決

議ある時までは議決権を有する。 

各種の優先株式の優先配当金、優先中間配当金および

残余財産の支払順位は、同順位とする。 

第二回第三種優先株式 

平成３１年１月３１日までに取得請求のなかった優先株

式は、平成３１年２月１日をもって当社が取得し、これと

引換えに優先株主に対して１５０円を平成３１年２月１日

に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日の東京証券

取引所におけるみずほ信託銀行株式会社の普通

株式の普通取引の毎日の終値の平均値で除して得ら

れる数の普通株式を交付する。 

なお、この普通株式の数は、１５０円を４６円４０銭で

除して得られる株式の数を上限とする。 

－ 

優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

ただし、優先株主は、優先配当金を受ける旨の議案が

定時株主総会に提出されないときはその総会より、

その議案が定時株主総会において否決されたときは

その総会の終結の時より優先配当金を受ける旨の

決議ある時までは議決権を有する。 

各種の優先株式の優先配当金、優先中間配当金および

残余財産の支払順位は、同順位とする。 

（前頁より続く） 
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（4）自己資本の充実度に関する評価方法について 

当社グループ全体が保有するリスクに見合う十分な自己資本を維持していくため、適切かつ有効な自己資本管理態勢を整備するとともに、自己資本

の充実度について以下のような評価を定期的に行っています。 

 

適切なBIS自己資本比率・TierⅠ比率の維持 

最低所要自己資本比率（国際統一基準８%）の確保にとどまらず、様々な経営環境をふまえ、財務の健全性維持の観点より、質・量ともに十分な自己

資本が確保できているかを評価、確認しています。 

 

リスクと自己資本のバランス 

リスクキャピタル配賦の枠組みのもと、当社グループ全体で抱えているリスク量を可能な限り定量的に把握した上で、業務運営単位別にそのリスク

量に応じた資本を自己資本の範囲内で配賦することによって、経営体力の範囲内にリスクを制御していくとともに、リスクプロファイルに照らし十分な

自己資本が確保できているかを定期的に評価しています。なお、評価にあたっては、与信集中リスクやストレステストによる自己資本への影響等を考慮

するとともに、適切なリスク・リターンが確保できているかについても検証しています。 

（5）ポートフォリオ区分別連結所要自己資本額 

 3,392 
 3,194 
 2,168 
 51 
 90 
 191 
 102 
 12 
 76 
 388 
 13 
 24 
ー 
 350 
 187 
 114 
 2 
 95 
ー 
 18 
 17 
ー 
ー 
 58 
 102 
 22 
 19 
ー 
ー 
 19 
ー 
 ー 
 2 

 266 
 3,212

（単位：億円）

  86,138 
 79,488 
 30,172 
 30,076 
 4,084 
 4,656 
2,807 
 153 
 1,695 
 4,307 
 99 
 71 
 ー 

 4,135 
 676 
 5,514 

 
  1,842 
 32 
 849 
 225 
ー 
 ー 
 735 
 4,807

信用リスク     

　内部格付手法     

　　事業法人向け    

　　ソブリン向け    

　　金融機関等向け    

　　リテール向け    

　　　居住用不動産向け   

　　　適格リボルビング型リテール向け   

　　　その他リテール向け   

　　株式等    

　　　ＰＤ／ＬＧＤ方式   

　　　マーケット・ベース方式（簡易手法適用分）   

　　　マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分）   

　　　経過措置適用分   

　　信用リスクアセットのみなし計算    

　　証券化    

　　その他    

　標準的手法     

　　政府等向け    

　　金融機関等向け    

　　法人等向け 

　　抵当権付住宅ローン    

　　証券化    

　　その他 

　その他資産    

マーケット・リスク     

　標準的方式     

　　金利リスク    

　　株式リスク    

　　外国為替リスク    

　　コモディティリスク    

　　オプション取引    

　内部モデル方式     

オペレーショナル・リスク（粗利益配分手法）      

連結総所要自己資本額  

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

EAD 所要自己資本額 

（注）１．ＥＡＤ：デフォルト時エクスポージャー 
２．ＰＤ：デフォルト率 
３．ＬＧＤ：デフォルト時損失率  
４．所要自己資本額：信用リスクにおいては信用リスク・アセット額に８％を乗じた額と期待損失額と資本控除額の和、マーケット・リスクにおいてはマーケット・リスク相当額、
オペレーショナル・リスクにおいてはオペレーショナル・リスク相当額 

５．連結総所要自己資本額：自己資本比率算出上の分母に８％を乗じた額 
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信用リスク 

（6）信用リスク管理について 

基本的な考え方 

当社では信用リスクを、「与信先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス項目を含む）の価値が減少または消失し、当社が損失を被るリスク」

と定義し、国内の個人・一般事業法人を中心とした当社ポートフォリオの特性をふまえた上で、信用リスクを把握・管理するための手法や態勢を整えて

います。 

信用リスク管理は、相互に補完する２つのアプローチによって実施しています。１つは、信用リスクの顕在化により発生する損失を抑制するために、

お取引先の信用状態の調査を基に、与信実行から回収までの過程を個別案件ごとに管理する「与信管理」です。もう１つは、信用リスクを把握し適切に

対応するために、信用リスク顕在化の可能性を統計的な手法によって把握する、「クレジットポートフォリオ管理」です。 

 

信用リスク管理態勢 

当社では、取締役会が信用リスクに関する重要事項を決定します。また、ポートフォリオマネジメント委員会において、当社のクレジットポートフォリオ

運営等について、総合的に審議を行っています。また、与信企画部は、与信管理ならびに信用リスクの計測・モニタリング等を行っています。審査部は信用

リスク管理の基本方針をふまえた権限体系に基づき、個別与信案件の決裁を行います。また、牽制機能強化の観点から、業務部門から独立した内部監査

部門として業務監査部与信監査室を設置しています。 

また、全ての役職員が与信業務に取り組む際の基本姿勢等を「与信業務規範」として定めています。そこでは、銀行の公共的・社会的役割を自覚した

運営に努めるべく、「公共性の原則」、「安全性の原則」、「成長性の原則」、「収益性の原則」等に照らした運営を与信業務の基本方針として定めています。 

当社では、信用リスク管理の重要なインフラとして、信用格付とプール割当で構成される「内部格付制度」を活用しています。先ず、信用格付は、債務者

の信用リスクの水準を表す債務者格付と、担保・保証の種類や優先・劣後関係等を考慮した、債権ごとの最終的な損失発生の可能性を表す案件格付とで

構成されます。債務者格付の付与は、原則すべての与信先を対象として、与信先の決算状況等を速やかに反映するため最低年１回の定例見直しを行うと

ともに、与信先の信用状況の変化があった場合は随時見直しを行い、個別の与信先や銀行全体のポートフォリオの状況をタイムリーに把握できる態勢と

しています。また、債務者格付の付与を、次に述べる自己査定の一次作業としても位置づけていることから、債務者格付は資産の自己査定における債務者

区分とリンクしたものとなっています。 

次に、プール割当は、一定の残高に満たない小口の与信先等を対象に、リスク特性の類似する与信先や債権の集合体（プール）を組成した上で、その

組成したプールごとにリスクを把握し、管理する手法です。プールごとに十分な小口分散を図ることにより、効率的な信用リスク管理および与信管理を

行っています。 

資産の自己査定は、信用リスク管理の一環であるとともに、企業会計原則等に基づいた適正な償却・引当の準備作業として、資産の実態把握を行うもの

です。具体的には、与信企画部が、資産の自己査定全般を統括し、貸出資産・有価証券等の各資産ごとに定めた管理運営部署と連携して自己査定の実施・

運営を行うことで、資産内容の実態を把握・管理しています。 

償却・引当は、原則として、自己査定の結果に基づく債務者区分と分類区分をベースに、予め定めている償却・引当基準に則り、適切に計上しております。

具体的な方法は下記のとおりです。 

ポートフォリオ管理態勢 

当社は、統計的な手法によって、今後１年間に予想される平均的な損失額（＝信用コスト）、一定の信頼区間における最大損失額（＝信用VAR）、および

信用VARと信用コストとの差額（＝信用リスク量）を計測し、ポートフォリオから発生する貸倒損失の可能性を管理しています。 

与信取引における取引指針を設定する際には、信用コストを参考値として活用する等により、リスクに見合った適正なリターンを確保する運営を行って

います。また、信用VARは、それが実際に損失として顕在化した場合、自己資本および引当金の範囲内に収まるように、クレジットポートフォリオの内容

をさまざまな観点からモニタリングし、必要に応じてポートフォリオに制約を設定しています。 

また、当社においては、全体の信用リスク量を特定企業への与信集中の結果発生する「与信集中リスク」と、企業グループ・業種等への与信集中の

結果発生する「連鎖デフォルトリスク」に分解しています。それぞれのリスクを制御するために各種ガイドラインを設定し、リスク管理を行っています。

これらの各種ガイドラインの遵守状況について、与信企画部がモニタリングし、ポートフォリオマネジメント委員会にて報告しています。 

社内格付ごとの債権額に、今後1年間の倒産確率に基づき算定された予想損失率を乗じた金額を「一般貸倒引当金」として計上。 

債権額に、今後3年間の倒産確率に基づき算定された予想損失率を乗じた金額を「一般貸倒引当金」として計上。 

なお、要管理先債権については、与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収および利息の受け取りにかかるキャッ

シュフローを合理的に見積もることができる債権については、キャッシュフロー見積法（DCF法）による引当を実施。 

債権額から、担保の処分可能見込額および保証等による回収可能見込額を控除した残額のうち､a)債務者の支払能力を総合的に判断して

算定した金額、b)当該残額に今後3年間の倒産確率に基づき算定された予想損失率を乗じた金額、のいずれかを「個別貸倒引当金」等

として計上。 

なお、与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収および利息の受け取りにかかるキャッシュフローを合理的に見積

もることができる債権については、キャッシュフロー見積法（DCF法）による引当を実施。 

債権額から、担保の処分可能見込額および保証等による回収可能見込額を控除した残額全額を、「個別貸倒引当金」として計上、ないしは

直接償却を実施。 

正常先 

要注意先 

 

 

破綻懸念先 

 

 

 

 

実質破綻先 

破綻先 
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当社グループ会社の信用リスク管理 

当社は、当社グループにおける与信管理を通じて、当社グループの保有する信用リスクを一元的に把握・管理しています。なお、当社が、経営管理を

行うグループ会社の与信管理状況の把握・管理に際しては、その会社ごとに保有する信用リスクの規模・性質等に応じた管理方法を選択しています。 

 

バーゼルⅡにかかる対応の状況 

当社グループでは、バーゼルⅡにおける信用リスク・アセットの額を算出する手法として、基礎的内部格付手法を採用しています。ただし、業務の内容

や信用リスク・アセットの額への影響度等を勘案し、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要性が低いと判断した連結子会社および資産

については、基礎的内部格付手法の適用除外とし、標準的手法を適用しています（注）。 

また、基礎的内部格付手法による信用リスク・アセットの額の算出に使用するPD（デフォルト率）等の各種推計値は内部の信用リスク計測やリスク

キャピタル配賦等に利用しています。PDは規制要件に基づき、内部のデフォルト実績データの長期平均に保守的な修正を加え推計し、バックテストに

より定期的に検証をしています。 

 

（注）標準的手法が適用されるポートフォリオにおいてリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、国内では株式会社格付投資情報センター

（R&I）、海外ではスタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（S&P）です。また、全ての法人等向けエクスポージャー（除く中小

企業等向けエクスポージャー）に１００%のリスク・ウェイトを適用しています。 

（A）地域別内訳 （単位：億円）

（注）１.適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 
２.非居住者分は海外に含みます。 

国内   

海外   

　アジア  

　中南米  

　北米  

　東欧 

　西欧 

　その他  

適用除外分 

合計  

有価証券 合計 貸出金・コミットメント・ 
OTCデリバティブ以外のオフバランス 

OTC 
デリバティブ その他 

52,059 
189 
25 
80 
61 
0 
15 
5 

                        
52,249

15,141 
2,556 
17 
33 

1,473 
ー 

1,032 
ー 
        

17,698

204 
71 
2 
ー 
33 
ー 
35 
0 

        
275

2,616 
416 
0 
0 
3 
ー 
412 
ー 

1,842 
4,875

70,021 
3,234 
46 
114 
1,572 
0 

1,495 
5 

1,842 
75,099

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（7）信用リスクの状況 
信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーおよび証券化エクスポージャーを除きます。 

 
○信用リスクに関するエクスポージャーの状況 

（B）業種別内訳 （単位：億円）

（注）１.適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 
２.その他には海外分および非居住者分を含みます。 

製造業 

建設業 

不動産業 

各種サービス業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

個人 

その他 

適用除外分 

合計 

貸出金・コミットメント・ 
OTCデリバティブ以外のオフバランス 

ＯＴＣ 
デリバティブ 有価証券 その他 合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

5,567 
1,256 
8,818 
4,099 
2,576 
13,099 
6,618 
10,212 

                        
52,249

2,520 
150 
642 
473 
238 
1,979 
ー 

11,692 
        

17,698

0 
ー 
ー 
ー 
ー 
275 
ー 
0 

        
275

260 
ー 
ー 
40 
42 

2,651 
31 
5 

1,842 
4,875

8,348 
1,407 
9,461 
4,612 
2,858 
18,006 
6,650 
21,911 
1,842 
75,099
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（C）期間別内訳 （単位：億円） 

（注）適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 

１年未満  

１年以上３年未満  

３年以上５年未満  

５年以上  

その他  

適用除外分 

合計 

貸出金・コミットメント・ 
OTCデリバティブ以外のオフバランス 

ＯＴＣ 
デリバティブ 有価証券 その他 合計 

22,217 
9,375 
8,808 
11,848 

ー 
   

52,249

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（単位：億円） 

（注）１.適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 
２.非居住者分は海外に含みます。 

国内   

海外   

　アジア  

　中南米  

　北米  

　東欧 

　西欧 

　その他  

適用除外分 

合計  

有価証券 合計 貸出金・コミットメント・ 
OTCデリバティブ以外のオフバランス 

OTC 
デリバティブ その他 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（E）業種別内訳 （単位：億円） 

（注）１.適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 
２.その他には海外分および非居住者分を含みます。 

製造業  

建設業  

不動産業  

各種サービス業  

卸売・小売業  

金融・保険業  

個人  

その他 

適用除外分  

合計  

貸出金・コミットメント・ 
OTCデリバティブ以外のオフバランス 有価証券 ＯＴＣ 

デリバティブ その他 合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

○３ヵ月以上延滞エクスポージャーまたはデフォルトしたエクスポージャーの状況 

（D）地域別内訳 

813 
3,458 
1,664 
11,762 

ー 
  

17,698

66 
55 
52 
101 
ー 
 

275

2,987 
4 
5 
35 
ー 

1,842 
4,875

26,084 
12,893 
10,530 
23,747 

ー 
1,842 
75,099

1,633 
16 
16 
0 
ー 
ー 
ー 
ー 
  

1,650

13 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 

13

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
ー 

2 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
2

1,648 
16 
16 
0 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

1,665

80 
13 
341 
116 
40 
384 
127 
545 

                        
1,650

0 
0 
0 
0 
0 
3 
ー 
9 

        
13

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
ー 

0 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
1 
0 
ー 
2

80 
13 
341 
116 
40 
388 
129 
555 
ー 

1,665
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（単位：億円） 

（注）１．適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 
２．平成１９年３月末は適用初回であることから、増減については記載していません。 

国内 

　製造業 

　建設業 

　不動産業 

　各種サービス業 

　卸売・小売業 

　金融・保険業 

　個人 

　その他 

海外 

適用除外分 

合計 

254 
14 
ー 
3 
2 
0 

213 
17 
2 
0 
0 

255

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

期首残高 

当期増加額 

当期減少額 

期末残高 

期首残高 

当期増加額 

当期減少額 

期末残高 

期首残高 

当期増加額 

当期減少額 

期末残高 

期首残高 

当期増加額 

当期減少額 

期末残高 

一般貸倒引当金 

 

 

 

個別貸倒引当金 

 

 

 

特定海外債権引当勘定 

 

 

 

合計 

268 
234 
268 
234 
55 
255 
55 
255 
3 
1 
3 
1 

328 
491 
328 
491

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（G）個別貸倒引当金の地域別および業種別の内訳 （単位：億円） 

○貸倒引当金等の状況  

（F）貸倒引当金の期末残高および期中の増減額 
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（注）１．適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 
２．その他には海外分および非居住者分を含みます。 

製造業 

建設業 

不動産業 

各種サービス業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

個人 

その他 

適用除外分 

合計 

ー 
ー 
ー 
33 
0 
ー 
4 
0 
ー 
38

平成１８年度（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

（H）貸出金償却額の業種別の内訳  （単位：億円） 

○標準的手法が適用されるエクスポージャーの状況 

（I）リスク・ウェイト区分別信用リスク削減効果適用後の残高 （単位：億円） 

32 
ー 
652 
ー 
187 
957 
ー 
ー 

1,830

0 
ー 
3 
ー 
ー 
8 
ー 
ー 
12

33 
ー 
656 
ー 
187 
965 
ー 
ー 

1,842

０% 

１０% 

２０% 

３５% 

５０% 

１００% 

１５０% 

３５０%

 

 

 

リスク・ウェイト 
 

 

 

 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

オン・バランス オフ・バランス 合計 

（注）オフ・バランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。 

ー 

（単位：億円） 

資本控除の額 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（J）資本控除の額 

○内部格付手法が適用されるエクスポージャーの状況 

（K）リスク・ウェイト区分別スロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権残高 

552 
1,643 
572 
232 
91 
75 
101 
458 
3,728

（単位：億円） 

５０% 

７０% 

９０% 

９５% 

１１５%  

１２０%  

１４０%  

２５０%

 

 

 

リスク・ウェイト 
 

 

 

 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 
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３００% 

４００%

ー 
71 
71

（単位：億円） 

リスク・ウェイト 
 

合計 

（L）リスク・ウェイト区分別マーケット・ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー残高 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（注）簡易手法が適用される株式等エクスポージャーのうち、上場株式について３００％、非上場株式については４００％のリスク・ウェイトを適用しています。 

（単位：億円、％） 

24,035  
13,922  
8,582  
1,529  
21,968  
21,913  
38  
16  

3,697  
3,675  
22  
ー 
99  
71  
27  
0  

49,800  
39,582  
8,671  
1,546 

2,408 
1,554 
809 
44 

8,107 
8,107 
ー 
ー 
386 
379 
7 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

10,903 
10,041 
816 
44

47.33 
33.90 
77.38 
ー 
1.70 
1.61 
72.46 
ー 

25.32 
25.31 
26.63 
ー 

148.49 
104.13 
263.85 

ー 
23.41 
13.77 
77.75 
ー 

26,444 
15,476 
9,392 
1,574 
30,076 
30,021 
38 
16 

4,084 
4,055 
29 
ー 
99 
71 
27 
0 

60,704 
49,624 
9,488 
1,591

事業法人向け 

　投資適格ゾーン 

　非投資適格ゾーン 

　デフォルト 

ソブリン向け 

　投資適格ゾーン 

　非投資適格ゾーン 

　デフォルト 

金融機関向け 

　投資適格ゾーン 

　非投資適格ゾーン 

　デフォルト 

PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー 

　投資適格ゾーン 

　非投資適格ゾーン 

　デフォルト 

合計 

　投資適格ゾーン 

　非投資適格ゾーン 

　デフォルト 

6.68 
0.12 
1.83 

100.00 
0.06 
0.01 
0.43 

100.00 
0.13 
0.13 
0.66 
ー 
0.73 
0.08 
1.90 

100.00 
2.95 
0.05 
1.82 

100.00

43.14 
45.01 
40.20 
42.20 
44.91 
44.91 
45.00 
45.00 
45.00 
45.00 
44.33 
ー 

90.00 
90.00 
90.00 
90.00 
44.22 
45.02 
40.38 
42.24

EAD加重平均 
PD（%） 

EAD加重平均 
LGD（%） 

EAD加重平均 
リスク・ウェイト（%） 

EAD 
（億円） オン・バランス オフ・バランス 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（M）資産区分別・格付区分別ポートフォリオ（事業法人等向け） 

（注）１．投資適格ゾーンには、債務者格付１６段階※のうち、上位５段階（Ａ１～Ｂ２）の債務者に対するエクスポージャーを計上しています。 
※Ａ１～Ａ３、Ｂ１、Ｂ２、Ｃ１～Ｃ３、Ｄ１～Ｄ３、Ｅ１、Ｅ２、Ｆ１、Ｇ１、Ｈ１の１６段階。 
２．デフォルトには、銀行法施行規則第１９条の２および同３の定めに該当する債務者に対するエクスポージャーを計上しています。 
３．非投資適格ゾーンには、上記１および２に該当しない債務者に対するエクスポージャーを計上しています。 
４.事業法人向けにはスロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。 

（N）資産区分別・格付区分別ポートフォリオ（リテール向け） （単位：億円、％） 

居住用不動産向け 

　非デフォルト  

　デフォルト 

適格リボルビング型リテール向け 

　非デフォルト 

　デフォルト 

その他リテール向け 

　非デフォルト 

　デフォルト 

合計 

　非デフォルト 

　デフォルト 

EAD 
加重平均 
PD 
（%） 

EAD 
加重平均 
LGD 
（%） 

EAD 
加重平均 
ELdefault 
（%） 

EAD加重 
平均リスク・ 
ウェイト 
（%） 

EAD 
（億円） 

オン・バランス オフ・バランス 

コミットメント 
の未引出額 

未引出額に 
乗ずる掛目の 
加重平均値 
（%)

 47.61 
47.81 
3.41 
71.42 
73.33 
0.60 
48.22 
49.14 
3.62 
48.61 
49.11 
3.33

1.25 
0.81 

100.00 
5.07 
2.51 

100.00 
3.00 
1.00 

100.00 
2.02 
0.93 

100.00

0.23 
ー 

51.29 
2.53 
ー 

96.30 
1.15 
ー 

56.87 
0.64 
ー 

58.60

35.78 
35.75 
42.68 
47.25 
48.33 
7.44 
33.77 
33.53 
45.30 
35.43 
35.36 
41.66

2,807  
2,794  
12  
153  
149  
4  

1,695  
1,661  
34  

4,656  
4,605  
50

2,805  
2,792  
12  
101  
97  
3  

1,672  
1,638  
33  

4,580  
4,529  
50 

1  
1  
ー  
51  
51  
0  
23  
22  
0  
76  
75  
0 

ー 
ー 
ー 
272 
272 
0 
1 
0 
0 

274 
273 
0

ー 
ー 
ー 

17.52 
17.49 
63.35 
100.00 
100.00 
100.00 
17.92 
17.73 
92.16

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 
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758 
7 
6 
38 
810

（単位：億円） 

資産クラス 

　事業法人等 

　居住用不動産 

　適格リボルビング 

　その他リテール 

合計 

平成１８年度（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

（O）エクスポージャー別損失の実績値 

実績値 

 
808 
17 
6 
27 
860

 
758 
7 
6 
38 
810

（単位：億円） 

資産クラス 

　事業法人等 

　居住用不動産 

　適格リボルビング 

　その他リテール 

合計 

平成１８年度（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

推計値 実績値 

（P）エクスポージャー別損失の推計値と実績値の対比 

（注）１．資産クラス別の実績値については、平成１８年度（２００６年４月～２００７年３月）より蓄積を開始しています。 
２．実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要
管理先）の合計額です。 

（注）１．推計値は、平成１９年３月末の期待損失額です。 
２．資産クラス別の期待損失額は、平成１９年３月末基準より推計を開始しています。  
３.資産クラス別の実績値については、平成１８年度（２００６年４月～２００７年３月）より蓄積を開始しています。 
４.実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要
管理先）の合計額です。 
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信用リスク削減手法 

（8）信用リスク削減手法に関するリスク管理について   

当社グループでは、債権保全の手段として、担保および保証を取得しています。担保および保証の取得においては、価値・保証履行能力や法的有効性等

を評価し、取得後も定期的に再評価を行っています。さらに、担保の種類別の集中状況や保証等の間接与信も含めた個社のリスクの集中状況について

把握しています。 

バーゼルⅡにおける信用リスク・アセットの額の算出に際しては、告示に基づき適格な担保および保証による信用リスク削減の効果を反映しています。 

また、事業法人等向けエクスポージャーの信用リスク・アセットの額の算出に際しては、法的に相殺が可能な貸出債権と自行預金について、告示に基づき

期間等を考慮の上、双方を相殺しています。 

派生商品取引およびレポ取引の信用リスク・アセットの額の算出に際しては、取引国ごとの法制度等に照らし、相対ネッティング契約が有効な場合に、

その効果を勘案しています。 

169 
169 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
169

725 
168 
557 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
725

120 
120 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
120

6,207 
5,386 
819 
1 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

6,207

5,192 
4,928 
262 
1 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
 
 
 
 
 
 

5,192

（単位：億円） 

内部格付手法 

　事業法人向け 

　ソブリン向け 

　金融機関等向け 

　リテール向け 

　　居住用不動産向け 

　　適格リボルビング型リテール向け 

　　その他リテール向け 

　その他 

標準的手法 

　ソブリン向け 

　金融機関等向け 

　法人等向け 

　抵当権付住宅ローン 

　証券化 

　その他 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

金融資産適格担保 物的資産適格担保 保証 合計 クレジット・デリバティブ 

（9）ポートフォリオ区分別信用リスク削減手法 

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの状況は以下のとおりです。 
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派生商品取引等の取引相手のリスク 

（10）派生商品取引等の取引相手のリスク管理について 

派生商品取引の内容 

当社グループは、主として次に掲げる派生商品取引を行っています。 

・先物外国為替取引 
・通貨オプション取引 
・通貨スワップ取引 
・金利スワップ取引 
・金利オプション取引 
・金利先物取引および同オプション取引 
・債券先物取引および同オプション取引 
・クレジット・デリバティブ 
なお、金利オプション取引には、キャップ、フロアー、スワップション等の取引を含んでいます。 

  

派生商品取引等にかかるリスクの内容 

派生商品取引等の取引相手にかかるリスクとして、次のようなものがあります。 

・信用リスク 
信用を供与している先の財務状況の悪化等により、資産(オフバランス項目を含む)の価値が減少または消失し、当社グループ各社が損失を被る

リスク。 

・その他のリスク 
当社の格付が引下げられた場合に追加担保の提供によりコストが発生するリスク。 

  

派生商品取引等にかかるリスク管理態勢 

派生商品取引等の取引相手にかかるリスクは、その他の与信取引と同一の信用リスク管理を行っています。 
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（11）派生商品取引等の取引相手のリスクの状況 
（A）派生商品取引等の状況 

108 
553 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
373 
ー 
288

52 
231 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
 

284

55 
321 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
 

377

（単位：億円） 

外国為替関連取引 

金利関連取引 

金関連取引 

株式関連取引 

貴金属（金を除く）関連取引 

その他のコモディティ関連取引 

クレジット・デリバティブ取引 

適用除外分 

一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果(△)    

ＣＳＡ取引における信用リスク削減手法効果勘案(△) 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

グロス再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 

（注）１．与信相当額の算出方法はカレントエクスポージャー方式を用いています。 
２．適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 

（C）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本 

 
200 
ー 
ー 
ー 
200 
ー 

（単位：億円） 

 

プロテクションの購入 

プロテクションの提供 

プロテクションの購入 

プロテクションの提供 

プロテクションの購入 

プロテクションの提供 

クレジット・デリバティブの種類 

　クレジット･デフォルト･スワップ 

 

　トータル･リターン･スワップ 

 

合計 

 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

想定元本額 

（注）合計のうち、信用リスク削減手法として用いたクレジット・デリバティブは以下のとおりです。 

200

（単位：億円） 

信用リスク削減手法として用いた 

クレジット・デリバティブ 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（B）信用リスク削減手法適用額（種類別） 

ー 
ー 
ー 
ー 

（単位：億円） 

適格金融資産担保 

適格資産担保 

保証・その他 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 
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証券化エクスポージャー  

（12）証券化エクスポージャーの概要およびリスク管理等について 

証券化エクスポージャーの概要およびリスク管理 
当社グループでは、様々な観点と立場から、証券化取引に関わっております。   

          

○保有資産の流動化（オリジネーターとしての証券化） 

与信集中是正および経済的資本コントロール等の手段の一つとして自社保有資産の流動化に取り組んでいます。オリジネーターとしての証券

化案件実行に際しては、経済的資本の削減とリスク・リターンの改善効果、リスク移転の実態的な効果等をあらゆる角度から検討の上で取引方法や可

否を判断しております。  

              

○お客様の保有する資産の流動化（流動化プログラムのアレンジ） 

お客様の資金調達手段として、ABL、ABCP、信託スキームなど、様々な流動化プログラムのアレンジを手掛けております。原資産等のリスク実態

を把握し、投資されるお客様にリスクやプログラムの内容を適切に開示するよう努めております。 

             

○流動化プログラム（ABL/ABCP）のスポンサー 

流動化プログラムのアレンジに際し、スポンサーとして、ABLの供与、ABCPバックアップラインにより証券化エクスポージャーを保有する場合が

あります。その際には、投資家の立場もふまえたデューデリジェンス等によりリスクの実態を正確に把握するとともに、内部格付の付与、案件審査等

の案件評価を実施し、他の直接的な貸出資産と併せて厳正に管理をしております。          

              

○代替的な信用リスク資産への投資（投資家としての証券化取引） 

分散投資の観点から既存の与信とは異なる代替的な信用リスク資産への投資として、証券化エクスポージャーを保有しております。投資家として

の証券化取引については、ポートフォリオマネジメント委員会等において当該取引の投資枠を設定し、厳格に管理を行う仕組みを構築しております。  

              

○その他  

このほかにも、サービサー案件の受託を積極的に行うほか、決済資金ファシリティの提供（サービサー・キャッシュ・アドバンス）、証券化目的導管体

への金利スワップの提供などを行っております。          

              

また、上記証券化取引を含めた信用リスク量の算定、証券化取引等の投資残高・パフォーマンスの定期的なモニタリングを行い、ポートフォリオ

マネジメント委員会等に報告しています。 

 

バーゼルⅡにかかる対応の状況 
証券化エクスポージャーについて、内部格付手法による信用リスク・アセットの額の算出において使用する方式は、外部格付準拠方式、および、指定

関数方式です。また、証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、株式会社格付投資情報センター（R&I）、株式会社

日本格付研究所（JCR）、ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）、スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（S&P）、

フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）です。（証券化エクスポージャーの種類ごとに使用する適格格付機関を分類はしておりません。）      

（13）証券化取引に関する会計方針について 
証券化取引に関する金融資産および金融負債の発生および消滅の認識、その評価および会計処理については、企業会計基準第１０号「金融商品に

関する会計基準」（平成１１年１月２２日企業会計審議会）等に準拠しています。           
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（14）証券化エクスポージャーの状況 
○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー  

（A）原資産の種類別の情報 

○流動化プログラム（ABL/ABCP）のスポンサーとしての証券化エクスポージャー  

（C）原資産の種類別の情報 

（B）保有する証券化エクスポージャーに関する情報 

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高および所要自己資本の額〉 （単位：億円） 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
450 
ー 
ー 
ー 
450

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

20 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
20

20 
ー 
ー 
450 
ー 
ー 
ー 
471

～２０％ 

～５０％ 

～１００％ 

～２５０％ 

～６５０％ 

６５０％超 

 

 

リスク・ウェイト 
 

 

 

自己資本控除の額 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン その他 合計 

（単位：億円） 

 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 

 
1,490 
8 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 

 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
 

 
ー 
ー 
ー 
143 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
 

 
1,490 
8 
ー 
143 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 

資産譲渡型証券化取引 

　原資産の額 

　　うち、デフォルトしたエクスポージャーの額（注２） 

　当期の損失額（注１）（注２） 

　当期に証券化を行ったエクスポージャーの額（注１） 

　当期中に認識した売却損益の額（注１） 

　早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 

合成型証券化取引に係るエクスポージャー 

　原資産の額 

　　うち、デフォルトしたエクスポージャーの額（注３） 

　当期の損失額（注１）（注３） 

　当期に証券化を行ったエクスポージャーの額（注１） 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン その他 合計 

〈証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額〉 （単位：億円） 

ー 45 ー ー 45証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン その他 合計 

〈自己資本比率告示附則第１５条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円） 

ー 自己資本比率告示附則第１５条により算出される信用リスク・アセットの額 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（単位：億円） 

ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 

原資産の額 

　うち、デフォルトしたエクスポージャーの額（注２） 

原資産に関する想定損失額（注３）     

当期に証券化を行ったエクスポージャーの額    

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン その他 合計 

（注）１．流動化プログラム（ABL/ABCP)のスポンサーとしての証券化エクスポージャーのうち、お客様の保有する資産の流動化において、スポンサー以外の立場で証券化エクスポー
ジャー（ABS、信託受益権等、転売可能な形態）を取得した場合は、投資家に分類しています。 

２．デフォルトしたエクスポージャーの額は、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。 
３．原資産に関する損失額につきましては、基準日時点の残高および自己資本比率の算出に使用されるパラメータを用いた原資産に関する想定損失額を記載しています。
なお、当社は、当該証券化エクスポージャーを保有していないため、当社保有部分にかかる当期の損失は発生していません。 

（注）１.当期とは、平成１８年度（２００６年４月～２００７年３月）を示します。 
２．資産譲渡型証券化取引の「うち、デフォルトしたエクスポージャーの額」および「当期の損失額」については、当該取引におけるデフォルト定義等をベースに記載しています。 
３．合成型証券化取引の「うち、デフォルトしたエクスポージャーの額」および「当期の損失額」については、個別契約上の定義をベースに損失として認識された額を記載して
います。 

所要自己資本額 

0 
ー 
ー 
65 
ー 
ー 
ー 
65
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（D）保有する証券化エクスポージャーに関する情報 

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高および所要自己資本の額〉 （単位：億円） 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

～２０％ 

～５０％ 

～１００％ 

～２５０％ 

～６５０％ 

６５０％超 

 

 

リスク・ウェイト 
 

 

 

自己資本控除の額 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン その他 合計 
所要自己資本額 

所要自己資本額 

〈自己資本比率告示附則第１５条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円） 

ー 自己資本比率告示附則第１５条により算出される信用リスク・アセットの額 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

○投資家としての証券化エクスポージャー 

（E）保有する証券化エクスポージャーに関する情報 

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高および所要自己資本の額〉 （単位：億円） 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 

995 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
995

2,350 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

2,350 
 

1,475 
221 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

1,697

4,821 
221 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

5,043

40 
7 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
48

～２０％ 

～５０％ 

～１００％ 

～２５０％ 

～６５０％ 

６５０％超 

 

 

リスク・ウェイト 
 

 

 

自己資本控除の額 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン その他 合計 

〈自己資本比率告示附則第１５条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円） 

ー 自己資本比率告示附則第１５条により算出される信用リスク・アセットの額 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

なおこの他、告示第２６８条にかかる適格なサービサー・キャッシュ・アドバンスの信用供与枠のうち、所要自己資本が賦課されない未実行部分があり、

平成１９年３月末における残高は４０７億円です。              
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マーケットリスク 

（15）マーケットリスク管理について   

基本的な考え方 

当社では、マーケットリスク（市場リスク）を、「金利・株価・為替等の変動により損失を被るリスク」とし、「市場の混乱等で市場において取引ができなく

なったり、通常より著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）を含む」と定義しています。 

当社では、「市場リスク管理の基本方針」を定め、この基本方針に則り、当社グループが保有するマーケットリスク（市場リスク）を一元的に把握・管理

しています。 

なお、当社が、経営管理を行うグループ会社のマーケットリスク（市場リスク）の管理状況の把握・管理に際しては、その会社ごとに保有するリスクの

規模・性質等に応じた管理方法を選択しております。 

市場リスク管理態勢 

当社では、取締役会が市場リスク管理に関する重要な事項を決定します。また、ＡＬＭ・マーケットリスク委員会において、マーケットリスク（市場リスク）

に関する基本的な規程、計画、さらにマーケットの急変等緊急時における対応策など、市場リスク管理について総合的に審議を行います。また、マーケット

リスク（市場リスク）に対して配賦されるリスクキャピタルに応じた諸リミットを設定し、保有するマーケットリスク（市場リスク）が自己資本等の財務体力

を超えないようにリスクを管理しています。 

なお、マーケットリスク（市場リスク）に対する配賦リスクキャピタルの金額は、市場リスク（ＶＡＲ）にポジションをクローズするまでに発生する追加的な

リスクを加えたリスク量を基準としています。 

当社は、市場リスク管理に関する企画立案・推進を行う専門部署として総合リスク管理部を設置し、マーケットリスク（市場リスク）のモニタリング、諸

リミットの設定等を行っています。具体的には、トレーディング業務およびバンキング業務を対象として、ＶＡＲによる限度や損失に対する限度を設定し、

管理しています。総合リスク管理部は、ＶＡＲ・ポジション・損益等の状況について、社長をはじめ経営陣には日次で、また、ＡＬＭ・マーケットリスク委員会に

は月次で報告しています。「市場流動性リスク」については、金融商品ごとに市場での取扱高等を勘案した極度を設定し、ポジションのモニタリングを

行っています。 

また、ＶＡＲによる市場リスク計測の有効性を確認するため、ＶＡＲと損益を比較するバックテストを定期的に行っています。また、ＶＡＲの統計的な仮定

を超えて市場が急激に変動した場合に、どの程度の損失を被るかについてのシミュレーションとして、ストレステストを定期的に行っています。 

 

マーケットリスク（市場リスク）の状況（注） 

（注）「マーケットリスク相当額」を除き、原則として連結・単体の区別はありません。 

 

○バンキング業務 

平成１８年度（２００６年度）のバンキング業務における市場リスク量（ＶＡＲ）の状況は以下のとおりでした。 

 

〈バンキング業務のＶＡＲの状況〉 

 

（VAR：億円） （金利：％） 
４００ 

３００ 

２００ 

１００ 

０ 

VAR 

５年物国債金利 

１.６ 

１.４ 

１.２ 

１ 

０.８ 

０.６ 

０.４ 

０.２ 

０ 

H１
８
/ 
４
/ 
３
 

H１
８
/ 
４
/１
８
 

H１
８
/ 
５
/ 
３
 

H１
８
/ 
５
/１
８
 

H１
８
/ 
６
/ 
２
 

H１
８
/ 
６
/１
７
 

H１
８
/ 
７
/ 
２
 

H１
８
/ 
７
/１
７
 

H１
８
/ 
８
/ 
１
 

H１
８
/ 
８
/１
６
 

H１
８
/ 
８
/３
１
 

H１
８
/ 
９
/１
５
 

H１
８
/ 
９
/３
０
 

H１
８
/１
０
/１
５
 

H１
８
/１
０
/３
０
 

H１
８
/１
１
/１
４
 

H１
８
/１
１
/２
９
 

H１
８
/１
２
/１
４
 

H１
８
/１
２
/２
９
 

H１
９
/ 
１
/１
３
 

H１
９
/ 
１
/２
８
 

H１
９
/ 
２
/１
２
 

H１
９
/ 
２
/２
７
 

H１
９
/ 
３
/１
４
 

H１
９
/ 
３
/２
９
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○アウトライアー基準 

バーゼルⅡにおいて、一定のストレス的な金利変動シナリオを想定した場合にバンキング業務から発生する損失額を試算し、その損失額と広義自己

資本（TierⅠ：基本的項目＋TierⅡ：補完的項目）を比較、その比率が２０％を超える場合、「アウトライアー」と見なされ、リスク量の縮小等対応が求められる

可能性があります。当社では、ストレステストの一環として、月次にてバンキング業務から発生する損失額の計測を行っています。 

下の表は、ストレス的な金利変動シナリオが発生した場合のバンキング業務における損失額の試算結果です。バンキング業務から発生する損失額は、

広義自己資本の８.３％であり、「アウトライアー」と見なされる２０％を大幅に下回っており、バンキング業務におけるリスクが、十分にコントロールが可能

な金額であること（「アウトライアー」に該当しないこと）を示しています。 

当社のマーケットリスク（市場リスク）の大宗を占める金利リスクについては、金利感応度による分析も行っています。下の表は、２００７年３月末時点の

バンキング業務における円金利リスクに関わる金利感応度を期間別に示したものです。 

期間別金利感応度(１０ＢＰＶ) （単位：億円） 

△23 
0 

△38 
15

△26 
0 

△29 
2

△55 
△1 
△36 
△17

△29 
0 

△7 
△20

合計 

　１年以内 

　１年超から５年以内 

　５年超 

平成１７年３月末 
（２００５年３月３１日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 前年比増減 

「アウトライアー基準」試算結果 （単位：億円） 

512 
345 
137 
29

6,213 8.2%平成１９年３月末基準 

うち 円金利の影響 

　ドル金利の影響 

　ユーロ金利の影響 

損失額 広義自己資本 自己資本に対する割合 

（注）上記試算において、貸金・ローンの期前弁済については、過去のデータからお客様の期前償還行動をモデル化し、適切な方法により計測を行っております。 

バンキング業務におけるＶＡＲの年度別推移 （単位：億円） 

103 
161 
101 
125

148 
165 
91 
119

245 
282 
127 
223

+96 
+116 
+35 
+105

年度末日 

最大値 

最小値 

平均値 

平成１６年度（２００４年度） 平成１７年度（２００５年度） 平成１８年度（２００６年度） 前年度比増減 

（注）バンキング業務には、政策保有株式を含みません。 
 
◆バンキング業務のＶＡＲ計測手法 
使用モデル ：分散・共分散法 
定量基準 ：信頼区間 片側９９％、保有期間 １ヶ月、観測期間 １年 
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○トレーディング業務 

平成１８年度（２００６年度）の当社のトレーディング業務における市場リスク量（ＶＡＲ）の状況およびＶＡＲのリスクカテゴリー別内訳は、以下のとおりと

なっています。 

 

〈トレーディング業務のＶＡＲの状況〉 
 

８０ 

７０ 

６０ 

５０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０ 

０ 

（VAR：百万円） 

H１
８
/ 
４
/ 
３
 

H１
８
/ 
４
/１
８
 

H１
８
/ 
５
/ 
３
 

H１
８
/ 
５
/１
８
 

H１
８
/ 
６
/ 
２
 

H１
８
/ 
６
/１
７
 

H１
８
/ 
７
/ 
２
 

H１
８
/ 
７
/１
７
 

H１
８
/ 
８
/ 
１
 

H１
８
/ 
８
/１
６
 

H１
８
/ 
８
/３
１
 

H１
８
/ 
９
/１
５
 

H１
８
/ 
９
/３
０
 

H１
８
/１
０
/１
５
 

H１
８
/１
０
/３
０
 

H１
８
/１
１
/１
４
 

H１
８
/１
１
/２
９
 

H１
８
/１
２
/１
４
 

H１
８
/１
２
/２
９
 

H１
９
/ 
１
/１
３
 

H１
９
/ 
１
/２
８
 

H１
９
/ 
２
/１
２
 

H１
９
/ 
２
/２
７
 

H１
９
/ 
３
/１
４
 

H１
９
/ 
３
/２
９
 

トレーディング業務のＶＡＲの年度別推移 （単位：百万円） 

8 
225 
8 
52

14 
139 
6 
50

13 
72 
8 
31

△1 
△67 
+2 
△19

年度末日 

最大値 

最小値 

平均値 

平成１６年度（２００４年度） 平成１７年度（２００５年度） 平成１８年度（２００６年度） 前年度比増減 

◆トレーディング業務のＶＡＲ計測手法 
使用モデル ：ヒストリカルシミュレーション法 
定量基準 ：信頼区間 片側９９％、保有期間 １日、観測期間 過去１年(２５０営業日)

トレーディング業務のリスクカテゴリー別ＶＡＲの状況 （単位：百万円） 

合　計 

　金利リスク 

　為替リスク 

　株価リスク 

　商品リスク 

14 
15 
2 
ー 
ー 

139 
136 
43 
ー 
ー 

6 
10 
2 
ー 
ー 

50 
51 
14 
ー 
ー 

13 
15 
4 
ー 
ー 

72 
70 
67 
ー 
ー 

8 
5 
0 
ー 
ー 

31 
23 
12 
ー 
ー 

ー 
75% 
39% 
ー 
ー 

平成１７年度（２００５年度） 

年度末日 最大値 最小値 平均値 年度末日 最大値 最小値 平均値 構成比 

平成１８年度（２００６年度） 

（注）最大値および最小値のカテゴリー別／合計のＶAＲは、それぞれ、別々の日となっております。また、リスクカテゴリー別ＶＡＲの単純合計は、相互に一部リスクを打ち消しあうため
合計とは一致しません。 
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○バックテスト 

当社では、ＶＡＲによる市場リスク計測の有効性を確認するため、ＶＡＲと損益を比較するバックテストを定期的に行っています。 

以下のグラフは、トレーディング業務における平成１８年度（２００６年度）の日々のＶＡＲと対応する損益を対比したものです。期間中に損失がＶＡＲを

上回った回数は２回と想定の範囲内であり、内部モデルが十分な精度をもってマーケットリスク（市場リスク）を計測していることを示しています。 

 

〈平成１８年度バックテスト結果（トレーディング業務）〉 

○ストレステスト 

ＶＡＲは、統計的な仮定に基づく市場リスク計測方法であるため、仮定した水準を超えて市場が急激に変動した場合にどの程度の損失を被るかについて

のシミュレーションとして、ストレステストを定期的に行っています。 

ストレステスト手法としては、平成５年（１９９３年）９月以降の最大変動および過去の市場イベント時の市場変動を基に損失額を算出する方法等を実施

しています。 

下の表は、トレーディング業務における、上記手法による最大の損失額の結果です。 

日次損益（百万円） 

VAR（百万円） 

８０ 

６０ 

４０ 

２０ 

０ 

-２０ 

-４０ 

-６０ 

-８０ 
０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ ７０ ８０ 

ストレステストの結果 （単位：百万円） 

333ストレステストによる最大の損失 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 
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○マーケットリスク相当額 

当社では、自己資本比率規制におけるマーケットリスクに対する所要自己資本（マーケットリスク相当額）を算出する方法として、原則として、一般市場

リスクは内部モデル方式、個別リスクは標準的手法を適用しております。また、内部モデル方式は、保有期間をふまえた市場流動性のある特定取引等の

トレーディング取引を対象としております。なお、平成１９年（２００７年）３月末時点で、個別リスクの対象となる取引はありません。 

（注）マーケットリスク相当額の算出に使用した内部モデル方式のVAR計測手法 
使用モデル ：ヒストリカルシミュレーション法 
定量基準 ：信頼区間　片側９９％、保有期間　１０日、観測期間　過去１年(２５０営業日)

◆ＡＬＭ（Asset Liability Management） 
金融機関が、リスクの適正化と収益の極大化を目指して、保有する資産および負債を総合して管理のうえ、それらに内在する金利リスクおよび流動性リスクをコントロール
することです。 

◆ＶＡＲ（Value at Risk） 
市場の動きに対し、一定期間（保有期間）・一定確率（信頼区間）のもとで保有ポートフォリオが被る可能性のある想定最大損失額で、市場リスク量を計測する方法です。ＶＡＲの
金額は保有期間・信頼区間の設定方法、市場の変動の計測手法（計測モデルと呼びます）によって異なります。 

◆トレーディング業務 
特定取引勘定等、市場価格の短期的な変動、市場間の価格差等を利用して利益を得る業務です。 

◆１０ＢＰＶ（Basis Point Value） 
金利感応度の指標で、金利水準が１０ベーシスポイント（＝０.１％）上昇する場合に、保有するポジションの価値（時価評価額）がどれだけ増減するかを示した数値です。きめ細かな
ポジション運営を行うために、金利関連ポジション枠ごとに通常その上限として設定しています。 

◆「アウトライアー基準」におけるストレス的な金利変動シナリオ 
過去６年間の日々の金利データを用い、年次ベースの変動データ（５年分）を作成し、９９％の信頼区間に相当する実際の変動データを金利変動シナリオとしています。 

◆マーケットリスク相当額（内部モデル方式） 
内部モデル方式によるマーケットリスク相当額は、「算出基準日のVAR」と「算出基準日を含む直近６０営業日のVARの平均にバックテストの超過回数により決定される乗数
（３.００から４.００までの値）を乗じた額」のいずれか大きい額です。 

◆個別リスク 
自己資本比率規制におけるマーケットリスク相当額では、市場全体の共通の要素（金利、為替等）の変動により発生するリスクを一般市場リスク、一般市場リスク以外により発生
するリスクを個別リスクとしております。個別リスクの主な要因は、債券や株式等において銘柄固有の信用力や市場流動性等により発生するリスクです。 
 

マーケットリスク相当額 （単位：百万円） 

2，260 
285 
1，975 
1，975 
ー 
ー 
ー 
ー 

2，190 
285 
1，904 
1，904 
ー 
ー 
ー 
ー 

マーケットリスク相当額 

内部モデル方式 

標準的手法 

　外国為替リスク・カテゴリー 

　　うち　オプション取引 

　金利リスク・カテゴリー 

　株式リスク・カテゴリー 

　コモディティリスク・カテゴリー 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在）基準 

連結 単体 
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オペレーショナルリスク 

（16）オペレーショナルリスク管理について   

基本的な考え方 

当社では、オペレーショナルリスクを「内部プロセス・人・システムが不適切であることもしくは機能しないこと、または外生的事象が生起すること

から当社に生じる損失にかかるリスク」と定義しています。 

オペレーショナルリスクについて当社では、システムリスク、事務リスク、法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、規制・制度変更リスク、レピュテー

ショナルリスクの各リスクを含む幅広いリスクと考え、それぞれにリスク管理部署を定め管理を行っています。また、「オペレーショナルリスク管理の基本

方針」に則り管理態勢を整備する一方、オペレーショナルリスク管理委員会においてリスク全体の状況をモニタリングするとともに、重要な個別事案に

ついても審議しています。さらに、オペレーショナルリスクの各リスク管理部署による施策に加え、横断的な管理として、リスク事象の記録、損失データの

収集、統制自己評価（※）の実施、オペレーショナルリスク量の計測等を実施しています。 

このように、統制自己評価の実施やオペレーショナルリスク量の計測を通じて、金融業務の高度化・多様化、およびシステム化等の進展に伴い生じる

さまざまなオペレーショナルリスクを、適切に特定、評価・計測、モニタリング、コントロール、削減するための管理手法・管理態勢の整備・強化に取り

組んでいます。 

 

当社グループ会社のオペレーショナルリスク管理 

当社は、当社グループにおける統制自己評価の実施やオペレーショナルリスク量の計測を通じて、当社グループのオペレーショナルリスクを一元的に

把握・管理しています。 

なお、当社が経営管理するグループ会社にかかるオペレーショナルリスク管理を行うに際しては、各社のオペレーショナルリスクの規模・性質等に応じた

管理方法を適用しています。 

 

バーゼルⅡにかかる対応の状況 

平成１９年（２００７年）３月末より、バーゼルⅡが実施され、オペレーショナルリスクが対象に追加されました。当社グループでは、自己資本比率規制に

おけるオペレーショナルリスクに対する所要自己資本（オペレーショナルリスク相当額）を算出する方法として、粗利益配分手法を用いています。具体的

には、粗利益を業務区分に配分した上で当該業務区分に応じて定められた掛目を乗じて得た額を合計して算出する方法です。 

 

※統制自己評価（コントロール・セルフ・アセスメント） 

業務に内在するリスクを特定し、管理を行ってもなお残存するリスクを評価・把握した上で、必要なリスク削減策を策定し実行していく自律的なリスク

管理手法。 
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（18）株式等エクスポージャーの状況 
（Ａ）連結貸借対照表計上額 

（注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式および外国株式のみを表示しています。  

上場株式等エクスポージャー 

上記以外の株式等エクスポージャー 

合計 

連結貸借対照表計上額 時価 

4,102 
122 
4,225

4,102 
122 
4,225

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（B）連結会計年度中に売却した株式等エクスポージャー 

（注）連結損益計算書の株式等売却損益の計数を表示しています。 

株式等エクスポージャーの売却 

売却損益 売却益 売却損 

208206 1

平成１８年度（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

（単位：億円） 

（単位：億円） 

（C）連結会計年度中に償却した株式等エクスポージャー 

（注）連結損益計算書の株式等償却の計数を表示しています。 

株式等エクスポージャーの償却 

償却損 

12

平成１８年度（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

（単位：億円） 

（E）連結貸借対照表および連結損益計算書で認識されない評価損益の額 

（注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式および外国株式のみを表示しています。 

株式等エクスポージャー 

差額  評価益 評価損 

ー ー ー 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（単位：億円） 

（注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式および外国株式のみを表示しています。 

株式等エクスポージャー 

評価差額  評価益 評価損 

2,2102,197 13

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（単位：億円） （D）連結貸借対照表で認識され、かつ連結損益計算書で認識されない評価損益の額 

（F）ポートフォリオ区分別株式等エクスポージャー 

ＰＤ／ＬＧＤ方式  

マーケット・ベース方式（簡易手法適用分） 

マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分） 

経過措置適用分  

合計  

99 
71 
ー 

4,135 
4,307

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（単位：億円） 

株式等エクスポージャー 

（17）株式等エクスポージャーに関するリスク管理について   

株式等エクスポージャーのリスク管理については、デフォルトリスクを信用リスク管理の枠組みで、価格変動リスクを市場リスク管理の枠組みで管理する

態勢としています。また、会計上の株式等の評価については、時価のあるもののうち国内株式については決算日前１ヵ月の市場価格の平均等、それ以外に

ついては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法または

償却原価法により行っています。 
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247,231 
130,141 

ー 
15,367 

ー 
4,904 
98,383 

ー 
110 
ー 

8,047 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

4,522 
ー 

353,206 
ー 

353,206 
ー 
ー 
ー 

84,991 
ー 
390 
1,500 

182,200 
42,700 
139,500 
269,082 
269,082 

ー 
ー 
981 

621,307 
2,933,153 
192,965 
3,126,118 
27,381 
2,190 

289,041 
23,123 
538,400 
3,980,942 
15.60％ 
8.87％ 

平成１９年３月末 
（２００７年３月３１日現在） 

基本的項目 

(TierⅠ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補完的項目 

(TierⅡ) 

 

 

 

 

 

 

 

準補完的項目 

(TierⅢ) 

控除項目 

自己資本額 

リスク・アセット等 

 

 

 

 

 

 

 

 

単体自己資本比率（国際統一基準）＝（Ｆ）／（Ｍ）×１００    

TierⅠ比率　＝（Ａ）／（Ｍ）×１００   

資本金   

　うち非累積的永久優先株  

新株式申込証拠金   

資本準備金   

その他資本剰余金   

利益準備金   

その他利益剰余金   

その他   

自己株式（△）   

自己株式申込証拠金   

社外流出予定額（△）   

その他有価証券の評価差損（△）   

新株予約権   

営業権相当額（△）   

のれん相当額（△）   

企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△） 

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額（△）   

内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当金を上回る額の５０％相当額（△）   

繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額）   

繰延税金資産の控除金額（△）   

計  （Ａ） 

　うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （Ｂ） 

　　　TierⅠに対する割合＝（Ｂ）／（Ａ）×１００  

　　海外ＳＰＣの発行する優先出資証券  

その他有価証券の連結貸借対照表計上額から帳簿価額を控除した額の４５％相当額   

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額   

一般貸倒引当金   

内部格付手法採用行において、適格引当金が期待損失額を上回る額   

負債性資本調達手段等   

　うち永久劣後債務  

　うち期限付劣後債務および期限付優先株  

計   

　うち自己資本への算入額 （Ｃ） 

短期劣後債務   

　うち自己資本への算入額 （Ｄ） 

控除項目  （Ｅ） 

（Ａ）＋（C）＋（D）－（Ｅ）  （Ｆ） 

資産（オン・バランス）項目   

オフ・バランス取引等項目   

信用リスク・アセットの額  （Ｇ） 

マーケット・リスク相当額に係る額（（I）／８％）  （Ｈ） 

（参考）マーケット・リスク相当額  （Ｉ） 

オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（K）／８％）  （Ｊ） 

（参考）オペレーショナル・リスク相当額  （Ｋ） 

フロア調整額 （Ｌ） 

計（（Ｇ）＋（Ｈ）＋（Ｊ）＋（Ｌ））  （Ｍ） 

 

（単位：百万円） 

（1）単体自己資本比率総括表 
〈国際統一基準〉 

（注）１．上記は銀行法第１４条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適切であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示
第１９号。以下、「告示」という。）に基づいて算出したものであり、国際統一基準を採用した、単体ベースの計数となっています。 

２．当社の単体自己資本比率の算定に関して、「自己資本比率の算定に関する合意された手続による調査業務を実施する場合の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査
委員会報告第３０号）に基づき、監査法人による合意された手続による調査業務を受けています。なお、これは、当社の財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。    

３．平成１９年３月３１日における当社の「繰延税金資産の純額に相当する額」は１８,８０４百万円であり、「繰延税金資産の算入上限額」は１０５,９６１百万円です。       
４．「フロア調整額」は旧所要自己資本の額に告示に定める率を乗じて得た額が新所要自己資本の額を上回る額に１２．５倍を乗じて得た額です。当社は旧所要自己資本の額に
告示に定める率を乗じて得た額が新所要自己資本を上回っているため、当該上回った額をリスク・アセット等に加えています。        

 

単体自己資本比率 
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自己資本 

（2）ポートフォリオ区分別単体所要自己資本額 

3,345 
3,200 
2,177 
51 
90 
177 
99 
9 
68 
399 
14 
24 
ー 
360 
187 
114 
2 
41 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 41 
 104 
21 
19 
ー 
ー 
19 
ー 
ー 
2 

231 
3,184 

（単位：億円） 

85,212 
79,855 
30,442 
30,076 
4,084 
4,632 
2,801 
145 
1,685 
4,429 
107 
71 
ー 

4,250 
676 
5,514 

 
515 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 515 
 4,841

信用リスク     

　内部格付手法      

　　事業法人向け     

　　ソブリン向け     

　　金融機関等向け     

　　リテール向け     

　　　居住用不動産向け    

　　　適格リボルビング型リテール向け    

　　　その他リテール向け    

　株式等     

　　ＰＤ／ＬＧＤ方式    

　　マーケット・ベース方式（簡易手法適用分）    

　　マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分）    

　　経過措置適用分    

　信用リスクアセットのみなし計算     

　証券化     

　その他     

標準的手法      

　　政府等向け     

　　金融機関等向け 

　　法人等向け   

　　抵当権付住宅ローン     

　　証券化     

　　その他 

　その他資産     

マーケット・リスク     

　標準的方式      

　　金利リスク     

　　株式リスク     

　　外国為替リスク     

　　コモディティリスク     

　　オプション取引     

　内部モデル方式      

オペレーショナル・リスク（粗利益配分手法）      

単体総所要自己資本額    

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

EAD 所要自己資本額 

14.34%  
7.93%  
3,577  
2,897  
9  

6,465  
45,077 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

単体自己資本比率   

　TierⅠ 比 率  

TierⅠ   

TierⅡ   

控除項目   

自己資本額   

リスク・アセット等 

（単位：億円） 〈参考〉バーゼルⅠベース　単体自己資本比率　（国際統一基準） 

（注）１．ＥＡＤ：デフォルト時エクスポージャー 
２．ＰＤ：デフォルト率 
３.ＬＧＤ：デフォルト時損失率      
４．所要自己資本額：信用リスクにおいては信用リスク・アセット額に８％を乗じた額と期待損失額と資本控除額の和、マーケット・リスクにおいてはマーケット・リスク相当額、
オペレーショナル・リスクにおいてはオペレーショナル・リスク相当額       

５.単体総所要自己資本額：自己資本比率算出上の分母に８％を乗じた額  
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信用リスク 

（3）信用リスクの状況 

信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーおよび証券化エクスポージャーを除きます。 

○信用リスクに関するエクスポージャーの状況  

（A）地域別内訳 （単位：億円） 

（注）１.適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 
２.非居住者分は海外に含みます。 

国内   

海外   

　アジア  

　中南米  

　北米  

　東欧 

　西欧 

　その他  

適用除外分 

合計  

有価証券 合計 貸出金・コミットメント・ 
OTCデリバティブ以外のオフバランス 

OTC 
デリバティブ その他 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（B）業種別内訳 （単位：億円） 

（注）１.適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 
２.その他には海外分及び非居住者分を含みます。 

製造業  

建設業  

不動産業  

各種サービス業  

卸売・小売業  

金融・保険業  

個人  

その他  

適用除外分  

合計 

貸出金・コミットメント・ 
OTCデリバティブ以外のオフバランス 有価証券 ＯＴＣ 

デリバティブ その他 合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（C）期間別内訳 （単位：億円） 

１年未満  

１年以上３年未満  

３年以上５年未満  

５年以上  

その他  

適用除外分  

合計 

貸出金・コミットメント・ 
OTCデリバティブ以外のオフバランス 有価証券 ＯＴＣ 

デリバティブ その他 合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

52,305 
189 
25 
80 
61 
0 
15 
5 

                        
52,495

15,174 
2,645 
17 
33 

1,520 
ー 

1,073 
ー 
        

17,820

204 
71 
2 
ー 
33 
ー 
35 
0 

        
275

2,616 
416 
0 
0 
3 
ー 
412 
ー 
515 
3,547

70,301 
3,322 
46 
114 
1,619 
0 

1,537 
5 

515 
74,139

5,567 
1,256 
8,818 
4,181 
2,576 
13,295 
6,587 
10,212 

                        
52,495

2,520 
150 
642 
487 
238 
2,087 
ー

11,692 
        

17,820

0 
ー 
ー 
ー 
ー 
275 
ー 
0 

        
275

260 
ー 
ー 
40 
42 

2,651 
31 
5 

515 
3,547

8,348 
1,407 
9,460 
4,708 
2,858 
18,310 
6,618 
21,911 
515 

74,139

22,308 
9,514 
8,808 
11,863 

ー 
  

52,495

813 
3,458 
1,664 
11,884 

ー 
 

17,820

66 
55 
52 
101 
ー 
  

275

2,987 
4 
5 
35 
ー 
515 
3,547

26,176 
13,032 
10,530 
23,884 

ー 
515 

74,139
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○３ヵ月以上延滞エクスポージャーまたはデフォルトしたエクスポージャーの状況  

（D）地域別内訳 （単位：億円） 

（注）１.適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。  
２.非居住者分は海外に含みます。 

国内   

海外   

　アジア  

　中南米  

　北米  

　東欧 

　西欧  

　その他  

適用除外分  

合計 

貸出金・コミットメント・ 
OTCデリバティブ以外のオフバランス 有価証券 ＯＴＣ 

デリバティブ その他 合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（E）業種別内訳 （単位：億円） 

（注）１.適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 
２.その他には海外分および非居住者分を含みます。 

製造業 

建設業 

不動産業 

各種サービス業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

個人 

その他  

適用除外分  

合計 

貸出金・コミットメント・ 
OTCデリバティブ以外のオフバランス 有価証券 ＯＴＣ 

デリバティブ その他 合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（単位：億円） 

期首残高 

当期増加額 

当期減少額 

期末残高 

期首残高 

当期増加額 

当期減少額 

期末残高 

期首残高 

当期増加額 

当期減少額 

期末残高 

期首残高 

当期増加額 

当期減少額 

期末残高 

一般貸倒引当金 

 

 

 

個別貸倒引当金 

 

 

 

特定海外債権引当勘定 

 

 

 

合計 

256 
224 
256 
224 
45 
242 
45 
242 
3 
1 
3 
1 

305 
469 
305 
469

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

○貸倒引当金等の状況  

（F）貸倒引当金の期末残高および期中の増減額 

1,607 
16 
16 
0 
ー 
ー 
ー 
ー 

                        
1,624

80 
13 
341 
116 
40 
384 
102 
545 
   

1,624

0 
0 
0 
0 
0 
3 
ー 
9 
 

13

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
ー 

0 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
1 
0 
ー 
1

80 
13 
341 
116 
40 
388 
103 
555 
ー 

1,639

13 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 

13

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
ー 

1 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
1

1,622 
16 
16 
0 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

1,639
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（注）１．適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 
２．平成１９年３月末は適用初回であることから、増減については記載していません。 

国内 

　製造業 

　建設業 

　不動産業 

　各種サービス業 

　卸売・小売業 

　金融・保険業 

　個人 

　その他 

海外 

適用除外分 

合計 

242 
14 
ー 
3 
2 
0 

213 
5 
2 
0 
0 

242 
 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（G）個別貸倒引当金の地域別および業種別の内訳 （単位：億円） 

○標準的手法が適用されるエクスポージャーの状況 

（I）リスク・ウェイトの区分別信用リスク削減効果適用後の残高 （単位：億円） 

 

 

 

リスク・ウェイト 
 

 

 

 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

オン・バランス 合計 オフ・バランス 

（注）オフ・バランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。  

（注）１．適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 
２．その他には海外分及び非居住者分を含みます。 

製造業 

建設業 

不動産業 

各種サービス業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

個人 

その他 

適用除外分 

合計 

ー 
ー 
ー 
33 
0 
ー 
2 
0 
ー 
36

平成１８年度（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

（H）貸出金償却額の業種別の内訳 （単位：億円） 

０% 

１０% 

２０% 

３５% 

５０% 

１００% 

１５０% 

３５０%

ー 

（単位：億円） 

資本控除の額 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（J）資本控除の額 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
515 
ー 
ー 
515

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
515 
ー 
ー 
515
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○内部格付手法が適用されるエクスポージャーの状況 

（K）リスク・ウェイト区分別スロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権残高 

552 
1,643 
572 
232 
91 
75 
101 
458 
3,728

（単位：億円） 

５０% 

７０% 

９０% 

９５% 

１１５%  

１２０%  

１４０%  

２５０%

３００% 

４００%

 

 

 

リスク・ウェイト 
 

 

 

 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

ー 
71 
71

（単位：億円） 

リスク・ウェイト 
 

合計 

（L）リスク・ウェイト区分別マーケット・ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー残高 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（注）簡易手法が適用される株式等エクスポージャーのうち、上場株式について３００％、非上場株式については４００％のリスク・ウェイトを適用しています。 

（M）資産区分別・格付区分別ポートフォリオ（事業法人等向け） （単位：億円、％） 

24,304 
13,922 
8,860 
1,522 
21,968 
21,913 
38 
16 

3,697 
3,675 
22 
ー 
107 
71 
35 
0 

50,078 
39,582 
8,956 
1,539

2,408 
1,554 
809 
44 

8,107 
8,107 
ー 
ー 
386 
379 
7 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

10,903 
10,041 
816 
44

47.36  
33.90  
76.58  
ー  
1.70  
1.61  
72.46  
ー  

25.32  
25.31  
26.63  
ー 

155.13  
104.13  
259.48  

ー  
23.56  
13.77  
77.08  
ー 

26,713 
15,476 
9,670 
1,567 
30,076 
30,021 
38 
16 

4,084 
4,055 
29 
ー 
107 
71 
35 
0 

60,981 
49,624 
9,773 
1,584

事業法人向け   

　投資適格ゾーン  

　非投資適格ゾーン  

　デフォルト  

ソブリン向け   

　投資適格ゾーン  

　非投資適格ゾーン  

　デフォルト  

金融機関向け   

　投資適格ゾーン  

　非投資適格ゾーン  

　デフォルト  

PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー 

　投資適格ゾーン  

　非投資適格ゾーン  

　デフォルト  

合計   

　投資適格ゾーン  

　非投資適格ゾーン  

　デフォルト  

6.59  
0.12  
1.79  

100.00  
0.06  
0.01  
0.43  

100.00  
0.13  
0.13  
0.66  
ー 

0.77  
0.08  
1.76  

100.00  
2.93  
0.05  
1.79  

100.00 

43.16  
45.01  
40.34  
42.19  
44.91  
44.91  
45.00  
45.00  
45.00  
45.00  
44.33  
ー 

90.00  
90.00  
90.00  
90.00  
44.23  
45.02  
40.54  
42.23 

EAD加重平均 
PD（%） 

EAD加重平均 
LGD（%） 

EAD加重平均 
リスク・ウェイト（%） 

EAD 
（億円） オン・バランス オフ・バランス 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（注）１．投資適格ゾーンには、債務者格付１６段階※のうち、上位５段階（Ａ１～Ｂ２）の債務者に対するエクスポージャーを計上しています。 
※Ａ１～Ａ３、Ｂ１、Ｂ２、Ｃ１～Ｃ３、Ｄ１～Ｄ３、Ｅ１、Ｅ２、Ｆ１、Ｇ１、Ｈ１の１６段階。 

２．デフォルトには、銀行法施行規則第１９条の２および同３の定めに該当する債務者に対するエクスポージャーを計上しています。 
３．非投資適格ゾーンには、上記１および２に該当しない債務者に対するエクスポージャーを計上しています。 
４.事業法人向けにはスロッティング・クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。 
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（N）資産区分別・格付区分別ポートフォリオ（リテール向け） （単位：億円、％） 

居住用不動産向け 

　非デフォルト 

　デフォルト  

適格リボルビング型リテール向け 

　非デフォルト 

　デフォルト 

その他リテール向け 

　非デフォルト 

　デフォルト  

合計 

　非デフォルト 

　デフォルト  

EAD 
加重平均 
PD 
（%） 

EAD 
加重平均 
LGD 
（%） 

EAD 
加重平均 
ELdefault 
（%） 

EAD加重 
平均リスク・ 
ウェイト 
（%） 

EAD 
（億円） 

オン・バランス オフ・バランス 

コミットメント 
の未引出額 

未引出額に 
乗ずる掛目の 
加重平均値 
（%)

 47.68 
47.81 
3.28 
73.11 
73.33 
5.12 
48.49 
49.14 
3.84 
48.77 
49.09 
3.72

1.10 
0.81 

100.00 
2.84 
2.52 

100.00 
2.41 
1.00 

100.00 
1.63 
0.93 

100.00

0.13 
ー 

44.52 
0.22 
ー 

68.22 
0.74 
ー 

51.72 
0.35 
ー 

50.16

35.78 
35.76 
41.05 
48.48 
48.43 
63.94 
33.73 
33.53 
48.00 
35.43 
35.35 
46.49

2,801 
2,792 
8 

145 
145 
0 

1,685 
1,661 
23 

4,632 
4,599 
32

2,801 
2,792 
8 
98 
97 
0 

1,662 
1,638 
23 

4,561 
4,529 
31

ー 
ー 
ー 
47 
47 
0 
23 
22 
0 
70 
70 
0

ー 
ー 
ー 
272 
272 
0 
1 
0 
0 

274 
273 
0

ー 
ー 
ー 

17.52 
17.49 
63.35 
100.00 
100.00 
100.00 
17.92 
17.73 
92.16

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

 
758 
ー 
0 
14 
772

（単位：億円） 

資産クラス 

　事業法人等 

　居住用不動産 

　適格リボルビング 

　その他リテール 

合計 

平成１８年度（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

（O）エクスポージャー別損失の実績値 

実績値 

 
806 
14 
3 
20 
843

 
758 
ー 
0 
14 
772

（単位：億円） 

資産クラス 

　事業法人等 

　居住用不動産 

　適格リボルビング 

　その他リテール 

合計 

平成１８年度（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

推計値 実績値 

（P）エクスポージャー別損失の推計値と実績値の対比 

（注）１.資産クラス別の実績値については、平成１８年度（２００６年４月～２００７年３月）より蓄積を開始しています。 
２.実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要
管理先）の合計額です。 

（注）１.推計値は、平成１９年３月末の期待損失額です。  
２.資産クラス別の期待損失額は、平成１９年３月末基準より推計を開始しています。 
３.資産クラス別の実績値については、平成１８年度（２００６年４月～２００７年３月）より蓄積を開始しています。 
４.実績値は、当該期間の無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損、および当該期末の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金（うち要
管理先）の合計額です。 
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信用リスク削減手法 

169 
169 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
169

725 
168 
557 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
725

120 
120 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
120

6,207 
5,386 
819 
1 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

6,207

5,192 
4,928 
262 
1 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

5,192

（単位：億円） 

内部格付手法 

　事業法人向け 

　ソブリン向け 

　金融機関等向け 

　リテール向け 

　　居住用不動産向け 

　　適格リボルビング型リテール向け 

　　その他リテール向け 

　その他 

標準的手法 

　ソブリン向け 

　金融機関等向け 

　法人等向け 

　抵当権付住宅ローン 

　証券化 

　その他 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

金融資産適格担保 物的資産適格担保 保証 合計 クレジット・デリバティブ 

派生商品取引等の取引相手のリスク 

（5）派生商品取引等の取引相手のリスクの状況 
（A）派生商品取引等の状況 

46 
231 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
 

278

49 
321 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
 

371

95 
553 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
373 
ー 
275

（単位：億円） 

外国為替関連取引 

金利関連取引 

金関連取引 

株式関連取引 

貴金属（金を除く）関連取引 

その他のコモディティ関連取引 

クレジット・デリバティブ取引 

適用除外分 

一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果(△)    

ＣＳＡ取引における信用リスク削減手法効果勘案(△)    

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

グロス再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 

（注）１．与信相当額の算出方法はカレントエクスポージャー方式を用いています。 
２．適用除外分は、信用リスク・アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位または資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。 

（4）ポートフォリオ区分別信用リスク削減手法  

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの状況は以下のとおりです。 
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（C）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本 

 
200 
ー 
ー 
ー 
200 
ー 

（単位：億円） 

 

プロテクションの購入 

プロテクションの提供 

プロテクションの購入 

プロテクションの提供 

プロテクションの購入 

プロテクションの提供 

クレジット・デリバティブの種類 

　クレジット･デフォルト･スワップ 

 

　トータル･リターン･スワップ 

 

合計 

 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

想定元本額 

（注）合計のうち、信用リスク削減手法として用いたクレジット・デリバティブは以下のとおりです。 

200

（単位：億円） 

信用リスク削減手法として用いた 

クレジット・デリバティブ 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（B）信用リスク削減手法適用額（種類別） 

ー 
ー 
ー 
ー 

（単位：億円） 

適格金融資産担保 

適格資産担保 

保証・その他 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 
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○流動化プログラム（ABL/ABCP）のスポンサーとしての証券化エクスポージャー  

（C）原資産の種類別の情報 

（B）保有する証券化エクスポージャーに関する情報 

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高及び所要自己資本の額〉 （単位：億円） 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
450 
ー 
ー 
ー 
450

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

20 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
20 
 

20 
ー 
ー 
450 
ー 
ー 
ー 
471 
 

～２０％ 

～５０％ 

～１００％ 

～２５０％ 

～６５０％ 

６５０％超 

 

 

リスク・ウェイト 
 

 

 

自己資本控除の額 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン その他 合計 

（単位：億円） 

 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 

 
1,490 
8 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 

 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 

 
ー 
ー 
ー 
143 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 

 
1,490 
8 
ー 
143 
ー 
ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 

資産譲渡型証券化取引 

　原資産の額 

　　うち、デフォルトしたエクスポージャーの額（注２） 

　当期の損失額（注１）（注２） 

　当期に証券化を行ったエクスポージャーの額（注１） 

　当期中に認識した売却損益の額（注１） 

　早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 

合成型証券化取引にかかるエクスポージャー 

　原資産の額 

　　うち、デフォルトしたエクスポージャーの額（注３） 

　当期の損失額（注１）（注３） 

　当期に証券化を行ったエクスポージャーの額（注１） 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン その他 合計 

〈証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額〉 （単位：億円） 

ー 45 ー ー 45証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン その他 合計 

〈自己資本比率告示附則第１５条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円） 

ー 自己資本比率告示附則第１５条により算出される信用リスク・アセットの額 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（単位：億円） 

ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 

原資産の額 

　うち、デフォルトしたエクスポージャーの額（注２） 

 原資産に関する想定損失額（注３） 

 当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン その他 合計 

（注）１．流動化プログラム（ABL/ABCP)のスポンサーとしての証券化エクスポージャーのうち、お客様の保有する資産の流動化において、スポンサー以外の立場で証券化エクスポー
ジャー（ABS、信託受益権等、転売可能な形態）を取得した場合は、投資家に分類しています。 

２．デフォルトしたエクスポージャーの額は、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。 
３．原資産に関する損失額につきましては、基準日時点の残高および自己資本比率の算出に使用されるパラメータを用いた原資産に関する想定損失額を記載しています。
なお、当社は、当該証券化エクスポージャーを保有していないため、当社保有部分に係る当期の損失は発生していません。 

（注）１.当期とは、平成１８年度（２００６年４月～２００７年３月）を示します。 
２．資産譲渡型証券化取引の「うち、デフォルトしたエクスポージャーの額」および「当期の損失額」については、当該取引におけるデフォルト定義等をベースに記載しています。 
３．合成型証券化取引の「うち、デフォルトしたエクスポージャーの額」および「当期の損失額」については、個別契約上の定義をベースに損失として認識された額を記載して
います。 

（6）証券化エクスポージャーの状況   
○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー 

（A）原資産の種類別の情報 

証券化エクスポージャー  

所要自己資本額 

0 
ー 
ー 
65 
ー 
ー 
ー 
65
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（D）保有する証券化エクスポージャーに関する情報 

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高および所要自己資本の額〉 （単位：億円） 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

～２０％ 

～５０％ 

～１００％ 

～２５０％ 

～６５０％ 

６５０％超 

 

 

リスク・ウェイト 
 

 

 

自己資本控除の額 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン その他 合計 

〈自己資本比率告示附則第１５条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円） 

ー 自己資本比率告示附則第１５条により算出される信用リスク・アセットの額 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

○投資家としての証券化エクスポージャー 

（E）保有する証券化エクスポージャーに関する情報 

〈リスク・ウェイト区分別・原資産種類別の残高および所要自己資本の額〉 （単位：億円） 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
 

995 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
995

2,350 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

2,350 
 

1,475 
221 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

1,697

4,821 
221 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

5,043

40 
7 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
48 
 

～２０％ 

～５０％ 

～１００％ 

～２５０％ 

～６５０％ 

６５０％超 

 

 

リスク・ウェイト 
 

 

 

自己資本控除の額 

合計 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン その他 合計 

〈自己資本比率告示附則第１５条により算出される信用リスク・アセットの額〉 （単位：億円） 

ー 自己資本比率告示附則第１５条により算出される信用リスク・アセットの額 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

なおこの他、告示第２６８条にかかる適格なサービサー・キャッシュ・アドバンスの信用供与枠のうち、所要自己資本が賦課されない未実行部分があり、

平成１９年（２００７年）３月末における残高は４０７億円です。 

所要自己資本額 

所要自己資本額 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
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株式等エクスポージャー 

（7）株式等エクスポージャーの状況 
（Ａ）貸借対照表計上額 

（注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式および外国株式のみを表示しています。 

上場株式等エクスポージャー 

上記以外の株式等エクスポージャー 

合計 

貸借対照表計上額 時価 

4,094 
248 
4,343

4,094 
248 
4,343

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（B）会計年度中に売却した株式等エクスポージャー 

（注）損益計算書の株式等売却損益の計数を表示しています。  

株式等エクスポージャーの売却 

売却損益 売却益 売却損 

201199 1

平成１８年度（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

（単位：億円） 

（単位：億円） 

（D）貸借対照表で認識され、かつ損益計算書で認識されない評価損益の額 

（注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式および外国株式のみを表示しています。  

株式等エクスポージャー 

評価差額  評価益 評価損 

2,2022,189 13

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（単位：億円） 

（C）会計年度中に償却した株式等エクスポージャー 

（注）損益計算書の株式等償却の計数を表示しています。  

株式等エクスポージャーの償却 

償却損 

12

平成１８年度（２００６年４月１日から２００７年３月３１日まで） 

（単位：億円） 

（E）貸借対照表および損益計算書で認識されない評価損益の額 

（注）株式等エクスポージャーのうち、日本株式および外国株式のみを表示しています。  

株式等エクスポージャー 

差額  評価益 評価損 

ー ー ー 

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（単位：億円） 

（F）ポートフォリオ区分別株式等エクスポージャー 

ＰＤ／ＬＧＤ方式  

マーケット・ベース方式（簡易手法適用分） 

マーケット・ベース方式（内部モデル手法適用分） 

経過措置適用分  

合計  

107 
71 
ー 

4,250 
4,429

平成１９年３月末（２００７年３月３１日現在） 

（単位：億円） 
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主な商品 本項目は、販売用資料ではございません。ご購入等にあたりましては、お近くの本支店までお問い合わせください。

商　品 特　徴
お預け入れ
単位

お預け入れ
期間

配当率変
動の有無

元本
保証

預金
保険

２年
５年

自由

固定

変動

○ ○

変動

変動

変動

１ヵ月
以上

１年
以上

１・２・５年
以上

１００万円以上
１円単位

１０万円以上
１万円単位

１０万円以上
１万円単位

５千円以上
１円単位

○ ○変動

５年以上、
２５年以内
でお客さ
まがご指
定された
期間

原則として
２,０００万円以上
１円単位

●個人、法人でお取り扱いが異なる場合があります。
●○印はその事項に該当する商品であることを示しています。

信託商品

着実な予定配当率の実現をめざす実績配当型の金銭信託です。

実績配当ですがお預け入れ時に予定配当率をご明示します。

金利環境に応じた安定配当をめざす実績配当型の金銭信託です。

お引き出し､預け替えは1円単位でいつでも可能です。

1ヵ月の据置期間が過ぎれば､必要なときに必要なだけお引き

出しでき、短期運用に効率的です。

※２００７年６月２９日をもちまして新規お取扱いを取りやめております。

1年の据置期間が過ぎれば､必要なときに必要なだけお引き出し

できます。

※２００７年６月２９日をもちまして新規お取扱いを取りやめております。

ご資金のお預け期間やお引き出しの期間を､ご希望や目的に合わ

せて決められます。

契約もしくは遺言で金銭信託を設定し、ご本人もしくは特定の

受益者に対して、元本範囲内のあらかじめ設定した金額を定期的

にお支払いする信託商品です。

信託期間は５年以上２５年以内、最低受託金額は２,０００万円です。

実績配当型の金銭信託

「貯蓄の達人」

実績配当型の金銭信託

「オールウェイズ」

ヒット

スーパーヒット

金銭信託

財産承継信託

１０万円以上
１円単位

２年
５年

変動 ○

○ ○

○

変動
２年
５年

１万円以上
１万円単位

１万円以上
１万円単位

半年複利計算で収益配当金・元本ともに満期時に一括お受け取り。

募集締切日から１年経過していない場合は中途換金できません。

※２００６年３月２０日をもちまして新規お取扱い、ならびに自動継続を

含む継続を取りやめております。

半年ごとの収益配当金を、そのつどお受け取りになれます。募集

締切日から１年経過していない場合は中途換金できません。

※２００６年３月２０日をもちまして新規お取扱い、ならびに自動継続を

含む継続を取りやめております。

ビッグ

貸付信託

（収益分配型）

金融商品勧誘方針
当社は、次の５項目を遵守し、お客さまに対して金融商品の適正な勧誘を行います。
１.お客さまの知識や経験及び財産状況に応じた、適切な金融商品をお勧めいたします。
２.お客さまご自身の判断でお取引きいただくため、商品内容やリスク内容など重要な事項を十分にご理解していただける
よう、説明に努めます。

３.断定的判断を申し上げたり、事実でない情報を提供するなど、お客さまの誤解を招くような勧誘は行いません。
４.お客さまにとって不都合な時間帯やご迷惑な場所などで勧誘を行うことはいたしません。
５.本勧誘方針に沿った適正な勧誘を行うために、研修体制の充実や社内ルールの整備などに努めます。
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貯蓄の達人についてのご留意事項
●預金と異なり当社による元本補てん、利益の補足はありません。●預金保険の対象ではありません。●運用対象資産の市場価格（金利等）の変動、

運用先の信用状況悪化により元本割れが生じる可能性があります。●予定配当率はこれを保証するものではありません。●中途解約は原則としてで

きません。中途解約されたときは、当社所定の解約手数料がかかりますので、お受取り額がお預入れ元本を下回ることがあります。なお一部解約は

できません。●当社の本支店の店頭に表示されている予定配当率（「店頭表示予定配当率」といいます。）は、市場の状況等によって変動します。お申

込みいただいたご契約に係る予定配当率は、信託契約日の店頭表示予定配当率が適用されますので、お申込日の店頭表示予定配当率とは異なる場

合もございます。●販売状況によりましては、一時的な販売制限をさせていただくこともございます。

オールウェイズについてのご留意事項
●預金と異なり当社による元本補てん、利益の補足はありません。●預金保険の対象ではありません。●運用対象資産の市場価格（金利等）の変動、

運用先の信用状況悪化により元本割れが生じる可能性があります。●予定配当率はこれを保証するものではありません。●配当率変動型です。●予

定配当率は、原則として毎月6日・16日・26日に見直します。お預入れ時にご確認ください。（信託財産の運用状況や市場金利が変動した場合等に

は、上記以外の日にも予定配当率を変更することがあります。）●一定の事由が生じた場合、解約を制限することがあります。●販売状況によりまし

ては、一時的な販売制限をさせていただくこともございます。

配当率について
ビッグ・貸付信託（収益分配型）の予想配当率や貯蓄の達人・オールウェイズ・金銭信託・ヒット・スーパーヒットの予定配当率はこれを保証するものでは

なく、これらの信託商品は実績配当商品です。

運用について
ビッグでお預かりした信託金は、効率的な運用の観点から貸付信託（収益分配型）で運用します。（下図の通り）

ビッグ → 貸付信託（収益分配型）

預金保険制度について
預金保険制度とは、金融機関等の破綻等で預金の払戻しができなくなった場合などに、預金者を保護し、また資金決済の確保を図ることによって、

信用秩序の維持に資することを目的とする制度です。預金保険制度の対象金融機関に預金等をすると、預金者、金融機関及び預金保険機構の間で自動

的に保険契約が成立します。

保険の対象となる預金等のうち、「無利息、要求払い、決済サービスを提供できること」の３要件を満たすもの（この要件を満たす預金を決済用預金と

いいます）は全額保護となり、それ以外の預金等については１金融機関ごとに預金者１人あたり元本１,０００万円までとその利息等の合計額が保護されます。

なお、みずほフィナンシャルグループには、みずほ信託銀行、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、資産管理サービス信託銀行の４行があり

ますが、それぞれが預金保険制度の対象金融機関であり、同じ持株会社の傘下銀行であっても独立した金融機関として扱われます。

【預金等の保護の範囲】

（注１）「無利息・要求払い・決済サービスを提供できること」という３要件を満たすものです。
（注２）当分の間、金融機関が合併を行ったり、営業（事業）のすべてを譲り受けた場合には、その後１年間に限り、当該保護金額が１,０００万円の代わりに、

「１,０００万円×合併等に関わった金融機関の数」による金額になります（例えば、２行合併の場合は、２,０００万円）。
（注３）定期積金の給付補てん金、金銭信託における収益の分配等のうち一定の要件を満たすもの等も利息と同様保護されます。

全額保護
元本全額が保護されます。

合算して元本１,０００万円（注２）までとその利息等（注３）を保護
１,０００万円を超える部分は破綻金融機関の財産に応じて支払われます。
（一部カットされることがあります。）

保護対象外
破綻金融機関の財産の状況に応じて支払われます。（一部カットされることがあります。）

預金保険の
対象預金等

外貨預金
譲渡性預金 等

対象外預金等

決済用預金（注１）
当座預金
利息のつかない普通預金 等

決済用預金以外
利息のつく普通預金
定期預金 等
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商　品 特　徴
お預け入れ
単位

お預け入れ
期間

金利変動
の有無

元本
保証

預金
保険

小切手・手形の支払いのための預金です。

暮らしのおサイフがわりとして出し入れができ、給与・年金などの

自動受け取り、公共料金の自動支払いに適しています。

無利息ですが、預金保険制度により全額保護の対象となる普通

預金です。

払出しの２日前に通知が必要です。

納税を目的とした預金です。利息は非課税です。

お預け入れ時に、「最低保証利率」を設定する変動金利定期預金

です。最低保証利率は、６ヵ月ごとの金利見直しの際に必ずこの

利率以上とすることを、お預け入れ時に約束するものです。

ライフプランに合わせてお預け入れ期間が設定できます。満期日

までお預け入れ時点の利率は変わりませんので、確実な運用がで

きます。

まとまった資金を有利に運用できる定期預金です。

資金を米ドル建てで運用。お預け入れ時とお引き出し時の為替の

変動により差益、あるいは差損が生じることもあります。

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

●個人、法人で取り扱いが異なる場合があります。
●○印はその事項に該当する商品であることを示しています。
※決済用預金として全額保護されます。

○

１･３･６ヵ月、
１･２･３･４･５
年、１ヵ月超
５年未満の
期日指定

当座預金

普通預金

普通預金

（無利息型）

通知預金

納税準備預金

パノラマ

（変動金利定期預金）

スーパー定期

大口定期預金

スーパードル

定期預金

１円以上

１円以上

１円以上

５万円以上
１円単位

７日
以上

１円以上

１０万円以上
１円単位

１００円以上
１円単位

１千万円以上
１円単位

５千米ドル
以上

－

変動

－

変動

変動

固定

固定

固定
（米ドル建て）

自由

自由

自由

自由

同上

変動

（ 最低保証 ）利率を設定

３年
５年

１・３・
６ヵ月
１年

銀行預金

米ドル

建て（ ）

※

※

スーパードル定期預金についてのご留意事項
●預金保険の対象ではありません。●米ドル建てでは、当社による元本保証があります。●ただし、為替変動により、お引出し時の円貨額がお預入れ

時の円貨額を下回ることもあります。●また、お預入れ時の円から米ドルへの換算レートは当日のTTSレートを、お引出し時の米ドルから円への換算

レートは当日のTTBレートが適用され、為替変動がない場合でもTTSレートとTTBレートの差（1米ドル当り２円）のご負担が生じますので、お引出し

時の円貨額がお預入れ時の円貨額を下回ることもあります。●原則、中途解約はできません。（当社がやむを得ないと認めた場合は、解約日の外貨流

動性預金利率とします。）
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●○印はその事項に該当する商品であることを示しています。
●非課税のお取り扱いは、財産形成年金貯蓄（定期預金・信託）と財産形成住宅貯蓄（定期預金・信託）の合計で元本５５０万円までとなります。
※１,０００円以上１,０００円単位（臨時積立金、補助金等は１円単位でも可）。ただし、お勤め先ごとに別途定めがある場合があります。

商　品 特　徴

勤労者の財産形成の促進を目的とした定期預金です。スーパー
定期５年もので半年複利計算します。満期時は元利合計にて自動
継続します。利息は２０％分離課税となります。

勤労者の退職後の豊かな生活設計の維持を目的とした定期預金です。
積立はスーパー定期５年もので半年複利計算します。年金として６０歳
から５年以上２０年以内の期間にわたりお受け取りいただきます。なお、
元本５５０万円までは非課税扱いとなります。

勤労者の持家の取得や増改築等の資金づくりを目的とした定期預
金です。スーパー定期５年もので半年複利計算。満期時は元利合
計にて自動継続します。なお、元本５５０万円までは非課税扱いと
なります。

勤労者の財産形成の促進を目的とした信託です。指定金銭信託で
運用し、配当金は２０％分離課税となります。

勤労者の退職後の豊かな生活設計の維持を目的とした信託です。
指定金銭信託で運用し、年金として６０歳から５年以上２０年以内の
期間にわたりお受け取りいただきます。なお、元本５５０万円までは
非課税扱いとなります。

勤労者の持家の取得や増改築等の資金づくりを目的とした信託
です。指定金銭信託で運用し、元本５５０万円までは非課税扱いと
なります。

事業主が勤労者の財産形成を支援するため、一定の資格要件を
満たした財形貯蓄加入者に対し拠出します。この拠出金の元利合計は
７年ごとに勤労者に給付されます。事業主の拠出金は損金扱いとなり、
勤労者が受け取る満期給付金は受け取り時に一時所得となります。

お預け入れ
単位

１,０００円以上
１,０００円単位※

－

お預け入れ
期間

３年
以上

５年
以上

５年
以上

３年
以上

５年
以上

５年
以上

－

金利等変
動の有無

固定

固定

固定

変動

変動

変動

－

元本
保証

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

預金
保険

財産形成貯蓄

財産形成定期預金

財産形成年金
定期預金

財産形成住宅
定期預金

財産形成信託

財産形成年金信託

財産形成住宅信託

財産形成
給付金信託



184

ファンド名（投資信託会社） 特色等 主な
運用地域

主な
運用対象

投資信託

ゴールドマン・サックス・ユーロ・MMF
（ゴールドマン・サックス・マネジメント（アイルランド）リミテッド）

マスターファンドに投資することを通じて高格付けの
ユーロ建て短期金融商品に投資します。

海外 債券

ゴールドマン・サックス・米ドル・MMF
（ゴールドマン・サックス・マネジメント（アイルランド）リミテッド）

マスターファンドに投資することを通じて高格付けの米
ドル建て短期金融商品に投資します。

海外 債券

MHAM グローバル・アクティブ・オープン
（みずほ投信投資顧問）

国や産業にこだわらず、日本を含む世界各国から各産業
の中で競争力のある「戦略的に優位」な成長企業を割り
出し、その中から割安な銘柄に絞り込んで投資します。

海外 株式

MHAM 物価連動国債ファンド
「愛称：未来予想」
（みずほ投信投資顧問）

日本の物価連動国債を主な投資対象とし、将来のインフレ
リスクをヘッジし実質的な資産価値の保全を目指します。

国内 債券

MHAM スリーウェイオープン
（みずほ投信投資顧問）

国内の株式・債券・短期金融資産への適切な資産配分に
より、安定的な成長を目指して投資します。

国内
株式
＋
債券等

聖徳太子 ゴールドマン・サックス
日本バランス・ファンド
（ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント）

マザーファンドを通じて日本の株式および債券に概ね
５０％ずつ分散投資を行い、収益性と安定性を追求する
投資を行います。

国内
株式
＋
債券

損保ジャパン・グリーン・オープン
「愛称：ぶなの森」
（損保ジャパン・アセットマネジメント）

環境問題への取組状況と独自モデルを活用した割安度の
両面から分析し、評価の高い銘柄に投資します。

国内 株式

MHAM TOPIXオープン
（みずほ投信投資顧問）

MHAM TOPIXオープンマザーファンドを通じて、東証株
価指数（TOPIX）に連動する成果を目指して投資します。

国内 株式

ストック インデックス ファンド 225
（大和投資信託）

日経平均株価（２２５種）に連動する成果を目指して投資し
ます。

国内 株式

フィデリティ・日本成長株・ファンド
（フィデリティ投信）

個別企業分析により、成長企業を選定し、利益成長性等と
比較して妥当と思われる株価水準で投資を行います。

国内 株式

GS・日本株ファンド（自動けいぞく）
「愛称：牛若丸（自動けいぞく）」
（ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント）

事業の収益力と成長性、経営陣の質、株価水準の観点か
ら銘柄選択を行い「ニッポンの元気株」に投資します。

国内 株式

GS・日本株ファンド
「愛称：牛若丸」
（ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント）

事業の収益力と成長性、経営陣の質、株価水準の観点か
ら銘柄選択を行い「ニッポンの元気株」に投資します。

国内 株式

JPM日本株・オープン
（JPモルガン・アセット・マネジメント）

安定的な超過収益を追求するため、徹底的な企業調査を
通じて長期的な収益予想を行い、配当割引モデルを通じ
て客観的に割安度を判定して投資します。

国内 株式

PCA米国高利回り社債オープン
（ピーシーエー・アセット・マネジメント）

マザーファンドを通じ、主として米国の高利回り社債に投
資し、高い金利収入の確保とともに証券の値上がり益の
獲得を目指します。

海外 債券

ゴールドマン・サックス毎月分配債券ファンド
「愛称：妖精物語」
（ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント）

マザーファンドを通じ、主として日本を除く世界各国の
債券に分散投資します。

海外 債券

損保ジャパン－TCW・MBSオープン
「愛称：こむぎ畑」
（損保ジャパン・アセットマネジメント）

主として米国の高格付モーゲージ証券（住宅ローンを裏付
けとして発行される有価証券）に投資します。 海外 債券
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ファンド名（投資信託会社） 特色等 主な
運用地域

主な
運用対象

みずほBNY米国バンクローンファンド
（興銀第一ライフ・アセットマネジメント）

「USバンクローンファンド（米ドル建外国投資信託）」およ
び「DIAM高格付インカム・オープン・マザーファンド」へ
の投資を通じ、主に米国企業向け貸付債券（バンクロー
ン）および比較的高金利の期待できる高格付資源国の公
社債に実質的に投資します。

海外
貸付債権
＋
債券

GS新成長国債券ファンド「愛称：花ボンド」※

（ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント）

※当社で定める一定の投資経験のあるお客さまに販売を限定させてただいております。

主として新成長国（運用会社が成長過程にあると判断した
エマージング諸国）の政府等が発行する米ドル建債券に分
散投資します。

海外 債券

ピクテ・グローバル・バランス・オープン
（ピクテ投信投資顧問）

マザーファンドを通じ、主として日本を含む世界各国の株
式と公社債へ投資します。なお、公社債については、原則
として信用度の高い国債（AA格以上）に投資します。

国内
＋
海外

株式
＋
債券

ゴールドマン・サックス米国REITファンド
「愛称：コロンブスの卵」
（ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント）

マザーファンドを通じ、主として米国の証券取引所にお
いて上場されているREIT（不動産投資信託）に分散投資
します。

海外 米国
REIT

MHAM トリニティオープン（毎月決算型）
「愛称：ファンド3兄弟」
（みずほ投信投資顧問）

海外債券、国内株式、国内不動産（J-REIT）の3つの異な
る資産へ分散投資を行い、安定した収益の確保を図ると
ともに、信託財産の中長期的な成長を目指します。

国内
＋
海外

株式
＋
債券
＋

J-REIT

安田外債日本株ファンド
「愛称：ミックスダブルス」
（安田投信投資顧問）

外国債券と日本株式の2つの異なる資産に分散投資を
行い、配当等収益の確保と信託財産の中長期的な成長を
目指します。

国内
＋
海外

株式
＋
債券

損保ジャパン欧州国債オープン（毎月分配型）
「愛称：ヨーロッパ便り」
（損保ジャパン・アセットマネジメント）

ユーロ参加国を中心に欧州各国の信用度の高い国債を主
要投資対象として、アクティブに運用します。

海外 債券

DIAM高格付インカム・オープン（毎月決算コース）
「愛称：ハッピークローバー」
（興銀第一ライフ・アセットマネジメント）

マザーファンドを通じ、主として高格付資源国の公社債へ
投資し、安定した収益の確保と信託財産の中長期的な成
長を目指します。

海外 債券

海外物価連動国債ファンド（為替ヘッジあり）/（為替ヘッジなし）
「愛称：PIファンド（為替ヘッジあり）/（為替ヘッジなし）」
（新光投信）

日本を除く世界主要先進国（アメリカ、イギリス、フラン
ス、イタリア、カナダ、ドイツ）の物価連動国債に主に投資
します。

海外 債券

投資信託に係るご留意事項
●投資信託は預金等ではありません。●投資信託はみずほ信託銀行が運用している商品ではありません。●投資信託はみずほ信託銀行が投信委託会

社から委託を受けて販売している商品です。●投資信託は預金保険の対象ではありません。●みずほ信託銀行でご購入の投資信託は投資者保護基金

の対象ではありません。●投資信託は元本及び利益の保証はありません。●投資信託の運用による利益および損失は、投資信託をご購入のお客さま

に帰属します。 ●投資信託は主として値動きのある有価証券に投資しますので、組入れた有価証券の価格の下落（外貨建て有価証券については為替

変動の影響も受けます）や、それら有価証券の発行体の信用状況の悪化等による影響で基準価額が下落し、投資した元本を割り込むことがあります。

●投資信託には、購入・募集または解約時などに手数料がかかるものや、信託財産留保額が控除されるものがあります。なお、信託報酬等の諸費用が

信託財産から支払われます。●一部の投資信託には、信託期間中に中途解約ができないものや、解約日時があらかじめ制限されているもの等があり

ます。●外貨建てＭＭＦは総販売を行うゴールドマン・サックス・インターナショナルとの販売・買戻契約に基づいて、みずほ信託銀行が日本での販売を

行う商品です。●外貨建てＭＭＦのお買付・ご売却時は円貨での受払いのみのお取扱いとなります。お申込みになる場合に適用される為替レートは、お

買付・ご売却の手続きをする日の東京時間午後3時の外国為替市場（年末年始などは別途定める場合があります）に準じて、みずほ信託銀行が決定した

為替レートを基準とし、以下のスプレッド（乖離）を加減した為替レートといたします。［米ドル建てＭＭＦの場合　お買付時：＋５０銭／ご売却時：－５０銭］

［ユーロ建てＭＭＦの場合　お買付時：＋７５銭／ご売却時：－７５銭］●ご購入のお申込みにあたっては、目論見書をお渡ししますので、必ず内容を

ご確認のうえ、お客さまの判断でお選びください。なお、目論見書はみずほ信託銀行の本支店の店頭にご用意しております。
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商品名（保険会社） 特　徴

契約時に年金年額が確定します。解約返戻金は契約時から４年経過後に一時払保険料相当額

を上回ります。（４年以内に解約の場合、一時払保険料相当額を下回ります。）年金開始年齢は

最長８５歳までとなります。

契約時に外貨建てで年金原資が確定します。USドル・ユーロ・豪ドルのいずれか、または

複数通貨を組み合わせた固定利率による運用で、据置期間は５年、７年、１０年から選択でき

ます。年金受け取り開始は最長９０歳までとなります。

運用は５つの特別勘定（ファンド）の中から選択でき、年間１２回までは手数料なしで特別勘定

（ファンド）間での積立金の移転（スイッチング）ができます。

運用は７つの特別勘定（ファンド）の中から選択でき、年間１５回までは手数料なしで特別勘定

（ファンド）間での積立金の移転（スイッチング）ができます。年金受け取り開始は最長９０歳

までとなります。

一時払保険料を成長性が期待できる運用部分と、確実性のある確定部分に振り分け、目的に

合わせてその配分割合を決定いただけます。また、一時払保険料相当額を年金原資として１００％

確保いただける設計（しっかりプラン１００）も可能な商品です。

契約時に年金原資が確定します。運用期間は７年または１０年で、積立利率は月２回変更され

ますが、契約時に適用された積立利率は運用期間中固定となります。契約後に年金受取開始

日を変更（繰上げ）することで、最短で契約１年後から年金受取が可能です。

分　類

定額

外貨定額

変額

変額

変額

生命保険

■個人年金保険

定額年金Ｓ

（明治安田生命）

シリウスエクセレントＭ

（アリコジャパン）

投資型年金Ｄ.Ａ.Ⅲ

（明治安田生命）

上昇気流

（第一生命）

年金工房Ｍ

（第一生命）

定額
ねんきん紀行

（第一生命）

商品名（保険会社） 特　徴

円建ての一時払終身保険であり、職業告知のみでご加入いただくことができます。契約時から１０年間（第１

保険期間）の死亡給付金は一時払保険料相当額になりますが、それ以降（第２保険期間）は一時払保険料

を超える死亡保障が一生涯続くタイプの商品です。

■一時払終身保険

エブリバディ

（明治安田生命）

生命保険についてのご留意事項
●みずほ信託銀行は生命保険の募集代理店であり、お客さまと引受保険会社との保険契約締結の媒介を行います。保険契約締結の代理権や告知の

受領権はありません。保険契約はお客さまからの保険契約のお申込みに対して保険会社が承諾したときに有効に成立します。契約の主体はお客

さまと保険会社になります。●生命保険は預金ではありません。預金保険法に規定する保険金支払いの対象とはなりません。●生命保険は証券取引

法上の有価証券ではありません。投資者保護基金の対象商品ではありません。●引受保険会社が破綻した場合には、生命保険契約者保護機構の保護

措置の対象になりますが、ご契約時にお約束した年金額・給付金額等が削減されることがあります。●変額個人年金保険は、運用実績に応じて将来

における年金額および解約返戻金の額が変動する生命保険商品です。将来におけるお受取額および解約返戻金は、一時払保険料を下回ることも

あります。●外国通貨建定額年金保険は外国通貨建の保険契約であり、保険金等の支払時期における外国為替相場により円通貨に換算した保険金等

の額が、保険契約時における外国為替相場により円通貨に換算した保険金等の額を下回ることもあります。為替変動リスクは保険契約者および

受取人に属します。●生命保険にご加入いただくか否かが、当社におけるお客さまの他のお取引に影響を及ぼすことはございません。●生命保険の

ご検討にあたっては、商品パンフレット、重要事項説明書（「契約概要」・「注意喚起情報」）やご契約のしおり・約款等を必ずご覧ください。●お客さま

がお借入れ金を変額年金保険もしくは外国通貨建定額年金保険の保険料支払いに充てられる場合においては、保険金の額および解約返戻金の額が

お借入れ金の額を下回ることもあります。また、当社はお客さまに変額年金保険もしくは外国通貨建定額年金保険の保険料支払いに関わるご融資は

いたしておりません。（総合口座取引における当座貸越を除きます。）●お申込みに際しては、変額保険販売資格を持った担当者（生命保険募集人）が、

ご説明させていただきます。
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■スーパーLLローン＆ローン

住宅をはじめ、教育・結婚・車の購入資金などライフプランに合わせてご利用ください。

商　品 使　途 特　徴 融資金額 融資期間 融資利率 担　保

スーパーＬＬ
ローン＆ローン
（住宅）（フリー）

住宅の新築、購入、増
改築、土地購入、借替
資金

教育、結婚、車の購入
資金など

（但し、事業性資金・投
機性資金としてはご利
用いただけません）

固定金利選択型（２年・３年・
５年・１０年）
変動金利型（短期プライムレー
ト連動型・長期プライムレート
連動型）の金利からお選びいた
だけます。

ご自宅または
ご所有不動産
（当社の指定
する保証会社
に対する担保
です）

当社の窓口でお知ら
せします。
原則として固定金利選
択型は毎月末までに
翌月のご融資利率を
決定します。
変動金利型はそれぞ
れの基準になる短期
プライムレート、長期プ
ライムレートの変動に
伴って変更いたします。

３５年
以内

１億円
以内

●上記スーパーＬＬローン＆ローンは、当社の指定する保証会社の保証が必要となり、保証会社の審査も必要となります。
また、融資金額、融資期間は、担保物件の種類及び個々の案件ごとに異なりますので、詳しくは窓口にご相談ください。

●上記「プロデュース」は、当社に対する保証人をたてていただきますが、保証料は不要です。
また、融資金額、融資期間は、担保物件の種類及び個々の案件ごとに異なりますので、詳しくは窓口にご相談ください。

■賃貸マンション・アパートローン「プロデュース」

ご所有の不動産の有効利用にお役立てください。事業の調査・プランニングなどお気軽にご相談ください。

商　品 使　途 特　徴 融資金額 融資期間 融資利率 担　保

賃貸マンション・

アパートローン

「プロデュース」

個人向けの一棟のア
パート、賃貸マンション
などの新築、購入、増
改築、借替資金

固定金利型（最長３５年）
固定金利選択型（２年・３年・
５年・１０年）
短期プライムレート連動型
長期プライムレート連動型
の４種類の金利からお選びい
ただけます。

ご融資対象物
件の土地･建物

原則として固定金利
型、固定金利選択型は
毎月末までに翌月のご
融資利率を決定します。
連動型はそれぞれの基
準になる短期プライム
レート、長期プライム
レートの変動に伴って
変更いたします。

３５年
以内

首都圏
近畿圏
１０億円
以内

上記以外
の地域
５億円
以内

ローン

遺産整理業務

遺言信託

遺言執行引受予諾業務

遺言書管理信託

相続人の皆さまから委任を受け、相続開始後に必要な諸手続きの代行を行う業務です。相続が発生すると

限られた期間に多くの書類をそろえたり、預貯金の諸手続き、不動産や株式の名義変更、相続税の申告・納付

等さまざまな手続きが必要となります。これらを相続人の皆さまが依頼された税理士や司法書士の専門家

と協力しながら、相続人の皆さまのお手伝いをいたします。

当社が財産に関する遺言の執行者として指定された公正証書遺言書の作成のお手伝いから保管まで行い、

遺言者がご逝去の場合には、公正証書遺言書に基づき遺言執行者として遺言内容の実現を図ります。遺言書の

作成から執行までトータルにお手伝いする業務です。

遺言書を安全・確実にお預かりする業務で、ご自宅での保管と異なり火災、盗難、紛失等の「もしも」のご心配

がいりません。公正証書遺言書だけでなく自筆証書遺言書もお預かりでき、遺言者がご逝去の際には、検認の

手続きも当社が実施いたします。
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公益信託受託事例 
（２００７年７月１日現在） 

福岡中央ライオンズクラブ交通遺児育英基金 
北海校校友会奨学基金 
成田山新勝寺交通遺児育英基金 
岩沢大九郎･梅子記念奨学基金 
後藤きく江交通遺児育英基金 
佐野正一記念教育振興基金 
ながの交通遺児等育英基金 
外山ハツ記念育英基金 
森安育英基金 
森安広島育英基金 
御手洗毅記念奨学基金 
田中奨学基金 
廣田記念奨学基金 
白井三千代奨学基金 
山田徳郎奨学基金 
静岡県立浜松商業高等学校同窓会奨学基金 
鹿児島商業高等学校同窓会奨学基金 
関東つくば銀行記念奨学基金 
晒屋孫人奨学基金 
上三川町ふるさと人材育成奨学基金 
山野登一奨学基金 
松下ハツヨ交通遺児育英奨学基金 
西條忠雄記念育英基金 
森安大学院生奨学基金 
山本猛夫記念奨学基金 
藤村兼吉･千恵子記念奨学基金 
井原長治記念育英基金 
校條すみ学生奨学基金 
水野トシ日本文化研究奨学基金 
高島君子記念看護奨学基金 
中村ものづくり庄内奨学基金 

東京府中ロータリークラブ教育振興基金 
蔵王温泉教育振興基金 
真岡青年会議所芳賀芸術･文化振興基金 
武蔵野老人教育基金 
春日部市民スポーツ振興島村基金 
伊達市青少年健全育成基金つつじファンド 
駒澤嘉いわき生涯学習振興基金 
石川  磐田地域文化振興基金 
チヨタ遠越準一文化振興基金 
駒澤嘉須坂生涯学習振興基金 
西川金一･ゆり子図書助成基金 
土屋勝次・てる図書助成基金 
荘内銀行ふるさと創造基金 

上越青少年交流健全育成雪ん子基金 
古川梅三郎記念電気通信研究振興基金 
柴山大五郎記念合併処理浄化槽研究基金 
加藤辰次郎記念建設機械研究開発振興基金 
下水道振興基金 

美原脳血管障害研究振興基金 
金沢記念心臓病研究振興基金 
荒木記念医学･生化学研究振興基金 
頴原老年病学研究者奨学基金 
臨床検査医学研究振興基金 
小児科学研究振興基金 
今井きみ記念骨髄移植研究基金 
タニタ健康体重基金 
あおもり高度先進医療基金 
素友会外科医学研究振興基金 

尼崎障害児教育援助基金 
宝塚視覚障害者援助基金 
富沢康記念心身障害児教育振興基金 
松川善弥情緒障害児教育援助基金 
金沢記念障害児教育諸学校援助基金 
久保記念点字図書援助基金 
今野芳雄記念宮城県心身障害児教育振興基金 
協和愛の教育助成基金 
自販連盲導犬育成基金 
埼玉県交通安全対策協議会交通遺児援助基金 
おかやま心の福祉基金 
中西茂雄高齢者福祉基金 
梅澤美江記念障害児教育支援基金 

国華創刊百周年記念顕彰基金 
小泉文夫記念民族音楽基金 
三浦規記念音楽教育振興基金 
信越化学地域文化振興基金 
大乗弘照箕面芸術文化振興基金 
北野道彦郷土研究奨励基金 

遠藤記念三多摩自然環境保全基金 
タカラハーモニストファンド 
あだちまちづくりトラスト 
サントリー世界愛鳥基金 
横浜野毛地区まちづくりトラスト 
大阪市平野区長原まちづくり基金 
鉄道保線振興基金 
福島銀行ふるさと自然環境基金 
大成建設自然・歴史環境基金 
春日井市東野コミュニティ基金 
大阪市平野区川辺コミュニティ基金 
仙台まちづくり八乙女記念基金 
ヨコハマポートサイドまちづくりトラスト 
地球環境日本基金 
エスペック地球環境研究・技術基金 
さくら基金 

くまもと21ファンド 
天皇陛下御即位記念国民公園保存基金 
にいがたNPOサポートファンド 

●奨学金の給付 
 

●学術の研究に対する助成 

●芸術・文化の振興に対する助成 
●その他 
 

●医学に関する調査･研究に 
　対する助成 

●都市･自然環境の整備･保全に 
　対する助成 

●国際協力･国際交流促進に 
　対する助成 

●福祉の向上を目的とする活動に 
　対する助成 

●学校教育･社会教育に対する助成 

貝島記念国際青少年交流基金 
アジアコミュニティトラスト 
久保田豊基金 
慶州ナザレ園等大韓民国在住日本人婦人援助基金 
アフリカ支援基金 
金原記念日中医学交流基金 
森安記念中国残留孤児子弟就学援助基金 
安田和風記念アジア青少年交流基金 
大乗弘照高校生国際交流基金 
アドラ国際援助基金 
安田信託ジャパントラスト 
真武記念ジャパントラスト 
大場記念ジャパントラスト 
武富士記念ジャパントラスト 
安田和風記念ジャパントラスト 
天皇陛下御在位６０年記念ジャパントラスト 
岡田みさこ記念ジャパントラスト 
杉浦吾男記念ジャパントラスト 
みずほアジア人材育成基金 
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みずほ銀行 ／ みずほコーポレート銀行 

（計２行） 

北海道銀行 ／ みちのく銀行 ／ 秋田銀行 ／ 荘内銀行 ／ 山形銀行 ／ 東邦銀行 ／ 北陸銀行 ／ 北越銀行 ／ 第四銀行  ／ 北國銀行 ／  

千葉興業銀行 ／ 東京都民銀行 ／ 大垣共立銀行 ／ 泉州銀行 ／ 池田銀行 ／ 四国銀行 ／  広島銀行 ／ 山陰合同銀行 ／ 大分銀行 ／  

福岡銀行 ／ 十八銀行 ／ 肥後銀行 ／ 西日本シティ銀行 ／ 親和銀行 ／ 琉球銀行 

（計２５行） 

●都銀 
 

●地銀 

北洋銀行 ／ 北日本銀行 ／ 仙台銀行 ／ きらやか銀行 ／ 福島銀行 ／ 大東銀行 ／ 栃木銀行 ／ 大光銀行 ／ 茨城銀行 ／ 

八千代銀行 ／ 名古屋銀行 ／ もみじ銀行 ／ 愛媛銀行 ／ 南日本銀行  

（計１４行） 

●第二地銀 

朝日信用金庫 ／ 巣鴨信用金庫 ／ 瀧野川信用金庫 ／ 青梅信用金庫 ／ 芝信用金庫 ／ 多摩信用金庫 ／ 浜松信用金庫 ／ 碧海信用金庫 ／  

東濃信用金庫 ／ 日新信用金庫 ／ 姫路信用金庫  

（計１１庫） 

●信用金庫 

商工組合中央金庫  

（計１庫） 

●政府系金融機関 

みずほインベスターズ証券  ／ 新光証券 

（計２社） 

●証券会社 

信託代理店契約先一覧（契約代理店数55社） 
（２００７年７月１日現在） 
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銀行法施行規則第１９条の２に基づく開示項目
［銀行の概況及び組織に関する次に掲げる事項］

１. 経営の組織

２. 持株数の多い順に１０以上の株主に関する次に掲げる事項

氏名（株主が法人その他の団体である場合には、その名称）

各株主の持株数

発行済株式の総数に占める各株主の持株数の割合

３. 取締役及び監査役の氏名及び役職名

４. 営業所の名称及び所在地

［銀行の主要な業務の内容］

［銀行の主要な業務に関する事項として次に掲げるもの］

１. 直近の事業年度における事業の概況

２. 直近の５事業年度における主要な業務の状況を示す指標として次に掲げる事項

経常収益

経常利益又は経常損失

当期純利益若しくは当期純損失

資本金及び発行済株式の総数

純資産額

総資産額

預金残高

貸出金残高

有価証券残高

単体自己資本比率

配当性向

従業員数

信託報酬

信託勘定貸出金残高

信託勘定有価証券残高

信託財産額

３. 直近の２事業年度における業務の状況を示す指標

＜主要な業務の状況を示す指標＞

業務粗利益及び業務粗利益率

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの資金運用収支、役務取引等収支、特定取引収支及びその他業務収支

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、利回り及び資金利ざや

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの受取利息及び支払利息の増減

総資産経常利益率及び資本経常利益率

総資産当期純利益率及び資本当期純利益率

＜預金に関する指標＞

国内業務部門及び国際業務部門の区分ごとの流動性預金、定期性預金、譲渡性預金その他の預金の平均残高

固定金利定期預金、変動金利定期預金及びその他の区分ごとの定期預金の残存期間別の残高

＜貸出金等に関する指標＞

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高

固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残存期間別の残高

担保の種類別の貸出金残高及び支払承諾見返額

使途別の貸出金残高

５０・５１

１４１

１４１

１４１

５４

５２

２０～３６

４～１１・５８～６５

５８

５８

５８

５８

５８

５８

５８

５８

５８

５８

５８

５４

５８

５８

５８

５８

９３・９４

９３・９４

９５～９７・１０１

９８～１００

９４

９４

１２２

１２３

１２４

１２５

１２５・１２８

１２４

（該当ページ）



業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

中小企業等に対する貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

特定海外債権残高の５パーセント以上を占める国別の残高

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの預貸率の期末値及び期中平均値

＜有価証券に関する指標＞

有価証券の種類別の残存期間別の残高

国内業務部門及び国際業務部門の区分ごとの有価証券の種類別の平均残高

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの預証率の期末値及び期中平均値

＜信託業務に関する指標＞

信託財産残高表

金銭信託等の受託残高

元本補てん契約のある信託の種類別の受託残高

信託期間別の金銭信託及び貸付信託の元本残高

金銭信託等の種類別の貸出金及び有価証券の区分ごとの運用残高

金銭信託等に係る貸出金の科目別の残高

金銭信託等に係る貸出金の契約期間別の残高

担保の種類別の金銭信託等に係る貸出金残高

使途別の金銭信託等に係る貸出金残高

業種別の金銭信託等に係る貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

中小企業等に対する金銭信託等に係る貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

金銭信託等に係る有価証券の種類別の残高

［銀行の業務の運営に関する次に掲げる事項］

１. リスク管理の体制

２. 法令遵守の体制

［銀行の直近の２事業年度における財産の状況に関する次に掲げる事項］

１. 貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書

２. 貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額

破綻先債権に該当する貸出金

延滞債権に該当する貸出金

三カ月以上延滞債権に該当する貸出金

貸出条件緩和債権に該当する貸出金

３. 元本補てん契約のある信託に係る貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、三カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に

該当するものの額並びにその合計額

４. 自己資本の充実の状況

５. 次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

有価証券

金銭の信託

第１３条の３第１項第５号に掲げる取引

６. 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

７. 貸出金償却の額

８. 貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について証券取引法第１９３条の２の規定に基づき

公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合にはその旨

９. 単体自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合にはその旨

１２６

１２７

１３５

１３３

１３１・１３２

１３０

１３３

９０

９１

９１

１２３

９１

１２４

１２７

１２６

１２４

１２７

１２７

１３１

３９～４４

４５

８０～８４

１３３

１３３

１３３

１３３

１３３

１３８・１６８～１７９

１０８～１１３

１１１

１１７～１２０

１３５

１３５

８４

１３８・１６８

（該当ページ）
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銀行法施行規則第１９条の３に基づく開示項目
［銀行及びその子会社等の概況に関する次に掲げる事項］

１. 銀行及びその子会社等の主要な事業の内容及び組織の構成

２. 銀行の子会社等に関する次に掲げる事項

名称

主たる営業所又は事務所の所在地

資本金

事業の内容

設立年月日

銀行が保有する子会社等の議決権の総株主の議決権に占める割合

銀行の一の子会社等以外の子会社等が保有する当該一の子会社等の議決権の総株主の議決権に占める割合

［銀行及びその子会社等の主要な業務に関する事項として次に掲げるもの］

１. 直近の事業年度における事業の概況

２. 直近の５連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標として次に掲げる事項

経常収益

経常利益又は経常損失

当期純利益若しくは当期純損失

純資産額

総資産額

連結自己資本比率

［銀行及びその子会社等の直近の２連結会計年度における財産の状況に関する次に掲げる事項］

１. 連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書

２. 貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額

破綻先債権に該当する貸出金

延滞債権に該当する貸出金

三カ月以上延滞債権に該当する貸出金

貸出条件緩和債権に該当する貸出金

３. 自己資本の充実の状況

４. 銀行及びその子法人等が２以上の異なる種類の事業を営んでいる場合の事業の種類ごとの区分に従い、当該区分に属する

経常収益の額、経常利益又は経常損失の額及び資産の額として算出したもの

５. 連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書について証券取引法第１９３条の２の

規定に基づき公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合にはその旨

６. 連結自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合にはその旨

金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則第４条に基づく開示項目
破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

２０～３６・５０・５１・５３

５３

５３

５３

５３

５３

５３

５３

４～１１・５６・５７

５６

５６

５６

５６

５６

５６

６８～７１

１３３

１３３

１３３

１３３

１３７・１４３～１６７

８９

７３

１３７・１４４

１３４

１３４

１３４

１３４

（該当ページ）
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